
〇

〇

（号 外）
（原稿作成 国立印刷局）
発 行 内 閣 府

省

令

栄
養
士
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
栄
養
士
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

栄
養
士
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
免
許
の
申
請
手
続
）

（
免
許
の
申
請
手
続
）

第
一
条

（
略
）

第
一
条

（
略
）

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

４

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

管
理
栄
養
士
国
家
試
験
の
合
格
証
若
し
く
は

栄
養
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十

二
年
法
律
第
三
十
八
号
）
附
則
第
三
条
に
規
定

す
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
又
は
そ
れ

ら
の
写
し

一

管
理
栄
養
士
国
家
試
験
の
合
格
証
又
は
栄
養

士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年

法
律
第
三
十
八
号
）
附
則
第
三
条
に
規
定
す
る

者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

二

（
略
）

二

（
略
）

５

（
略
）

５

（
略
）

（
管
理
栄
養
士
養
成
施
設
の
指
定
の
基
準
）

（
管
理
栄
養
士
養
成
施
設
の
指
定
の
基
準
）

第
十
一
条

令
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
主
務
省
令
で

定
め
る
基
準
は
、
第
九
条
第
六
号
、
第
九
号
、
第

十
号
及
び
第
十
三
号
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
十
一
条

令
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
主
務
省
令
で

定
め
る
基
準
は
、
第
九
条
第
六
号
、
第
九
号
、
第

十
号
及
び
第
十
三
号
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
〜
八

（
略
）

一
〜
八

（
略
）

九

前
号
の
施
設
の
数
は
、
学
生
又
は
生
徒
及
び

教
員
の
数
並
び
に
教
育
課
程
に
応
じ
、
必
要
な

数
以
上
で
あ
る
こ
と
。

九

前
号
の
施
設
の
数
は
、
生
徒
及
び
教
員
の
数

並
び
に
教
育
課
程
に
応
じ
、
必
要
な
数
以
上
で

あ
る
こ
と
。

十
〜
十
四

（
略
）

十
〜
十
四

（
略
）

目

次

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 (分冊の)
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〔
省

令
〕

〇
栄
養
士
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
一
三
二
）

〔
法
規
的
告
示
〕

〇
船
員
に
関
し
事
業
主
が
職
場
に
お
け
る
顧

客
等
の
言
動
に
起
因
す
る
問
題
に
関
し
て

雇
用
管
理
上
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て

の
指
針
（
国
土
交
通
一
〇
七
三
）

〇
船
員
に
関
し
事
業
主
が
求
職
活
動
等
に
お

け
る
性
的
な
言
動
に
起
因
す
る
問
題
に
関

し
て
雇
用
管
理
上
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ

い
て
の
指
針
（
同
一
〇
七
四
）

〇
無
害
化
処
理
に
係
る
特
例
の
対
象
と
な
る

一
般
廃
棄
物
及
び
産
業
廃
棄
物
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示
（
環
境
三
九
）

〇
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に

係
る
無
害
化
処
理
の
内
容
等
の
基
準
等
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示
（
同
四
〇
）

〔
官
庁
報
告
〕

産

業

日
本
産
業
規
格
（
経
済
産
業
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁参

加
者
の
有
無
を
確
認
す
る
公
募
手
続
に

係
る
参
加
意
思
確
認
書
の
提
出
を
求
め
る

公
示
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構

令
和
七
年
度
財
務
諸
表
、
国
立
研
究
開
発

法
人
海
上
・
港
湾
・
航
空
技
術
研
究
所
令

和
七
事
業
年
度
財
務
諸
表
、
企
業
年
金
基

金
変
更
、
首
都
高
速
道
路
株
式
会
社
工
事

開
始
、
日
本
年
金
機
構
令
和
七
事
業
年
度

財
務
諸
表
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
懲
戒
処

分
関
係

地
方
公
共
団
体

押
収
物
還
付
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
十
二
号

栄
養
士
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
三
十
一
号
）
第
一
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
、
医
師
法
施
行
令

（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
三
百
八
十
二
号
）
第
十
一
条
、
歯
科
医
師
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
三
百
八
十
三

号
）
第
十
一
条
、
保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
三
百
八
十
六
号
）
第
十
条
並
び
に
薬
剤

師
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
六
年
政
令
第
十
三
号
）
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
栄
養
士
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎





第
一
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
医
師
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

医
師
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
四
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
号
書
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



（
歯
科
医
師
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条

歯
科
医
師
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
号
書
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
四
条

保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
一
号
様
式
か
ら
第
一
号
の
三
様
式
ま
で
の
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



（
薬
剤
師
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
五
条

薬
剤
師
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
六
年
厚
生
省
令
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
免
許
の
申
請
手
続
）

（
免
許
の
申
請
手
続
）

第
一
条

（
略
）

第
一
条

（
略
）

２

令
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
前
項
の
申
請
書
に
添

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

２

令
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
前
項
の
申
請
書
に
添

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

四

情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等

に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十

一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
項

に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て

令
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
行
う
と
き

は
、
薬
剤
師
国
家
試
験
の
合
格
証
書
の
写
し

（
新
設
）

３

（
略
）

３

（
略
）

様
式
第
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



法 規 的 告 示

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

附 則

（ 施 行 期 日 ）

第 一 条 こ の 省 令 は 、 令 和 八 年 九 月 十 七 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 一 条 及 び 第 五 条 の 規 定 は 同 年 十

月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

第 二 条 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に あ る こ の 省 令 に よ る 改 正 前 の 様 式 （ 次 項 に お い て 「 旧 様 式 」 と い う 。 ）

に よ り 使 用 さ れ て い る 書 類 は 、 こ の 省 令 に よ る 改 正 後 の 様 式 に よ る も の と み な す 。

２ こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に あ る 旧 様 式 に よ る 用 紙 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 こ れ を 取 り 繕 っ て 使 用 す

る こ と が で き る 。

船員に関し事業主が職場における顧客等の言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措
置等についての指針

１ はじめに
この指針は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律（昭和41年法律第132号。以下「法」という。）第33条第１項から第３項までに規定する事業主
が職場において行われる顧客、荷主をはじめとする取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業
主の行う事業に関係を有する者（以下「顧客等」という。）の言動であって、その雇用する船員が従
事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより、当該船
員の就業環境及び船内生活環境が害されること（以下「職場におけるカスタマーハラスメント」と
いう。）のないよう雇用管理上講ずべき措置等について、法第47条第２項により読み替えて適用する
同法第33条第４項の規定に基づき事業主が適切かつ有効な実施を図るために必要な事項について定
めたものである。
船員は、陸上の労働者の労働環境と異なり、海上という孤立した状況で、かつ、船舶という閉鎖
された労働環境に置かれているとともに、航海の態様によっては、船舶は生活の場でもあることか
ら、事業主は、このような海上労働の特殊性を踏まえて、職場におけるカスタマーハラスメントに
対して適切かつ有効な措置を講じなければならない。
２ 職場におけるカスタマーハラスメントの内容
 職場におけるカスタマーハラスメントは、職場において行われる顧客等の言動であって、
その雇用する船員が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超
えたものにより、船員の就業環境及び船内生活環境が害されるものであり、からまでの要
素を全て満たすものをいう。
なお、顧客等からの苦情の全てが職場におけるカスタマーハラスメントに該当するわけではな
く、客観的にみて、社会通念上許容される範囲で行われたものは、いわば正当な申入れであり、
職場におけるカスタマーハラスメントには当たらない。
また、障害者から船員に対して、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年
法律第65号）で禁止されている不当な差別的取扱いをしないよう求めることや、社会的障壁の除
去を必要としている旨の意思を表明すること自体は、職場におけるカスタマーハラスメントには
当たらず、同法に基づき、その実施に伴う負担が過重でないときは、社会的障壁の除去の実施に
ついて必要かつ合理的な配慮をしなければならないことに留意が必要である。

加えて、職場におけるカスタマーハラスメントには、船内、港等の施設において対面で行われ
るもののみならず、電話やＳＮＳ等のインターネット上において行われるものも含まれるもので
ある。
 「職場」とは、事業主が雇用する船員が業務を遂行する場所を指し、当該船員が通常乗り組ん
でいる船舶以外の場所であっても、当該船員が業務を遂行する場所については、「職場」に含まれ
る。例えば、陸上の事務所等であっても、当該船員が業務を遂行する場所であればこれに該当す
る。

 「その雇用する船員が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲
を超えた」言動とは、社会通念に照らし、当該顧客等の言動の内容が契約内容からして相当性を
欠くもの、又は手段や態様が相当でないものを指す。
この判断に当たっては、様々な要素（当該言動の目的、当該言動を受けた船員の問題行動の有
無や内容・程度を含む当該言動が行われた経緯や状況、業種・業態、業務の内容・性質、当該言
動の態様・頻度・継続性、船員の属性や心身の状況、当該言動の行為者とされる者（以下「行為
者」という。）との関係性等）を総合的に考慮することが適当である。また、「言動の内容」及び「手
段や態様」に着目し、総合的に判断することが適当であり、「言動の内容」、「手段や態様」の一方
のみが社会通念上許容される範囲を超える場合でもこれに該当し得ることに留意が必要である。
加えて、社会通念上許容される範囲を超えるかどうかの判断に当たっては、事業主又は船員の側
の不適切な対応が当該言動の原因や背景となっている場合もあることにも留意する必要がある。
社会通念上許容される範囲を超えた言動の典型的な例としては、以下のイ及びロに掲げるもの
があるが、個別の事案の状況等によって判断が異なる場合もあり得ること、また、イ及びロに掲
げるものは限定列挙ではないことに十分留意し、４ロにあるとおり広く相談に対応するなど、
適切な対応を行うようにすることが必要である。
イ 言動の内容が社会通念上許容される範囲を超えるもの
 そもそも要求に理由がない又は商品・サービス等と全く関係のない要求
・ 性的な要求や、船員のプライバシーに関わる要求をすること。
 契約等により想定しているサービスを著しく超える要求
・ 契約内容を著しく超えたサービスの提供を要求すること。

〇 国 土 交 通 省 告 示 第 千 七 十 三 号

労 働 施 策 の 総 合 的 な 推 進 並 び に 労 働 者 の 雇 用 の 安 定 及 び 職 業 生 活 の 充 実 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十

一 年 法 律 第 百 三 十 二 号 ） 第 四 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 同 法 第 三 十 三 条 第 四 項 の

規 定 に 基 づ き 、 船 員 に 関 し 事 業 主 が 職 場 に お け る 顧 客 等 の 言 動 に 起 因 す る 問 題 に 関 し て 雇 用 管 理 上 講

ず べ き 措 置 等 に つ い て の 指 針 を 次 の よ う に 定 め 、 令 和 八 年 十 月 一 日 か ら 適 用 す る 。

令 和 八 年 八 月 二 十 日 国 土 交 通 大 臣 金 子 恭 之

 「船員」とは、船員法（昭和20年法律第100号）第１条第１項に規定する船員をいう。
また、派遣船員については、派遣元事業主のみならず、船員派遣の役務の提供を受ける者につ
いても、船員職業安定法（昭和23年法律第130号）第91条の３の規定により、その指揮命令の下
に労働させる派遣船員を雇用する事業主とみなされ、法第33条第１項及び第34条第２項の規定が
適用されることから、船員派遣の役務の提供を受ける者は、派遣船員についてもその雇用する船
員と同様に、３の配慮及び４の措置を講ずることが必要である。なお、法第33条第２項、第36
条第２項及び第37条第２項の船員に対する不利益な取扱いの禁止については、派遣船員も対象に
含まれるものであり、派遣元事業主のみならず、船員派遣の役務の提供を受ける者もまた、当該
者に派遣船員が職場におけるカスタマーハラスメントの相談を行ったこと等を理由として、当該
派遣船員に係る船員派遣の役務の提供を拒む等、当該派遣船員に対する不利益な取扱いを行って
はならない。
 「顧客等」とは、顧客（今後商品の購入やサービスの利用等をする可能性がある潜在的な顧客
も含む。）、取引の相手方（今後取引する可能性のある者も含む。）、施設の利用者（船内、港等の
施設を利用する者をいい、今後利用する可能性のある者も含む。）その他の当該事業主の行う事業
に関係を有する者を指し、例えば、以下の者等が含まれる。
・ 事業主が販売する商品の購入をする者
・ 荷主をはじめとする事業主が提供するサービスを利用する者
・ 事業主の行う事業に関する内容等に関し問い合わせをする者
・ 取引先の担当者
・ 企業間での契約締結に向けた交渉を行う際の担当者
・ 施設・サービスの利用者及びその家族
・ 施設の近隣住民
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 対応が著しく困難な又は対応が不可能な要求
・ 契約金額の著しい減額の要求をすること。
 不当な損害賠償要求
・ 商品やサービス等の内容と無関係である不当な損害賠償要求をすること。

ロ 手段や態様が社会通念上許容される範囲を超えるもの
 身体的な攻撃（暴行、傷害等）
・ 殴る、蹴る、叩く等の暴行を行うこと。
・ 物を投げつけること。
・ わざとぶつかること。
・ つばを吐きかけること。
 精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言、土下座の強要等）
・ 船内の物を壊すことをほのめかす発言やＳＮＳ等のインターネット上へ悪評を投稿する
ことをほのめかす発言によって船員を脅すこと。
・ ＳＮＳ等のインターネット上へ船員のプライバシーに係る情報の投稿等をすること。
・ 船員の人格を否定するような言動を行うこと。相手の性的指向・ジェンダーアイデン
ティティに関する侮辱的な言動を行うことを含む。
・ 土下座を強要すること。
・ 盗撮や無断での撮影をすること。
・ 船員の性的指向・ジェンダーアイデンティティ等の機微な個人情報について、当該船員
の了解を得ずに他の者に暴露すること又は当該船員が開示することを強要する若しくは禁
止すること。

 威圧的な言動
・ 大きな声をあげて船員や周囲を威圧すること。
・ 反社会的な言動を行うこと。
 継続的、執拗な言動
・ 同様の質問を執拗に繰り返すこと。
・ 当初の話からのすり替え、揚げ足取り、執拗な責め立てをすること。
・ 同様の電子メール等を執拗に繰り返し送りつけること。
 拘束的な言動（不退去、居座り、監禁）
・ 長時間に渡る居座りや電話で船員を拘束すること。

 「船員の就業環境が害される」とは、当該言動により船員が身体的又は精神的に苦痛を与えら
れ、船員の就業環境及び船内生活環境が不快なものとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が
生じる等当該船員が就業する上で看過できない程度の支障が生じることを指す。
この判断に当たっては、「平均的な船員の感じ方」、すなわち、同様の状況で当該言動を受けた場
合に、一般の船員が、就業及び船内で生活する上で看過できない程度の支障が生じたと感じるよ
うな言動であるかどうかを基準とすることが適当である。
なお、当該言動の頻度や継続性は考慮するが、強い身体的又は精神的苦痛を与える態様の言動
の場合は、１回の言動でも、当該船員が就業する上で看過できない程度の支障が生じ、就業環境
を害する場合があり得る。

３ 事業主等の責務
 事業主の責務
法第34条第２項の規定により、事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントを行ってはな
らないことその他職場におけるカスタマーハラスメントに起因する問題（以下「カスタマーハラ
スメント問題」という。）に対するその雇用する船員の関心と理解を深めるとともに、当該船員が
他の事業主が雇用する船員に対する言動に必要な注意を払うよう、研修の実施その他の必要な配
慮をするほか、国の講ずる同条第１項の広報活動、啓発活動その他の措置に協力するように努め
なければならない。なお、職場におけるカスタマーハラスメントに起因する問題としては、例え
ば、船員の意欲の低下などによる職場環境の悪化や職場全体の生産性の低下、船員の健康状態の
悪化、休職や退職などにつながり得ること、これらに伴う経営的な損失等が考えられる。

また、事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）は、自らも、カスタマーハラ
スメント問題に対する関心と理解を深め、他の事業主が雇用する船員に対する言動に必要な注意
を払うように努めなければならない。
 船員の責務
法第34条第４項の規定により、船員は、カスタマーハラスメント問題に対する関心と理解を深
め、他の事業主が雇用する船員に対する言動に必要な注意を払うとともに、事業主の講ずる４の
措置に協力するように努めなければならない。

ロ 職場におけるカスタマーハラスメントの内容及びあらかじめ定めた職場におけるカスタマー
ハラスメントへの対処の内容を、管理監督者を含む船員に周知すること。
対処の内容については、職場におけるカスタマーハラスメントが発生し、その場で船員から
管理監督者等に報告があった場合や管理監督者等が現認した場合は、当該管理監督者等が直ち
に適切な対応を行うことが必要な場合もあることを踏まえ、その内容を定めること。
また、船内において発生しやすい職場におけるカスタマーハラスメントの例や、商品・サー
ビス・接客等における問題や顧客等とのコミュニケーションの不足などが職場におけるカスタ
マーハラスメントの発生の原因や背景となり得ることを併せて周知することも考えられる。

４ 事業主が職場における顧客等の言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき措置の内容
事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントを防止するため、雇用管理上次の措置を講じな
ければならない。
ただし、職場におけるカスタマーハラスメント対策を講ずる際は、消費者法制により定められて
いる消費者の権利や、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律において、障害を理由とす
る不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供義務が定められていることに留意する必要があ
り、同法に基づく「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（令和５年３月14日閣議
決定）」に即して国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指
針、内閣府がホームページ等に掲載する合理的配慮の提供等に係る障害特性に応じた事例等（以下
「対応指針等」という。）も参考にして、顧客等との建設的対話を重ねるなど、事案に応じて適切に
対応する必要がある。
また、各業法等によりサービス提供の義務等が定められている場合やサービスが途絶すると顧客
等の生命や心身の健康に重大な影響が及ぶ場合等があることに留意して適切に対応する必要があ
る。
 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントに関する方針の明確化、船員に対するその方
針の周知・啓発として、次の措置を講じなければならない。
その際、職場におけるカスタマーハラスメントの発生の原因や背景には、商品・サービス・接
客等における問題や顧客等とのコミュニケーションの不足などもあると考えられる。そのため、
職場においてこれらを幅広く解消していく取組を進めることも、職場におけるカスタマーハラス
メントの防止の効果を高める上で重要であることに留意することが必要である。
イ 職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を保護する旨の方
針を明確化し、管理監督者を含む船員に周知・啓発すること。
また、職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を保護する
旨の方針を顧客等に周知・啓発することも、被害の防止に当たっては効果的と考えられる。
（事業主の方針等を明確化し、船員に周知・啓発していると認められる例）
 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に職場における
カスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を保護する旨の方針を記載し、
配布等すること。
なお、トップメッセージとして当該方針を広く社内に発信することも考えられる。

 職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を保護する旨の
方針を船員に対して周知・啓発するため、ロにおいて定める職場におけるカスタマーハラス
メントへの対処の内容と併せて研修、講習等を実施すること。
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対処の内容の例としては、次のようなものがある。
ただし、次の例は限定列挙ではなく、各事業主が、船員の状況等の実態に応じた対処の内容
を定めること。
・ 船員から管理監督者等に直ちに報告し、その場の対応の方針について指示を仰ぐこと。
・ 可能な限り船員を一人で対応させないこと。また、必要に応じて当該船員に代わって管理
監督者等が対応すること。
・ 顧客等とのやり取りを録音・録画すること。なお、録音・録画に当たっては個人情報の保
護に関する法律（平成15年法律第57号）等を遵守し、顧客等の個人情報を適切に取り扱うこ
と。
・ 船員から十分な説明を行った上で、なお繰り返しの要求が続く場合には、一定の時間の経
過をもって下船を求めたり、電話を切ったりすること。
・ 暴行、傷害、脅迫などの犯罪に該当し得る言動については、警察又は海上保安庁へ通報す
ること。
・ 現場対応が困難な場合においては、本社・本部等へ情報共有を行い、指示を仰ぐこと。
・ 法的な手続が必要な場合には、法務部門等と連携し、弁護士へ相談すること。
（対処の内容等を定め、船員に周知していると認められる例）
 職場におけるカスタマーハラスメントへの対処の内容を定め、当該規定と併せて、職場に
おけるカスタマーハラスメントの内容を船員に対して周知すること。
 顧客等への対応に関するマニュアル等に、職場におけるカスタマーハラスメントの内容及
び職場におけるカスタマーハラスメントへの対処の内容を記載し、船員に対して周知するこ
と。
 職場におけるカスタマーハラスメントの内容及び職場におけるカスタマーハラスメントへ
の対処の内容を船員に対して周知するための研修、講習等を実施すること。

 職場におけるカスタマーハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応
事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントに係る相談の申出があった場合において、そ
の事案に係る事実関係の迅速かつ正確な確認及び適正な対処として、次の措置を講じなければな
らない。
特に、相談者が行為者と船内で労働や生活を共にせざるを得ない状況における相談者の精神的
な苦痛を考慮し、可能な限り迅速に対処すべきである。
イ 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認すること。なお、行為者が、他の事業主が雇用す
る船員又は他の事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）である場合には、必
要に応じて、他の事業主に事実関係の確認への協力を求めることも含まれる。
（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認していると認められる例）
 ロにおいて定める対処の内容を踏まえ、管理監督者等がその場で事実関係を確認し対応
すること。
 相談窓口の担当者、関係部門又は専門の委員会等が、相談者から事実関係を確認すること。
その際、相談者の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めなどその認識にも適切に配
慮すること。
また、必要に応じて、周囲の船員からも事実関係を聴取したり、録音・録画等の客観的な
証拠を確認したりする等の措置を講ずること。なお、録音・録画等の客観的な証拠を確認す
るに当たっては個人情報の保護に関する法律等を遵守し、顧客等の個人情報を適切に取り扱
うこと。
加えて、必要かつ可能な場合には行為者からも事実関係を聴取することも考えられる。

 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとしたが、確認が困難な場合などにおいて、法第47
条第２項により読み替えて適用する同法第37条に基づく調停の申請を行うことその他中立な
第三者機関に紛争処理を委ねること。

ロ イにより、職場におけるカスタマーハラスメントが生じた事実が確認できた場合においては、
速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
 ロにおいて定める対処の内容を踏まえ、事案の内容や状況に応じ、管理監督者等が被害
者に代わって対応すること、被害者と行為者を引き離すこと等の措置を講ずること。
また、あわせて、暴行、傷害、脅迫などの犯罪に該当し得る言動については警察又は海上
保安庁へ通報すること。
 事案の内容や状況に応じ、行為者に対応する担当者の変更又は複数人で対応すること、被
害者と行為者を引き離すための配置転換、管理監督者又は事業場内産業保健スタッフ等によ
る被害者のメンタルヘルス不調への相談対応等の措置を講ずること。
また、あわせて、暴行、傷害、脅迫などの犯罪に該当し得る言動については警察又は海上
保安庁へ通報することや、法的な手続が必要な場合には法務部門等と連携し、弁護士へ相談
することも考えられる。
 法第47条第２項により読み替えて適用する同法第37条に基づく調停その他中立な第三者機
関の紛争解決案に従った措置を被害者に対して講ずること。

 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために、船員又は船員が乗り組んでい
る船舶と船員の労務管理の事務を行う事務所との間の連絡体制等の必要な体制の整備
事業主は、船員からの相談に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必要
な体制の整備として、次の措置を講じなければならない。
なお、相談に対応する担当者として、船員の上司に当たる管理監督者等を定めることも考えら
れる。
イ 相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」という。）をあらかじめ定め、船員に周知する
こと。
なお、船舶は閉鎖された環境であり、かつ、限られた乗組員で業務を遂行していることを踏
まえ、船員の労務管理の事務を行う事務所等船内以外の場所に、船員が直接相談を行うことが
できる窓口を置く等相談しやすい体制の整備を図るべきである。
また、職場における他のハラスメントの相談窓口と一体的に設置をすることも考えられる。
（相談窓口をあらかじめ定めていると認められる例）
 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること。
 相談に対応するための制度を設けること。
 外部の機関に相談への対応を委託すること。
ロ イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにする
こと。また、相談窓口においては、被害を受けた船員（以下「被害者」という。）が萎縮するな
どして相談を躊躇する例もあること等も踏まえ、相談を行った船員（以下「相談者」という。）
の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めなどその認識にも配慮しながら、職場におけ
るカスタマーハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、その発生のおそれがある場合
や、職場におけるカスタマーハラスメントに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談
に対応し、適切な対応を行うようにすること。例えば、放置すれば就業環境を害するおそれが
ある場合等が考えられる。
（相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例）
 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、その内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と関
係部門とが連携を図ることができる仕組みとすること。

 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あらかじめ作成した留意点などを記載したマニュ
アルに基づき対応すること。
 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場合の対応についての研修を行うこと。

ハ 改めて職場におけるカスタマーハラスメントに関する方針を周知・啓発し、必要な場合には、
職場におけるカスタマーハラスメントの発生の原因や背景となった商品・サービス・接客等に
おける問題や顧客等とのコミュニケーションの不足などの改善を図る等の再発防止に向けた措
置を講ずること。その際、必要に応じて、接客等における慣行の見直しなどの職場環境の改善
や組織風土の見直しを行うことも考えられる。
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あわせて、必要に応じて事案の内容や対応経緯を記録し、個人情報の取扱いに留意して関係
部門に共有し、再発防止に活用することも考えられる。
なお、職場におけるカスタマーハラスメントに係る言動の行為者が、他の事業主が雇用する
船員又は他の事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）である場合には、必要
に応じて、他の事業主に再発防止に向けた措置への協力を求めることも含まれる。
また、職場におけるカスタマーハラスメントが生じた事実が確認できなかった場合において
も、同様の措置を講ずること。
（再発防止に向けた措置を講じていると認められる例）
 職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を保護する旨の
方針及び職場におけるカスタマーハラスメントへの対処の内容を、社内報、パンフレット、
社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に改めて掲載し、配布等すること。
また、職場におけるカスタマーハラスメントの発生を契機として、職場におけるカスタマー
ハラスメントの原因や背景となった商品・サービス・接客等における問題や顧客等とのコ
ミュニケーションの不足などが把握された場合には、その問題等そのものの改善を図ること。
 船員に対して職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を
保護する旨の方針及び職場におけるカスタマーハラスメントへの対処の内容を周知・啓発す
るための研修、講習等を改めて実施すること。
また、職場におけるカスタマーハラスメントの発生を契機として、職場におけるカスタマー
ハラスメントの原因や背景となった商品・サービス・接客等における問題や顧客等とのコ
ミュニケーションの不足などが把握された場合には、その問題等そのものの改善を図ること。

 職場におけるカスタマーハラスメントへの対応の実効性を確保するために必要なその抑止のた
めの措置
事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントの抑止のための措置として、船員に対し過度
な要求を繰り返すなど特に悪質と考えられるものへの対処の方針をあらかじめ定め、管理監督者
を含む船員に周知するとともに、当該方針において定めた対処を行うことができる体制を整備し
なければならない。
なお、特に悪質と考えられるものへの対処の例としては次のようなものがあるが、当該方針に
記載する対処の内容を検討するに当たっては、各業法等による定めがある場合等、業種・業態等
により必要な対応が異なる場合があることに留意しつつ、それぞれの状況に応じた方針を定める
ことが効果的である。
・ 暴行、傷害、脅迫などの犯罪に該当し得る言動については、警察又は海上保安庁へ通報する
こと。
・ 行為者に対して警告文を発出すること。
・ 法令の制限内において行為者に対して商品の販売、サービスの提供等をしないこと。
・ 行為者に対して船内及び施設等への出入りを禁止すること。
・ 民事保全法（平成元年法律第91号）に基づく仮処分命令を申し立てること。
（措置を講じていると認められる例）
 ロの措置を実施する際に、併せて、職場におけるカスタマーハラスメントのうち、特に悪
質と考えられるものへの対処の方針を定め、船員に対して周知すること。加えて、当該対処を
講ずることができるよう、関係部門間の連携等の体制を整備すること。

５ 他の事業主の講ずる雇用管理上の措置の実施に関する協力
法第33条第３項の規定により、事業主は、当該事業主が雇用する船員又は当該事業主（その者が
法人である場合にあっては、その役員）による他の事業主の雇用する船員に対する職場におけるカ
スタマーハラスメントに関し、他の事業主から、事実関係の確認等の雇用管理上の措置の実施に関
し必要な協力を求められた場合には、次の措置を講ずるよう努めなければならない。
 事業主は、他の事業主からの協力の求めに応ずるように努めなければならない。
また、同項の規定の趣旨に鑑みれば、事業主が、他の事業主から雇用管理上の措置への協力を
求められたことを理由として、当該事業主に対し、当該事業主との契約を解除する等の不利益な
取扱いを行うことは望ましくないものである。
 事業主は、他の事業主からの協力の求めに応じて、船員へ事実関係の確認等を行うに当たって
は、これに協力した船員に対して、解雇その他不利益な取扱いを行わない旨を定め、船員に周知・
啓発することが望ましい。
加えて、事実関係の確認により、職場におけるカスタマーハラスメントが生じた事実が確認で
きた場合においては、事業主は、就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書におけ
る規定等に基づき、行為者に対して必要な懲戒その他の措置を講ずることが望ましい。

 からまでの措置と併せて講ずべき措置
からまでの措置を講ずるに際しては、併せて次の措置を講じなければならない。
イ 職場におけるカスタマーハラスメントに係る相談者等の情報は当該相談者等のプライバシー
に属するものであることから、相談への対応又は当該カスタマーハラスメントに係る事後の対
応に当たっては、相談者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講ずるとともに、そ
の旨を船員に対して周知すること。なお、相談者等のプライバシーには、性的指向・ジェンダー
アイデンティティ等の機微な個人情報も含まれるものであること。
（相談者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じていると認められる例）
 相談者等のプライバシーの保護のために必要な事項をあらかじめマニュアルに定め、相談
窓口の担当者が相談を受けた際には、当該マニュアルに基づき対応するものとすること。

 相談者等のプライバシーの保護のために、相談窓口の担当者に必要な研修を行うこと。
 相談窓口においては相談者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じているこ
とを、社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に掲載し、
配布等すること。

ロ 法第33条第２項、第36条第２項及び第37条第２項の規定を踏まえ、船員が職場におけるカス
タマーハラスメントに関し相談をしたこと若しくは事実関係の確認等の事業主の雇用管理上講
ずべき措置に協力したこと、地方運輸局（運輸監理部を含む。）に対して相談、紛争解決の援助
の求め若しくは調停の申請を行ったこと又は調停の出頭の求めに応じたこと（以下「カスタマー
ハラスメントの相談等」という。）を理由として、解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定
め、船員に周知・啓発すること。
（不利益な取扱いをされない旨を定め、船員にその周知・啓発することについて措置を講じて
いると認められる例）
 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書において、カスタマーハラスメン
トの相談等を理由として、船員が解雇等の不利益な取扱いをされない旨を規定し、船員に周
知・啓発をすること。
 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に、カスタマー
ハラスメントの相談等を理由として、船員が解雇等の不利益な取扱いをされない旨を記載し、
船員に配布等すること。

６ 事業主が職場における顧客等の言動に起因する問題に関し行うことが望ましい取組の内容
事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントを防止するため、４の措置に加え、次の取組を
行うことが望ましい。
 事業主は、職場におけるカスタマーハラスメントの原因や背景となる要因を解消するため、次
の取組を行うことが望ましい。
なお、取組を行うに当たっては、船員が自社の商品やサービスをよく理解し、顧客等への対応
力の向上を図ることは、職場におけるカスタマーハラスメントの被害者になることを防止する上
で重要であることや、顧客等からの社会通念上許容される範囲で行われる正当な申入れについて
は、職場におけるカスタマーハラスメントには該当せず、船員が、こうした正当な申入れを踏ま
えて真摯に業務を遂行する意識を持つことも重要であることに留意することが必要である。
イ 船員が自社の商品やサービスをよく理解し、顧客等への対応力の向上を図るために研修等の
必要な取組を行うこと。
（顧客等への対応力の向上を図るために必要な取組例）
 接客についての研修、商品やサービスについての研修、顧客等からの苦情への対応につい
ての研修等の実施や資料の配布等により、船員の顧客等への対応力等の向上を図ること。
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ロ 船員が顧客等への理解を深めるために必要な取組を行うこと。
（船員が顧客等への理解を深めるための取組例）
 消費者の心理や障害特性等についての資料の配布や研修等の実施により、船員の顧客等へ
の理解を深めること。なお、障害特性に応じた対応については、４に記載した対応指針等を
参考にすることが考えられる。

 事業主は、４の措置を講じる際に、必要に応じて、船員や労働組合等の参画を得つつ、アンケー
ト調査や意見交換等を実施するなどにより、その運用状況の的確な把握や必要な見直しの検討等
に努めることが重要である。なお、船員や労働組合等の参画を得る方法として、例えば、船員労
働安全衛生規則（昭和39年運輸省令第53号）第１条の３に規定する船内労働安全衛生委員会の活
用なども考えられる。
 職場におけるカスタマーハラスメントは、業種・業態等によりその被害の実態や必要な対応も
異なると考えられることから、業種・業態等における被害の実態や業務の特性等を踏まえて、そ
れぞれの状況に応じた必要な取組を進めることも、被害の防止に当たっては重要である。また、
同じ業種・業態等の複数の事業主が一体となって取組を行うことも考えられる。
 船員が取引の相手方に対して職場におけるカスタマーハラスメントに係る言動を行う場合もあ
ることから、３のとおり、事業主及び船員の責務として、事業主は、当該事業主が雇用する船員
が、他の事業主が雇用する船員に対する言動についても必要な注意を払うよう配慮するとともに、
事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）自らと船員も、他の事業主が雇用する
船員に対する言動について必要な注意を払うよう努めなければならず、こうした責務の趣旨も踏
まえ、事業主は、４イの職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、
船員を保護する旨の方針の明確化等を行う際に、他の事業主が雇用する船員に対する言動につい
て、職場におけるカスタマーハラスメントを行ってはならない旨の方針を併せて示すことが望ま
しい。

７ 事業主が職場において行われる自らの雇用する船員以外の者に対する顧客等の言動に関し行うこ
とが望ましい取組の内容
事業主は、４イの職場におけるカスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、船員を
保護する旨の方針の明確化等を行う際に、職場における当該事業主が雇用する船員以外の者（他の
事業主が雇用する船員及び個人事業主等の船員以外の者）に対する顧客等の言動についても、同様
の方針を併せて示すことが望ましい。
また、これらの者から職場におけるカスタマーハラスメントに類すると考えられる相談があった
場合には、その内容を踏まえて、４の措置も参考にしつつ、必要に応じて適切な対応を行うように
努めることが望ましい。

２ 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの内容
 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントは、事業主が雇用する船員等による性的な言動
により求職者等の求職活動等が阻害されるものをいう。
なお、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントには、同性に対するものも含まれるもの
である。また、被害を受けた者の性的指向又はジェンダーアイデンティティにかかわらず、当該
者に対する求職活動等におけるセクシュアルハラスメントも、本指針の対象となるものである。
 「求職活動等」とは、求職者が行う求職活動や求職者に類する者が行う職業の選択に資する活
動を指し、例えば以下のものが含まれる。なお、ＳＮＳ等のオンラインを介したものやオンライ
ン上で行われるものも含まれる。また、事業主が雇用する船員等が通常就業している場所で行わ
れるものに限らない。
（求職活動等の例）
・ 企業の採用面接への参加
・ 企業の就職説明会への参加
・ 企業の雇用する船員等への訪問
・ インターンシップへの参加
・ 乗船実習等の実習の受講

船員に関し事業主が求職活動等における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべ
き措置等についての指針

１ はじめに
この指針は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法
律第113号。以下「法」という。）第13条第１項及び第２項に規定する事業主が、同法第37条第１項
により読み替えて適用する同法第13条第１項に規定する求職者その他これに類する者として国土交
通省令で定めるもの（以下「求職者等」という。）によるその求職活動その他求職者等の職業の選択
に資する活動（以下「求職活動等」という。）において行われる当該事業主が雇用する船員等（２
に規定する船員及び当該船員と同一の企業に勤務する船員以外の労働者をいう。以下同じ。）による

性的な言動（以下「求職活動等におけるセクシュアルハラスメント」という。）により当該求職者等
の求職活動等が阻害されることのないよう雇用管理上講ずべき措置等について、法第37条第１項に
より読み替えて適用する同法第13条第３項の規定に基づき事業主が適切かつ有効な実施を図るため
に必要な事項について定めたものである。

 「船員」とは、船員法（昭和20年法律第100号）第１条第１項に規定する船員をいう。
また、派遣船員については、派遣元事業主のみならず、船員派遣の役務の提供を受ける者につ
いても、船員職業安定法（昭和23年法律第130号）第91条の規定により、その指揮命令の下に労
働させる派遣船員を雇用する事業主とみなされ、法第13条第１項及び第14条第２項の規定が適用
されることから、船員派遣の役務の提供を受ける者は、派遣船員についてもその雇用する船員と
同様に、３の配慮及び４の措置を講ずることが必要である。なお、法第13条第２項、第23条第
２項及び第24条第２項の船員に対する不利益な取扱いの禁止については、派遣船員も対象に含ま
れるものであり、派遣元事業主のみならず、船員派遣の役務の提供を受ける者もまた、当該者に
よる求職者等からの相談への対応に派遣船員が協力した際に事実を述べたこと等を理由として、
当該派遣船員に係る船員派遣の役務の提供を拒む等、当該派遣船員に対する不利益な取扱いを
行ってはならない。
 「性的な言動」とは、性的な内容の発言及び性的な行動を指し、この「性的な内容の発言」に
は、性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報を意図的に流布すること等が、「性的な行動」
には、性的な関係を強要すること、必要なく身体に触ること、わいせつな図画を配布すること等
が、それぞれ含まれる。
また、当該言動を行う者には、事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）も想
定されるため、これらの者による「性的な言動」についても必要に応じて適切な対応を行うよう
に努めることが望ましい。
 「求職活動等におけるセクシュアルハラスメント」とは、求職活動等において行われる求職者
等の意に反する性的な言動により求職者等の求職活動等が阻害され、能力の発揮に重大な悪影響
が生じる等当該求職者等が求職活動等を行う上で看過できない程度の支障が生じることであっ
て、その状況は多様であるが、典型的な例として、次のようなものがある。
イ 少人数の説明会において、船員等が求職者等の腰、胸等に触ったため、当該求職者等が苦痛
に感じてその求職活動等の意欲が低下していること。
ロ 船内で実施するインターンシップにおいて、船員等が求職者等に対して性的な冗談やからか
いを意図的かつ継続的に行ったため、当該求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動
が手につかないこと。

〇 国 土 交 通 省 告 示 第 千 七 十 四 号

雇 用 の 分 野 に お け る 男 女 の 均 等 な 機 会 及 び 待 遇 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十 七 年 法 律 第 百 十 三

号 ） 第 三 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 同 法 第 十 三 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 船 員 に

関 し 事 業 主 が 求 職 活 動 等 に お け る 性 的 な 言 動 に 起 因 す る 問 題 に 関 し て 雇 用 管 理 上 講 ず べ き 措 置 等 に つ

い て の 指 針 を 次 の よ う に 定 め 、 令 和 八 年 十 月 一 日 か ら 適 用 す る 。

令 和 八 年 八 月 二 十 日 国 土 交 通 大 臣 金 子 恭 之
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ハ 船内で実施するインターンシップにおいて、性的な内容を含むポスターの掲示や画面の表示
等を行っているため、求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動が手につかないこと。
ニ 面接中、面接官を務める船員等から性的な事実に関する質問を受け、求職者等が苦痛に感じ
てその求職活動の意欲が低下していること。
ホ 求職者等が船員等への訪問を行った際、当該船員等に性的な関係を求められ、当該求職者等
が苦痛に感じてその求職活動等の意欲が低下していること。
ヘ インターンシップ中に船員等が求職者等を執拗に私的な食事に誘い、当該求職者等が苦痛に
感じてその求職活動等の意欲が低下していること。

３ 事業主等の責務
 事業主の責務
法第14条第２項の規定により、事業主は、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントを行っ
てはならないことその他求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに起因する問題（以下「求
職活動等におけるセクシュアルハラスメント問題」という。）に対するその雇用する船員等の関心
と理解を深めるとともに、当該船員等が求職者等に対する言動に必要な注意を払うよう、研修の
実施その他の必要な配慮をするほか、国の講ずる同条第１項の広報活動、啓発活動その他の措置
に協力するように努めなければならない。なお、求職活動等におけるセクシュアルハラスメント
に起因する問題としては、例えば、求職者等の健康状態の悪化や、求職活動等の停止などにつな
がり得ることが考えられ、また、事業主が社会的信用を失うことなどの経営的な損失等が考えら
れる。
また、事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）は、自らも、求職活動等にお
けるセクシュアルハラスメント問題に対する関心と理解を深め、求職者等に対する言動に必要な
注意を払うように努めなければならない。
 船員等の責務
法第14条第４項の規定により、船員等は、求職活動等におけるセクシュアルハラスメント問題
に対する関心と理解を深め、求職者等に対する言動に必要な注意を払うとともに、事業主の講ず
る４の措置に協力するように努めなければならない。

ロ 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る性的な言動を行った者については、厳
正に対処する旨の方針及び対処の内容を就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文
書に規定し、管理監督者を含む船員等に周知・啓発すること。
（対処方針を定め、船員等に周知・啓発していると認められる例）
 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書において、求職活動等におけるセ
クシュアルハラスメントに係る性的な言動を行った者に対する懲戒規定を定め、その内容を
船員等に周知・啓発すること。
 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る性的な言動を行った者は、現行の就
業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書において定められている懲戒規定の適
用の対象となる旨を明確化し、これを船員等に周知・啓発すること。

ハ 求職活動等に関するルールをあらかじめ明確化し、これを船員等及び求職者等に周知・啓発
すること。
（求職活動等に関するルールをあらかじめ明確化し、船員等及び求職者等に周知・啓発してい
る例）
 船員等に対しては、面談時間及び場所の指定、実施体制並びにやり取りに用いるＳＮＳの
種類の指定その他の求職者等と面談等を行う際の規則を定め、周知・啓発するための研修、
講習等を実施すること。
また、求職者等に対しては、上記規則を踏まえ、面談等に関する留意事項をホームページ
やパンフレット等の広報手段を用いて周知等すること。
なお、船員等に対する周知・啓発に当たっては、２の求職活動等以外の場面においても
求職者等に対する言動に必要な注意を払うよう、併せて周知することも考えられる。４ 事業主が求職活動等における性的な言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき措置の内容

事業主は、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントを防止するため、雇用管理上次の措置
を講じなければならない。
 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
事業主は、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに関する方針の明確化、船員等及び
求職者等に対するその方針の周知・啓発として、次の措置を講じなければならない。
なお、周知・啓発をするに当たっては、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの防止
の効果を高めるため、その発生の原因や背景について船員等の理解を深めることが重要である。
その際、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの発生の原因や背景には、性別役割分担
意識に基づく言動もあると考えられ、こうした言動をなくしていくことがセクシュアルハラスメ
ントの防止の効果を高める上で重要であることに留意することが必要である。
イ 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの内容及び求職活動等におけるセクシュアル
ハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、管理監督者を含む船員等に周知・啓発
すること。
（事業主の方針等を明確化し、船員等に周知・啓発していると認められる例）
 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書において、求職活動等におけるセ
クシュアルハラスメントを行ってはならない旨の方針を規定し、当該規定と併せて、求職活
動等におけるセクシュアルハラスメントの内容及び性別役割分担意識に基づく言動がセク
シュアルハラスメントの発生の原因や背景となり得ることを、船員等に周知・啓発すること。
 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に求職活動等に
おけるセクシュアルハラスメントの内容及び性別役割分担意識に基づく言動がセクシュアル
ハラスメントの発生の原因や背景となり得ること並びに求職活動等におけるセクシュアルハ
ラスメントを行ってはならない旨の方針を記載し、配布等すること。

 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの内容及び性別役割分担意識に基づく言動
がセクシュアルハラスメントの発生の原因や背景となり得ること並びに求職活動等における
セクシュアルハラスメントを行ってはならない旨の方針を船員等に対して周知・啓発するた
めの研修、講習等を実施すること。

 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために、求職者等又は求職者等が乗り
組んでいる船舶と船員の労務管理の事務を行う事務所との間の連絡体制等の必要な体制の整備
事業主は、求職者等からの相談に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために
必要な体制の整備として、次の措置を講じなければならない。
イ 相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」という。）をあらかじめ定め、求職者等に周知
すること。なお、船舶は閉鎖された環境であり、かつ、限られた乗組員で業務を遂行している
ことを踏まえ、船員の労務管理の事務を行う事務所等船内以外の場所に、求職者等が直接相談
を行うことができる窓口を置く等相談し易い体制の整備を図るべきである。
また、求職者等は人事担当者への相談をためらうことも想定されることから、相談窓口の担
当者として人事担当者以外の者を指定することも考えられる。
（相談窓口をあらかじめ定めていると認められる例）
 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること。
 相談に対応するための制度を設けること。
 外部の機関に相談への対応を委託すること。
（求職者等に周知していると認められる例）
 求職者等に対し、パンフレット、ホームページ等によって、相談窓口を周知すること。
ロ イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにする
こと。また、相談窓口においては、被害を受けた求職者等（以下「被害者」という。）が萎縮す
るなどして相談を躊躇する例もあること等も踏まえ、相談を行った求職者等（以下「相談者」
という。）の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めなどその認識にも配慮しながら、求
職活動等におけるセクシュアルハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、その発生の
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おそれがある場合や、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに該当するか否か微妙な
場合であっても、広く相談に対応し、適切な対応を行うようにすること。例えば、放置すれば
求職活動等を阻害するおそれがある場合や、性別役割分担意識に基づく言動が原因や背景と
なってセクシュアルハラスメントが生じるおそれがある場合等が考えられる。
（相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例）
 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、その内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と人
事部門とが連携を図ることができる仕組みとすること。
 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あらかじめ作成した留意点などを記載したマニュ
アルに基づき対応すること。
 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場合の対応についての研修を行うこと。

 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応
事業主は、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る相談の申出があった場合にお
いて、その事案に係る事実関係の迅速かつ正確な確認及び適正な対処として、次の措置を講じな
ければならない。
特に、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る性的な言動が船内で行われた場合
は、相談者が、当該言動の行為者とされる者（以下「行為者」という。）と、船内で労働や生活を
共にせざるを得ない状況における相談者の精神的な苦痛を考慮し、可能な限り迅速に対処すべき
である。
イ 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認すること。
（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認していると認められる例）
 相談窓口の担当者、人事部門又は専門の委員会等が、相談者及び行為者の双方から事実関
係を確認すること。その際、相談者の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めなどそ
の認識にも適切に配慮すること。また、相談者と行為者との間で事実関係に関する主張に不
一致があり、事実の確認が十分にできないと認められる場合には、第三者からも事実関係を
聴取する等の措置を講ずること。
 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとしたが、確認が困難な場合などにおいて、法第37
条第１項により読み替えて適用する同法第24条に基づく調停の申請を行うことその他中立な
第三者機関に紛争処理を委ねること。

ロ イにより、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合に
おいては、速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
 事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者を引き離すための対応、行為者の謝罪、又は人
事担当者による被害者への相談対応等の措置を講ずること。

 からまでの措置と併せて講ずべき措置
からまでの措置を講ずるに際しては、併せて次の措置を講じなければならない。
イ 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る相談者・行為者等の情報は当該相談
者・行為者等のプライバシーに属するものであることから、相談への対応又は当該セクシュア
ルハラスメントに係る事後の対応に当たっては、相談者・行為者等のプライバシーを保護する
ために必要な措置を講ずるとともに、その旨を船員等及び求職者等に対して周知すること。
（相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じていると認められる例）
 相談者・行為者等のプライバシーの保護のために必要な事項をあらかじめマニュアルに定
め、相談窓口の担当者が相談を受けた際には、当該マニュアルに基づき対応するものとする
こと。
 相談者・行為者等のプライバシーの保護のために、相談窓口の担当者に必要な研修を行う
こと。
 相談窓口においては相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ
ていることを、社内報、パンフレット、ホームページ等広報又は啓発のための資料等に掲載
し、社内に配布及び社外に発信等すること。

ロ 法第13条第２項、第23条第２項及び第24条第２項の規定を踏まえ、船員等が事実関係の確認
等の事業主の雇用管理上講ずべき措置に協力したこと、地方運輸局（運輸監理部を含む。）に対
して相談、紛争解決の援助の求め若しくは調停の申請を行ったこと又は調停の出頭の求めに応
じたこと（以下「求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに関する事実関係の確認等」
という。）を理由として、解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、船員等に周知・啓発
すること。
（不利益な取扱いをされない旨を定め、船員等にその周知・啓発することについて措置を講じ
ていると認められる例）
 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書において、求職活動等におけるセ
クシュアルハラスメントに関する事実関係の確認等を理由として、当該船員等が解雇等の不
利益な取扱いをされない旨を規定し、船員等に周知・啓発をすること。
 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に、求職活動等
におけるセクシュアルハラスメントに関する事実関係の確認等を理由として、当該船員等が
解雇等の不利益な取扱いをされない旨を記載し、船員等に配布等すること。

５ 事業主が求職活動等における性的な言動に起因する問題に関し行うことが望ましい取組の内容
事業主は、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントを防止するため、４の措置に加え、次
の取組を行うことが望ましい。
 求職活動等を行う大学生や専門学校生が所属する教育機関が設置する相談窓口の担当者等の求
職者等の関係者から求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに係る相談に関する情報提供
があった場合には、連携し、適切な対応を行うことが望ましい。
 事業主は、求職者等から、顧客、荷主をはじめとする取引の相手方、施設の利用者その他の当
該事業主の行う事業に関係を有する者（以下「関係者等」という。）による求職活動等におけるセ
クシュアルハラスメントに類すると考えられる相談があった場合には、その内容を踏まえて、４
の措置も参考にしつつ、必要に応じて適切な対応を行うように努めることが望ましい。

ハ イにより、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合に
おいては、行為者に対する措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書における求職活動等におけるセク
シュアルハラスメントに関する規定等に基づき、行為者に対して必要な懲戒その他の措置を
講ずること。あわせて、事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者を引き離すための対応、
行為者の謝罪等の措置を講ずること。
 法第37条第１項により読み替えて適用する同法第24条に基づく調停その他中立な第三者機
関の紛争解決案に従った措置を行為者に対して講ずること。

ニ 改めて求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに関する方針を周知・啓発する等の再
発防止に向けた措置を講ずること。
なお、求職活動等におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できなかった場合
においても、同様の措置を講ずること。
（再発防止に向けた措置を講じていると認められる例）
 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントを行ってはならない旨の方針及び求職活動
等におけるセクシュアルハラスメントに係る性的な言動を行った者について厳正に対処する
旨の方針を、社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等に改
めて掲載し、配布等すること。
 船員等に対して求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに関する意識を啓発するた
めの研修、講習等を改めて実施すること。






次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
新
た
に
追
加
す
る
。

改

正

後

改

正

前

１

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
。
以
下
「
規

則
」
と
い
う
。）第
六
条
の
二
十
四
の
二
の
環
境
大
臣
が
定
め
る
一
般
廃
棄
物
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

１

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
）
第
六
条
の

二
十
四
の
二
の
環
境
大
臣
が
定
め
る
一
般
廃
棄
物
は
、
石
綿
含
有
一
般
廃
棄
物
（
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
四
十
六
年
政
令
第
三
百
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。）第
三
条
第
一
号
ホ
に
規
定
す

る
石
綿
含
有
一
般
廃
棄
物
を
い
う
。）と
す
る
。

一

石
綿
含
有
一
般
廃
棄
物
（
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
四
十
六
年
政
令
第
三

百
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。）第
三
条
第
一
号
ホ
に
規
定
す
る
石
綿
含
有
一
般
廃
棄
物
を
い
う
。）

（
新
設
）

二

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
原
液
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
含
む
油
若
し
く
は
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
塗

布
さ
れ
、
染
み
込
み
、
付
着
し
、
若
し
く
は
封
入
さ
れ
た
物
が
一
般
廃
棄
物
と
な
っ
た
も
の
又
は
こ
れ
ら
の

物
を
処
分
す
る
た
め
に
処
理
し
た
も
の
の
う
ち
、
廃
油
で
あ
っ
て
当
該
廃
油
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
の
量
が
試
料
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
〇
・
五
ミ
リ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
も
の
、
廃
酸
若
し
く
は
廃
ア
ル
カ

リ
で
あ
っ
て
当
該
廃
酸
若
し
く
は
廃
ア
ル
カ
リ
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
試
料
一
リ
ッ
ト

ル
に
つ
き
〇
・
〇
三
ミ
リ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
も
の
、
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
若
し
く
は
金
属
く
ず
で
あ
っ
て
当

該
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
若
し
く
は
金
属
く
ず
に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
て
い
る
、
若
し
く
は
封
入

さ
れ
て
い
る
も
の
、
陶
磁
器
く
ず
で
あ
っ
て
当
該
陶
磁
器
く
ず
に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
て
い
る

も
の
、
又
は
廃
油
、
廃
酸
、
廃
ア
ル
カ
リ
、
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
、
金
属
く
ず
若
し
く
は
陶
磁
器
く
ず
以
外

で
あ
っ
て
当
該
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
処
理
物
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
検
液
一
リ
ッ
ト

ル
に
つ
き
〇
・
〇
〇
三
ミ
リ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
も
の
。

（
新
設
）

２

規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
四
の
環
境
大
臣
が
定
め
る
産
業
廃
棄
物
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

２

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
四
の
環
境
大
臣
が
定
め
る
産
業

廃
棄
物
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

廃
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
等
（
令
第
二
条
の
四
第
五
号
イ
に
規
定
す
る
廃
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
等
を
い

う
。
以
下
同
じ
。）の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

一

廃
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
等
（
令
第
二
条
の
四
第
五
号
イ
に
規
定
す
る
廃
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
等
を
い

う
。
以
下
同
じ
。）の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
原
液
が
廃
棄
物
と
な
っ
た
も
の

（
新
設
）

ニ

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
含
む
油
が
廃
棄
物
と
な
っ
た
も
の
の
う
ち
、
当
該
廃
棄
物
に
含
ま
れ
る
ポ
リ

塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
重
量
の
割
合
が
、
〇
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
も
の

（
新
設
）

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
６
事
業
主
が
求
職
活
動
等
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
類
す
る
行
為
等
に
関
し
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
取
組

の
内
容


３
の
事
業
主
及
び
船
員
等
の
責
務
の
趣
旨
に
関
連
し
、
求
職
活
動
等
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
類
す

る
行
為
、
求
職
活
動
等
に
お
け
る
妊
娠
、
出
産
等
に
関
す
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
類
す
る
行
為
及
び
求
職
活
動
等
に

お
け
る
育
児
休
業
等
に
関
す
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
類
す
る
行
為
（
以
下
「
求
職
活
動
等
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
に
類
す
る
行
為
等
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
、
事
業
主
は
、
当
該
事
業
主
が
雇
用
す
る
船
員
等
の
求
職
者
等

に
対
す
る
言
動
に
つ
い
て
も
必
要
な
注
意
を
払
う
よ
う
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
事
業
主
（
そ
の
者
が
法
人
で
あ
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
役
員
）
自
ら
と
船
員
等
も
、
求
職
者
等
に
対
す
る
言
動
に
つ
い
て
必
要
な
注
意
を
払
う

よ
う
努
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

こ
う
し
た
責
務
の
趣
旨
も
踏
ま
え
、
事
業
主
は
、
４

イ
の
求
職
活
動
等
に
お
け
る
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
旨
の
方
針
の
明
確
化
等
を
行
う
際
に
、
求
職
活
動
等
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
に
類
す
る
行
為
等
に
つ
い
て
も
、
同
様
の
方
針
を
併
せ
て
示
す
こ
と
が
望
ま
し
い
。

ま
た
、
求
職
者
等
か
ら
、
求
職
活
動
等
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
類
す
る
行
為
等
に
関
す
る
と
考
え

ら
れ
る
相
談
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
内
容
を
踏
ま
え
て
、
４
の
措
置
も
参
考
に
し
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
て
適

切
な
対
応
を
行
う
よ
う
に
努
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

そ
の
際
、
船
員
に
関
し
事
業
主
が
職
場
に
お
け
る
優
越
的
な
関
係
を
背
景
と
し
た
言
動
に
起
因
す
る
問
題
に
関

し
て
雇
用
管
理
上
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
の
指
針
（
令
和
２
年
国
土
交
通
省
告
示
第
608号

）
２

に
規
定

さ
れ
る
職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該
当
す
る
と
考
え
ら
れ
る
例
を
踏
ま
え
、
求
職
者
等
の
性
的
指

向
・
ジ
ェ
ン
ダ
ー
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
に
関
す
る
侮
辱
的
な
言
動
を
行
う
こ
と
、
求
職
者
等
の
性
的
指
向
・
ジ
ェ

ン
ダ
ー
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
等
の
機
微
な
個
人
情
報
に
つ
い
て
、
当
該
求
職
者
等
の
了
解
を
得
ず
に
他
の
者
に
暴

露
す
る
こ
と
又
は
当
該
求
職
者
等
が
開
示
す
る
こ
と
を
強
要
す
る
若
し
く
は
禁
止
す
る
こ
と
等
に
つ
い
て
も
、
必

要
に
応
じ
て
適
切
な
対
応
を
行
う
よ
う
に
努
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。


事
業
主
は
、
求
職
者
等
か
ら
、
関
係
者
等
に
よ
る
求
職
活
動
等
に
お
け
る
カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
類
す

る
と
考
え
ら
れ
る
相
談
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
内
容
を
踏
ま
え
て
、
４
の
措
置
も
参
考
に
し
つ
つ
、
必
要
に

応
じ
て
適
切
な
対
応
を
行
う
よ
う
に
努
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

〇
環
境
省
告
示
第
三
十
九
号

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
）
第
六
条
の
二
十
四
の
二
及
び
第
十
二
条
の
十
二
の
十
四
の
規
定
に
基
づ
き
、
無
害
化
処
理
に
係
る
特
例
の
対
象
と
な
る
一
般
廃
棄
物
及
び
産

業
廃
棄
物
（
平
成
十
八
年
七
月
環
境
省
告
示
第
九
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
公
布
の
日
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

環
境
大
臣

石
原

宏
高





二

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
汚
染
物
（
令
第
二
条
の
四
第
五
号
ロ
に
規
定
す
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
汚
染
物

を
い
う
。）の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

二

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
汚
染
物
（
令
第
二
条
の
四
第
五
号
ロ
に
規
定
す
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
汚
染
物

を
い
う
。）の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

イ
〜
ニ

（
略
）

イ
〜
ニ

（
略
）

ホ

汚
泥
、
紙
く
ず
、
木
く
ず
又
は
繊
維
く
ず
に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
塗
布
さ
れ
、
又
は
染
み
込
ん
だ

物
が
廃
棄
物
と
な
っ
た
も
の
の
う
ち
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
含
む
部
分
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
、
当

該
部
分
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
重
量
が
十
万
ミ
リ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
も
の

（
新
設
）

ヘ

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
の
う
ち
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
、又
は
封
入
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
含
む
部
分
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
、
当
該
部
分
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
の
重
量
が
十
万
ミ
リ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
も
の

（
新
設
）

ト

金
属
く
ず
、
ガ
ラ
ス
く
ず
、
陶
磁
器
く
ず
又
は
工
作
物
の
新
築
、
改
築
若
し
く
は
除
去
に
伴
っ
て
生
じ

た
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
破
片
そ
の
他
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
、
又
は
封
入
さ
れ
た
物
が
廃
棄
物
と

な
っ
た
も
の
の
う
ち
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
含
む
部
分
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
、
当
該
部
分
に
含
ま

れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
重
量
が
五
千
ミ
リ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
も
の

（
新
設
）

三
〜
五

（
略
）

三
〜
五

（
略
）

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
当
該
対
象
規
定
全
体
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、こ
れ
を
削
り
、

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
新
た
に
追
加
す
る
。

改

正

後

改

正

前

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
無
害
化
処
理
の
内
容
等
の
基
準
等

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
無
害
化
処
理
の
内
容
等
の
基
準
等

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
）
第
六
条
の
二

十
四
の
四
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
五
号
、
第
六
条
の
二
十
四
の
五
第
十
一
号
並
び
に
第
六
条
の
二
十
四
の
六
第

四
号
の
規
定
、
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
一
号
及
び
第
二
号
、
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
三
項
第
十
一
号
及
び
第

四
項
第
三
号
、
第
六
条
の
二
十
四
の
十
一
、
第
六
条
の
二
十
四
の
十
二
、
第
六
条
の
二
十
四
の
十
六
第
一
項
第
四

号
の
規
定（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
令
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、

第
十
二
条
の
十
二
の
十
六
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
五
号
、
第
十
二
条
の
十
二
の
十
七
第
十
一
号
並
び
に
第
十
二

条
の
十
二
の
十
八
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
無
害
化
処
理
の
内
容
等
の

基
準
等
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
公
布
の
日
か
ら
適
用
す
る
。

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
）
第
十
二
条
の

十
二
の
十
六
第
一
号
及
び
第
五
号
、
第
十
二
条
の
十
二
の
十
七
第
十
一
号
、
第
十
二
条
の
十
二
の
十
八
第
四
号
並

び
に
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
同
令
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
一
号
及
び
第
二

号
、
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
三
項
第
十
一
号
及
び
第
四
項
第
三
号
、
第
六
条
の
二
十
四
の
十
、
第
六
条
の
二
十

四
の
十
一
並
び
に
第
六
条
の
二
十
四
の
十
六
第
一
項
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
微
量
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
汚

染
廃
電
気
機
器
等
に
係
る
無
害
化
処
理
の
内
容
等
の
基
準
等
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十

四
日
か
ら
適
用
す
る
。

（
無
害
化
の
基
準
）

（
無
害
化
の
基
準
）

第
一
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
（
無
害
化
処
理
に
係
る
特
例
の
対
象
と
な
る
一
般
廃
棄
物
及
び
産
業
廃

棄
物
（
平
成
十
八
年
七
月
環
境
省
告
示
第
九
十
八
号
。
以
下
「
告
示
」
と
い
う
。）第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
一

般
廃
棄
物
及
び
第
二
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
産
業
廃
棄
物
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
係
る
廃
棄

物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
。
以
下
「
規
則
」
と

い
う
。）第
六
条
の
二
十
四
の
四
第
一
号
及
び
第
十
二
条
の
十
二
の
十
六
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定

め
る
基
準
は
、
無
害
化
処
理
（
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
七

号
）
第
九
条
の
十
第
一
項
に
規
定
す
る
無
害
化
処
理
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
伴
い
生
ず
る
物
（
以
下
「
無
害

化
処
理
生
成
物
」
と
い
う
。）（
洗
浄
施
設
又
は
分
離
施
設
に
お
い
て
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
を
処
理
す

第
一
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
（
無
害
化
処
理
に
係
る
特
例
の
対
象
と
な
る
一
般
廃
棄
物
及
び

産
業
廃
棄
物
（
平
成
十
八
年
七
月
環
境
省
告
示
第
九
十
八
号
）
第
二
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
産

業
廃
棄
物
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
係
る
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六

年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
。
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。）第
十
二
条
の
十
二
の
十
六
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
環
境

大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
無
害
化
処
理
（
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第

百
三
十
七
号
）
第
九
条
の
十
第
一
項
に
規
定
す
る
無
害
化
処
理
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
伴
い
生
ず
る
物
（
以

下
「
無
害
化
処
理
生
成
物
」
と
い
う
。）（
洗
浄
施
設
又
は
分
離
施
設
に
お
い
て
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル

廃
棄
物
を
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
処
理
に
伴
い
生
ず
る
液
状
の
産
業
廃
棄
物
を
除
く
。
第
三
条
に

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
環
境
省
告
示
第
四
十
号

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
五
号
）
第
十
二
条
の
十
二
の
十
六
第
三
号
並
び
に
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
一
号
及
び

第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
無
害
化
処
理
の
内
容
等
の
基
準
等
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
環
境
省
告
示
第
六
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
公
布
の
日
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

環
境
大
臣

石
原

宏
高





２

前
項
に
規
定
す
る
基
準
は
、
規
則
第
一
条
の
二
第
十
七
項
の
環
境
大
臣
が
定
め
る
方
法
に
よ
り
検
定
し
た
場

合
に
お
け
る
検
出
値
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
に
規
定
す
る
基
準
は
、
規
則
第
一
条
の
二
第
十
五
項
の
環
境
大
臣
が
定
め
る
方
法
に
よ
り
検
定
し
た
場

合
に
お
け
る
検
出
値
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
処
理
に
伴
い
生
ず
る
液
状
の
産
業
廃
棄
物
を
除
く
。第
三
条
に
お
い
て
同
じ
。）が
、

廃
油
の
場
合
は
当
該
廃
油
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
試
料
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
〇
・
五
ミ

リ
グ
ラ
ム
以
下
で
あ
る
こ
と
と
し
、
廃
酸
又
は
廃
ア
ル
カ
リ
の
場
合
は
当
該
廃
酸
又
は
廃
ア
ル
カ
リ
に
含
ま
れ

る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
試
料
一
リ
ッ
ト
ル
に
つ
き
〇
・
〇
三
ミ
リ
グ
ラ
ム
以
下
で
あ
る
こ
と
と
し
、

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
又
は
金
属
く
ず
の
場
合
は
当
該
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
又
は
金
属
く
ず
に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
が
付
着
し
て
い
な
い
、
又
は
封
入
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
と
し
、
陶
磁
器
く
ず
の
場
合
は
当
該
陶
磁
器
く
ず

に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
て
い
な
い
こ
と
と
し
、
廃
油
、
廃
酸
、
廃
ア
ル
カ
リ
、
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

類
、
金
属
く
ず
又
は
陶
磁
器
く
ず
以
外
の
場
合
は
当
該
処
理
し
た
も
の
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の

量
が
検
液
一
リ
ッ
ト
ル
に
つ
き
〇
・
〇
〇
三
ミ
リ
グ
ラ
ム
以
下
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

お
い
て
同
じ
。）が
、
廃
油
の
場
合
は
当
該
廃
油
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
試
料
一
キ
ロ
グ
ラ

ム
に
つ
き
〇
・
五
ミ
リ
グ
ラ
ム
以
下
で
あ
る
こ
と
と
し
、
廃
酸
又
は
廃
ア
ル
カ
リ
の
場
合
は
当
該
廃
酸
又
は
廃

ア
ル
カ
リ
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
試
料
一
リ
ッ
ト
ル
に
つ
き
〇
・
〇
三
ミ
リ
グ
ラ
ム
以
下

で
あ
る
こ
と
と
し
、
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
又
は
金
属
く
ず
の
場
合
は
当
該
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
又
は
金
属
く
ず

に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
て
い
な
い
、
又
は
封
入
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
と
し
、
陶
磁
器
く
ず
の
場
合

は
当
該
陶
磁
器
く
ず
に
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
て
い
な
い
こ
と
と
し
、
廃
油
、
廃
酸
、廃
ア
ル
カ
リ
、

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
、
金
属
く
ず
又
は
陶
磁
器
く
ず
以
外
の
場
合
は
当
該
処
理
し
た
も
の
に
含
ま
れ
る
ポ
リ
塩

化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
量
が
検
液
一
リ
ッ
ト
ル
に
つ
き
〇
・
〇
〇
三
ミ
リ
グ
ラ
ム
以
下
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

（
無
害
化
処
理
の
内
容
の
基
準
）

（
無
害
化
処
理
の
内
容
の
基
準
）

第
二
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
四
第
三
号
及
び
第
十
二
条
の
十
二
の

十
六
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
法
第
十
四
条
の
四
第
十
二
項
に
規
定
す
る
特
別
管

理
産
業
廃
棄
物
処
分
業
者
又
は
法
第
九
条
の
十
第
一
項
若
し
く
は
法
第
十
五
条
の
四
の
四
第
一
項
の
認
定
を
受

け
た
者
に
よ
り
、
無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
に
投
入
し
な
い
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
（
法
第
九

条
の
十
第
一
項
又
は
法
第
十
五
条
の
四
の
四
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
者
が
行
う
処
分
に
係
る
廃
棄
物
に
限

る
。）の
全
部
に
係
る
無
害
化
処
理
が
確
実
に
行
わ
れ
る
こ
と
と
す
る
。

第
二
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
六
第
三
号
の
規
定
に
よ
り

環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
法
第
十
四
条
の
四
第
十
二
項
に
規
定
す
る
特
別
管
理
産
業
廃
棄
物
処
分
業
者
又

は
法
第
十
五
条
の
四
の
四
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
者
に
よ
り
、
無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
に
投
入
し

な
い
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
（
法
第
十
五
条
の
四
の
四
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
者
が
行
う

処
分
に
係
る
中
間
処
理
産
業
廃
棄
物
に
限
る
。）の
全
部
に
係
る
無
害
化
処
理
が
確
実
に
行
わ
れ
る
こ
と
と
す

る
。

２

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
四
第
五
号
及
び
第
十
二
条
の
十
二
の
十
六

第
五
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

２

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
六
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
環
境

大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
排
ガ
ス
中
の
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
濃
度
及
び
放
流
水
中
の
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ

ル
含
有
量
が
人
の
健
康
又
は
生
活
環
境
に
係
る
被
害
を
生
ず
る
お
そ
れ
の
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

一

排
ガ
ス
中
の
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
濃
度
及
び
放
流
水
中
の
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
含
有
量
が
人
の
健

康
又
は
生
活
環
境
に
係
る
被
害
を
生
ず
る
お
そ
れ
の
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と

（
新
設
）

二

高
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
（
告
示
第
二
項
第
一
号
ハ
及
び
第
二
号
ホ
に
規
定
す
る
産
業
廃
棄

物
並
び
に
そ
れ
ら
の
産
業
廃
棄
物
と
同
様
の
性
状
を
有
す
る
一
般
廃
棄
物
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
処
理
を

行
う
場
合
に
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
区
分
の
廃
棄
物
の
種
類
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定

め
る
数
値
を
超
え
な
い
よ
う
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
分
別
・
除
去
し
た
上
で
、
焼
却
す
る
こ
と
。

（
新
設
）

廃
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
及
び
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
を
含
む
廃
油

当
該
廃
棄
物
に
含
ま
れ
て
い
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
の
重
量
の
割
合
が
〇
・
五
パ
ー
セ
ン
ト

（
新
設
）

汚
泥
、
紙
く
ず
、
木
く
ず
又
は
繊
維
く
ず
そ
の
他

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
が
塗
布
さ
れ
、
又
は
染
み

込
ん
だ
物
が
廃
棄
物
と
な
っ
た
も
の

当
該
廃
棄
物
の
う
ち
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
含

む
部
分
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
十
万
ミ
リ
グ
ラ
ム

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
の
う
ち
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
が
付
着
し
、
又
は
封
入
さ
れ
た
も
の

当
該
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き

十
万
ミ
リ
グ
ラ
ム

金
属
く
ず
、
ガ
ラ
ス
く
ず
、
陶
磁
器
く
ず
又
は
工

作
物
の
新
築
、
改
築
若
し
く
は
除
去
に
伴
っ
て
生

じ
た
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
破
片
そ
の
他
ポ
リ
塩
化
ビ

フ
ェ
ニ
ル
が
付
着
し
、
又
は
封
入
さ
れ
た
物
が
廃

棄
物
と
な
っ
た
も
の

当
該
廃
棄
物
に
付
着
し
、
又
は
封
入
さ
れ
た
物
一

キ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き
五
千
ミ
リ
グ
ラ
ム

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



（
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
を
行
い
、
又
は
行
お
う
と
す
る
者
の
基
準
）

（
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
を
行
い
、
又
は
行
お
う
と
す
る
者
の
基
準
）

第
三
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
五
第
十
一
号
及
び
第
十
二
条
の
十
二

の
十
七
第
十
一
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
三
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
七
第
十
一
号
の
規
定
に
よ

り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

高
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
処
理
を
行
う
場
合
に
は
、
第
二
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る

基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
の
試
験
を
六
月
に
一
回
以
上
行
い
、
か
つ
、
そ
の
結
果
を
記

録
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
で
あ
る
こ
と
。

（
新
設
）

（
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
の
基
準
）

（
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
の
基
準
）

第
四
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
六
第
四
号
及
び
第
十
二
条
の
十
二
の

十
八
第
四
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
四
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
八
第
四
号
の
規
定
に
よ
り

環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

処
分
す
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
性
状
を
分
析
す
る
こ
と
の
で
き
る
設
備
が
設
け
ら
れ
て
い
る

こ
と
。

一

処
分
す
る
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
性
状
を
分
析
す
る
こ
と
の
で
き
る
設
備
が
設
け
ら
れ

て
い
る
こ
と
。

二

保
管
施
設
を
有
す
る
場
合
に
は
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
が
飛
散
し
、
流
出
し
、
及
び
地
下
に
浸

透
し
、
並
び
に
悪
臭
が
発
散
し
な
い
よ
う
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
、
か
つ
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物

に
他
の
物
が
混
入
す
る
お
そ
れ
が
な
い
よ
う
に
仕
切
り
等
が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
。
た
だ
し
、
高
濃
度
ポ

リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
と
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
（
告
示
第
二
項
第
一
号
イ
及
び
ロ
、

第
二
号
イ
か
ら
ニ
ま
で
及
び
第
三
号
に
規
定
す
る
産
業
廃
棄
物
並
び
に
そ
れ
ら
の
産
業
廃
棄
物
と
同
様
の
性

状
を
有
す
る
一
般
廃
棄
物
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）と
を
混
合
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
廃
棄
物
以
外
の
物

が
混
入
す
る
お
そ
れ
が
な
く
、
か
つ
、
混
合
し
た
廃
棄
物
の
全
量
を
第
二
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
数
値

を
超
え
な
い
よ
う
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
を
分
別
・
除
去
し
た
上
で
、
焼
却
す
る
方
法
に
よ
り
処
理
す
る
場

合
を
除
く
。

二

保
管
施
設
を
有
す
る
場
合
に
は
、
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
が
飛
散
し
、
流
出
し
、
及
び
地

下
に
浸
透
し
、
並
び
に
悪
臭
が
発
散
し
な
い
よ
う
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
、か
つ
、低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ

ニ
ル
廃
棄
物
に
他
の
物
が
混
入
す
る
お
そ
れ
が
な
い
よ
う
に
仕
切
り
等
が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

（
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
の
認
定
の
特
例
に
係
る
当
該
無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施

設
の
維
持
管
理
の
基
準
）

（
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
の
認
定
の
特
例
に
係
る
当
該
無
害
化
処
理
の
用
に
供

す
る
施
設
の
維
持
管
理
の
基
準
）

第
五
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
一
号
（
規
則
第
十
二
条
の
十
二

の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の

と
お
り
と
す
る
。

第
五
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

一

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
ガ
ス
化
改
質
方
式
の
焼
却
施
設
及
び
電
気
炉
等
を
用
い

た
焼
却
施
設
（
規
則
第
四
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
電
気
炉
等
を
用
い
た
焼
却
施
設
を
い
う
。）を
除

く
。）で
あ
る
場
合
に
は
、
規
則
第
四
条
の
五
第
一
項
第
二
号
（
同
号
ハ
及
び
ナ
か
ら
ケ
ま
で
を
除
く
。）並
び

に
第
十
二
条
の
七
第
五
項
第
二
号
及
び
第
三
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
ガ
ス
化
改
質
方
式
の
焼
却
施
設
及
び
電
気
炉
等
を
用
い

た
焼
却
施
設
（
規
則
第
四
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
電
気
炉
等
を
用
い
た
焼
却
施
設
を
い
う
。）を
除

く
。）で
あ
る
場
合
に
は
、
規
則
第
四
条
の
五
第
一
項
第
二
号
（
同
号
ハ
及
び
ナ
か
ら
ケ
ま
で
を
除
く
。）並
び

に
第
十
二
条
の
七
第
五
項
第
二
号
及
び
第
三
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

イ

燃
焼
室
内
に
投
入
さ
れ
た
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
温
度
を
速
や
か
に
無
害
化
処
理
を
行
う
こ

と
が
で
き
る
温
度
以
上
と
し
、
こ
れ
を
保
つ
こ
と
。

イ

燃
焼
室
内
に
投
入
さ
れ
た
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
温
度
を
速
や
か
に
無
害
化
処
理
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
温
度
以
上
と
し
、
こ
れ
を
保
つ
こ
と
。

ロ

燃
焼
室
内
に
投
入
さ
れ
た
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
数
量
及
び
性
状
に
応
じ
、
無
害
化
処
理
に

必
要
な
滞
留
時
間
を
調
節
す
る
こ
と
。

ロ

燃
焼
室
内
に
投
入
さ
れ
た
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
数
量
及
び
性
状
に
応
じ
、
無
害
化

処
理
に
必
要
な
滞
留
時
間
を
調
節
す
る
こ
と
。

二

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
製
鋼
の
用
に
供
す
る
電
気
炉
を
用
い
た
焼
却
施
設
に
限

る
。）で
あ
る
場
合
に
は
、
規
則
第
四
条
の
五
第
一
項
第
三
号
ロ
（
同
号
ロ

及
び
同
号
ロ
の
規
定
に
お
い
て

そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
同
項
第
二
号
ナ
か
ら
ケ
ま
で
を
除
く
。）並
び
に
第
十
二
条
の
七
第
五
項
第
二

号
ロ
及
び
ハ
並
び
に
第
三
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
燃
焼
室
内
に
投
入
さ
れ
た
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル

廃
棄
物
を
無
害
化
し
、
溶
鋼
を
得
る
た
め
に
必
要
な
炉
内
の
温
度
を
適
正
に
保
つ
こ
と
。

二

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
製
鋼
の
用
に
供
す
る
電
気
炉
を
用
い
た
焼
却
施
設
に
限

る
。）で
あ
る
場
合
に
は
、
規
則
第
四
条
の
五
第
一
項
第
三
号
ロ
（
同
号
ロ

及
び
同
号
ロ
の
規
定
に
お
い
て

そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
同
項
第
二
号
ナ
か
ら
ケ
ま
で
を
除
く
。）並
び
に
第
十
二
条
の
七
第
五
項
第
二

号
ロ
及
び
ハ
並
び
に
第
三
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
燃
焼
室
内
に
投
入
さ
れ
た
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ

フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
を
無
害
化
し
、
溶
鋼
を
得
る
た
め
に
必
要
な
炉
内
の
温
度
を
適
正
に
保
つ
こ
と
。
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（
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
の
認
定
の
特
例
に
係
る
当
該
無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施

設
の
基
準
）

（
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
の
認
定
の
特
例
に
係
る
当
該
無
害
化
処
理
の
用
に
供

す
る
施
設
の
基
準
）

第
六
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
二
号
（
規
則
第
十
二
条
の
十
二

の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の

と
お
り
と
す
る
。

第
六
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
七
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

一

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
ガ
ス
化
改
質
方
式
の
焼
却
施
設
及
び
電
気
炉
等
を
用
い

た
焼
却
施
設
（
規
則
第
四
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
電
気
炉
等
を
用
い
た
焼
却
施
設
を
い
う
。）を
除

く
。）で
あ
る
場
合
に
は
、
規
則
第
四
条
第
一
項
第
七
号
（
同
号
ロ
（
１
）、（
２
）
及
び
（
４
）
並
び
に
ヌ
か

ら
カ
ま
で
を
除
く
。）及
び
第
十
二
条
の
二
第
五
項
第
二
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
要
件
を
備
え
た

燃
焼
室
が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
す
る
。

一

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
ガ
ス
化
改
質
方
式
の
焼
却
施
設
及
び
電
気
炉
等
を
用
い

た
焼
却
施
設
（
規
則
第
四
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
電
気
炉
等
を
用
い
た
焼
却
施
設
を
い
う
。）を
除

く
。）で
あ
る
場
合
に
は
、
規
則
第
四
条
第
一
項
第
七
号
（
同
号
ロ
（
１
）、（
２
）
及
び
（
４
）
並
び
に
ヌ
か

ら
カ
ま
で
を
除
く
。）及
び
第
十
二
条
の
二
第
五
項
第
二
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
要
件
を
備
え
た

燃
焼
室
が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
す
る
。

イ

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
を
無
害
化
処
理
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
温
度
以
上
の
状
態
で
焼
却
す
る

こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
を
無
害
化
処
理
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
温
度
以
上
の
状
態
で
焼

却
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ロ

イ
の
温
度
を
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
に
必
要
な
滞
留
時
間
の
間
保
つ
こ
と
が
で

き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ロ

イ
の
温
度
を
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
に
必
要
な
滞
留
時
間
の
間
保
つ
こ

と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ハ

（
略
）

ハ

（
略
）

二

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
製
鋼
の
用
に
供
す
る
電
気
炉
に
限
る
。）で
あ
る
場
合
に

は
、
規
則
第
四
条
第
一
項
第
八
号
ロ
（
同
号
ロ

及
び
同
号
ロ
の
規
定
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ

れ
た
同
項
第
七
号
ヌ
か
ら
カ
ま
で
を
除
く
。）並
び
に
第
十
二
条
の
二
第
五
項
第
二
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ

か
、
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
を
無
害
化
し
、
及
び
溶
鋼
を
得
る
た
め
に
必
要
な
炉
内
の
温
度
を
適
正

に
保
つ
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

無
害
化
処
理
の
用
に
供
す
る
施
設
が
焼
却
施
設
（
製
鋼
の
用
に
供
す
る
電
気
炉
に
限
る
。）で
あ
る
場
合
に

は
、
規
則
第
四
条
第
一
項
第
八
号
ロ
（
同
号
ロ

及
び
同
号
ロ
の
規
定
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ

れ
た
同
項
第
七
号
ヌ
か
ら
カ
ま
で
を
除
く
。）並
び
に
第
十
二
条
の
二
第
五
項
第
二
号
の
規
定
の
例
に
よ
る
ほ

か
、
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
を
無
害
化
し
、
及
び
溶
鋼
を
得
る
た
め
に
必
要
な
炉
内
の
温
度

を
適
正
に
保
つ
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

（
無
害
化
処
理
の
認
定
に
係
る
申
請
書
に
記
載
す
る
事
項
）

（
無
害
化
処
理
の
認
定
に
係
る
申
請
書
に
記
載
す
る
事
項
）

第
七
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
三
項
第
十
一
号
（
規
則
第
十
二

条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
事
項

は
、
無
害
化
処
理
生
成
物
の
種
類
、
性
状
、
数
量
及
び
処
分
方
法
と
す
る
。

第
七
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
三
項
第
十
一
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
事
項
は
、
無
害

化
処
理
生
成
物
の
種
類
、
性
状
、
数
量
及
び
処
分
方
法
と
す
る
。

（
実
証
試
験
に
関
す
る
書
類
）

（
実
証
試
験
に
関
す
る
書
類
）

第
八
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
四
項
第
三
号
（
規
則
第
十
二
条

の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
書
類

は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
八
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
四
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と

お
り
と
す
る
。

一

規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
四
項
第
三
号
（
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
規
定
す
る
実
証
試
験
の
概
要
を
記
載
し
た
書
類

一

規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
八
第
四
項
第

三
号
に
規
定
す
る
実
証
試
験
の
概
要
を
記
載
し
た
書
類

二

当
該
実
証
試
験
に
お
い
て
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
が
第
一
条
に
規
定
す
る
基
準
に
適
合
し
た
こ
と

を
示
す
書
類

二

当
該
実
証
試
験
に
お
い
て
低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
が
第
一
条
に
規
定
す
る
基
準
に
適
合
し

た
こ
と
を
示
す
書
類

三

（
略
）

三

（
略
）

四

高
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
の
処
理
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
実
証
試
験
に
お
い
て
焼
却
施
設

に
投
入
す
る
廃
棄
物
が
第
二
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
基
準
に
適
合
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
示
す
書

類

（
新
設
）

五

（
略
）

四

（
略
）

（
記
録
の
閲
覧
）

（
記
録
の
閲
覧
）

第
九
条

ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
十
一
（
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十

九
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う

も
の
と
さ
れ
た
記
録
の
閲
覧
は
、
次
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

第
九
条

低
濃
度
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
廃
棄
物
に
係
る
規
則
第
十
二
条
の
十
二
の
十
九
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
規
則
第
六
条
の
二
十
四
の
十
一
の
規
定
に
よ
り
環
境
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
も
の
と
さ

れ
た
記
録
の
閲
覧
は
、
次
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



（ 記 録 す る 事 項 ） （ 記 録 す る 事 項 ）

第 十 条 ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 に 係 る 規 則 第 六 条 の 二 十 四 の 十 二 （ 規 則 第 十 二 条 の 十 二 の 十

九 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 環 境 大 臣 が 定 め る 事 項 は 、 次 の と お

り と す る 。

第 十 条 低 濃 度 ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 に 係 る 規 則 第 十 二 条 の 十 二 の 十 九 に お い て 読 み 替 え て

準 用 す る 規 則 第 六 条 の 二 十 四 の 十 二 の 規 定 に よ り 環 境 大 臣 が 定 め る 事 項 は 、 次 の と お り と す る 。

一 処 分 し た ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 の 各 月 ご と の 種 類 及 び 数 量 一 処 分 し た 低 濃 度 ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 の 各 月 ご と の 種 類 及 び 数 量

二 〜 六 （ 略 ） 二 〜 六 （ 略 ）

七 高 濃 度 ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 の 処 理 を 行 う 場 合 に は 、 第 三 条 第 三 号 の 規 定 に よ る 試 験

に 関 す る 次 に 掲 げ る 事 項

（ 新 設 ）

イ 当 該 試 験 に 係 る 試 料 を 採 取 し た 位 置 （ 新 設 ）

ロ 当 該 試 験 に 係 る 試 料 を 採 取 し た 年 月 日 （ 新 設 ）

官 庁 報 告

ハ 当 該 試 験 の 結 果 の 得 ら れ た 年 月 日 （ 新 設 ）

ニ 当 該 試 験 の 結 果 （ 新 設 ）

（ 環 境 大 臣 に 報 告 す る 事 項 ） （ 環 境 大 臣 に 報 告 す る 事 項 ）

第 十 一 条 ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 に 係 る 規 則 第 六 条 の 二 十 四 の 十 六 第 一 項 第 四 号 （ 規 則 第 十

二 条 の 十 二 の 十 九 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 環 境 大 臣 が 定 め る 事

項 は 、 次 の と お り と す る 。

第 十 一 条 低 濃 度 ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル 廃 棄 物 に 係 る 規 則 第 十 二 条 の 十 二 の 十 九 に お い て 読 み 替 え

て 準 用 す る 規 則 第 六 条 の 二 十 四 の 十 六 第 一 項 第 四 号 の 規 定 に よ り 環 境 大 臣 が 定 め る 事 項 は 、 次

の と お り と す る 。

一 ・ 二 （ 略 ） 一 ・ 二 （ 略 ）

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

産 業

改正された日本産業規格
（日本産業標準調査会審議）
チェーン，スプロケット及び附属品用語 Ｂ1812
照度計第２部：取引又は証明用 Ｃ1609２
電線及び電気温床線の安全に関する要求事項 Ｃ3010
自動電気制御装置第１部：一般要求事項 Ｃ9730１
自動電気制御装置第２６部：機械的要求事項を含む自動電気圧力検出制
御装置の個別要求事項

Ｃ9730２６

自動電気制御装置第２７部：タイマ及びタイムスイッチの個別要求事項 Ｃ9730２７
水性高分子イソシアネート系木材接着剤 Ｋ6806
（認定機関 一般財団法人日本規格協会 申出）
コイルばね第１部：基本計算方法 Ｂ2704１
コイルばね第２部：製品仕様及び測定・試験方法 Ｂ2704２
工作機械プラノミラーの試験条件精度試験第２部：ブリッジ移動形
（ガントリ形）

Ｂ6228２

油圧バルブ流量に対する差圧特性の決定方法 Ｂ8386
空気圧シリンダの附属金具寸法第１部：スフェリカルロッドアイ１ＭＰ
ａシリーズ

Ｂ8403１

空気圧シリンダの附属金具寸法第２部：ロッドクレビス１ＭＰａシリー
ズ

Ｂ8403２

全熱交換器 Ｂ8628
全熱交換・換気ユニット風量，有効換気量，及び熱交換効率の測定方法 Ｂ8639
電気及び電子制御式油圧ポンプ試験方法 Ｂ8661
電子機器用固定コンデンサ第８部：品種別通則：固定磁器コンデンサ種類
１

Ｃ5101８

電子機器用固定コンデンサ第９部：品種別通則：固定磁器コンデンサ種類
２

Ｃ5101９

電子機器用固定コンデンサ第21部：品種別通則：表面実装用固定積層磁器
コンデンサ種類１

Ｃ510121

電子機器用固定コンデンサ第22部：品種別通則：表面実装用固定積層磁器
コンデンサ種類２

Ｃ510122

日本産業規格
令和８年８月20日に下記の日本産業規格を制定、改正及び廃止したので、産業標準化法（昭和24年
法律第185号）第19条の規定に基づき公示する。
令和８年８月 20 日 経済産業大臣 赤澤 亮正

記
制定された日本産業規格
（日本産業標準調査会審議）
電気機械器具の外郭による人体及び内部機器の保護検査プローブ Ｃ61032
風力発電システム第３１部：着床式洋上風車の設計要件 Ｃ61400３１
（認定機関 一般財団法人日本規格協会 申出）
全熱交換器単体の性能試験及び評価方法 Ｂ8647
低圧サージ防護用部品第332部：金属酸化物バリスタ（ＭＯＶ）の選定及
び適用基準

Ｃ5381332

環境試験方法電気・電子第２87部：ＵＶ殺菌照射，その他の用途を模
擬するための材料及び部品のＵＶＣ暴露試験方法

Ｃ60068２87

光ファイバ通信サブシステム試験方法第４１部：敷設済みケーブル設
備マルチモード減衰量測定

Ｃ61280４１

情報技術人工知能（ＡＩ）ＡＩシステム インパクトアセスメント Ｑ42005
情報技術人工知能（ＡＩ）ＡＩマネジメントシステムの審査及び認証を
提供する機関に対する要求事項

Ｑ42006

システム及びソフトウェア技術システム及びソフトウェアアシュアラン
ス第３部：システムインテグリティレベル

Ｘ0134３

情報技術ＩＴアセットマネジメント第６部：ＨＷＩＤタグ Ｘ0164６
製品の使用情報（使用説明）の作成第１部：原則及び一般要求事項 Ｚ82079１






公 告

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

電気及び電子機器用固定電気二重層コンデンサ第２部：品種別通則パ
ワー用電気二重層コンデンサ

Ｃ5160２

光増幅器測定方法第５１部：光反射率パラメータ光スペクトラムア
ナライザ法

Ｃ6122５１

リチウム一次電池の安全性 Ｃ8513
環境試験方法電気・電子第２43部：接点及び接続部の硫化水素試験方
法（試験記号Ｋｄ）

Ｃ60068２43

環境試験方法電気・電子第３１部：支援文書及び指針低温（耐寒性）
試験及び高温（耐熱性）試験

Ｃ60068３１

高周波誘導部品電気的特性及び測定方法第１部：ナノヘンリー範囲の表
面実装インダクタ

Ｃ62024１

電気・電子機器用リチウムイオンキャパシタ電気的特性の試験方法 Ｃ62813
チタン及びチタン合金分析方法通則 Ｈ1611
チタン及びチタン合金炭素定量方法高周波誘導加熱燃焼赤外線吸収法 Ｈ1617
ダイカスト用マグネシウム合金地金 Ｈ2222
マグネシウム合金ダイカスト Ｈ5303
ゴム用カーボンブラック基本特性第１部：よう素吸着量の求め方 Ｋ6217１
プラスチックフィルム及びシートガス透過度試験方法第２部：等圧法 Ｋ7126２
発泡プラスチック及びゴム見掛け密度の求め方 Ｋ7222
環境マネジメントシステム要求事項及び利用の手引 Ｑ14001
ソフトウェア技術ソフトウェアライフサイクルプロセス保守 Ｘ0161
システム及びソフトウェア技術システム及びソフトウェア製品の品質要求
及び評価（ＳＱｕａＲＥ）品質評価の枠組み

Ｘ25040

システム及びソフトウェア技術システム及びソフトウェア製品の品質要求
及び評価（ＳＱｕａＲＥ）ユーザビリティ評価報告のための産業共通様式

Ｘ25062

（内容省略）
備考 内容は、日本産業標準調査会ホームページ（https://www.jisc.go.jp）において閲覧に供す
る。また、経済産業省イノベーション・環境局基準認証政策課、各経済産業局及び内閣府沖縄
総合事務局経済産業部においても閲覧に供する。

廃止された日本産業規格
（日本産業標準調査会審議）
電気機械器具の外郭による人体及び内部機器の保護検査プローブ Ｃ0922
懸垂がいし及び耐塩用懸垂がいし Ｃ3810
ラインポストがいし Ｃ3812
長幹がいし Ｃ3816
（認定機関 一般財団法人日本規格協会 申出）
電気及び関連分野取扱説明の作成構成，内容及び表示方法 Ｃ0457
電子機器用固定コンデンサ第８１部：ブランク個別規格：固定磁器コン
デンサ 種類１ 評価水準ＥＺ

Ｃ5101８１

電子機器用固定コンデンサ第９１部：ブランク個別規格：固定磁器コン
デンサ 種類２ 評価水準ＥＺ

Ｃ5101９１

電子機器用固定コンデンサ第21１部：ブランク個別規格：表面実装用固
定積層磁器コンデンサ種類１ 評価水準ＥＺ

Ｃ510121１

電子機器用固定コンデンサ第22１部：ブランク個別規格：表面実装用固
定積層磁器コンデンサ種類２ 評価水準ＥＺ

Ｃ510122１

環境試験方法電気・電子低温・減圧複合試験方法 Ｃ60068２40
環境試験方法電気・電子高温・減圧複合試験方法 Ｃ60068２41
ゴム用カーボンブラック基本特性第３部：比表面積の求め方ＣＴＡＢ
吸着法

Ｋ6217３

システム及びソフトウェアに課せられたリスク抑制の完全性水準 Ｘ0134
ＩＣカード第11部：バイオメトリクスを用いた本人確認 Ｘ632011

諸 事 項

参加者の有無を確認する公募
手続に係る参加意思確認書の
提出を求める公示

令和８年８月 20 日
国土交通省航空局長 池光 崇

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請しま
す。
１．当該招請の主旨
本件は、洋上管制処理システム（ＴＯＰＳ）
性能向上を行うものである。
下記の応募要件を満たし、本業務の実施を希
望する者の有無を確認する目的で、参加意思確
認書の提出を招請する公募を実施するものであ
る。
応募の結果、４．の応募要件を満たすと認め
られる者がいない場合にあっては、本業務を適
切かつ確実に履行できる能力を有する法人等
（以下「特定法人等」という。）との契約手続き
に移行する。
なお、４．の応募要件を満たすと認められる
者がいる場合にあっては、一般競争入札による
公告を行う予定である。
２．業務概要
 業務名 洋上管制処理システム（ＴＯＰＳ）
性能向上
 業務内容 公募説明書のとおり
 履行期間 契約締結日の翌日から令和９年
３月23日まで

 業務実施体制に関する要件
作業工程の明示並びに品質管理及び検査を
実施できる体制が整備されており、次の～
に挙げる基準を満たす担当者を配置し、工
程管理体制を明示できること。
 プロジェクト全体管理者

本システムと同等規模（システムの設
置・運用範囲が全国規模）のシステムに対
する設計・開発の遂行責任者としての経験
を２年以上有し、以下いずれかの要件に該
当すること。また、全体管理責任者の責務
として、プロジェクト会議の８割以上に出
席すること。
・情報処理の促進に関する法律（昭和45
年５月22日法律第90号）に基づき実施
される情報処理技術者試験のうちプロ
ジェクトマネージャ試験の合格者
・プロジェクトマネジメント協会
（PMI）が認定するプロジェクトマ
ネジメントプロフェッショナル
（PMP）の資格保有者又は技術士（情
報工学部門又は総合技術監理部門（情
報工学を選択科目とする者））の資格を
有すること
・上記のいずれかの試験合格者・資格保
有者等と同等の能力を有することが、
経歴等において、明らかな者

 システム設計・開発・試験担当リーダー
システム設計・開発の経験年数を５年以
上有すること。また、その中でリーダーク
ラスとしての経験を２年以上有し、次のい
ずれかに該当すること。
・システムアーキテクト試験の合格者
・データベーススペシャリスト試験の合
格者
・ネットワークスペシャリスト試験の合
格者
・上記のいずれかの試験合格者・資格保
有者等と同等の能力を有することが、
経歴等において、明らかな者

３．業務目的
本業務は、空地間コミュニケーションの安定
および洋上管制業務の円滑化を目的として機能
を追加・変更する性能向上を行う。
４．応募要件
 基本的要件
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国土交通省航空局長から指名停止を受け
ている期間中でないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省公共事業等から排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
 上記以外の要件は、公募説明書による。
 技術的要件
 技術的な問い合わせに対応する窓口を有
し、必要な情報の提供が可能であること。
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 情報セキュリティ管理者
情報セキュリティ責任者は、次のいずれ
かに該当すること。
・情報処理安全確保支援士試験の合格者
又は資格登録者
・特定非営利活動法人日本システム監査
人協会（SAAJ）が認定する公認情報
システム監査人（CSA）の資格保有
者
・情報システムコントロール協会
（ISACA）が認定する公認情報シス
テム監査人（CISA）の資格保有者
・情報システムコントロール協会
（ISACA）が認定する公認情報セキュ
リティマネージャ（CISM）の資格保
有者
・International Information Systems
Security Certification Consortiumが
認定するセキュリティプロフェッショ
ナル認証資格（CISSP）の資格保有者

・上記のいずれかの試験合格者・資格保
有者等と同等の能力を有することが、
経歴等において、明らかな者。

５．手続等
 担当部局

〒1008918 東京都千代田区霞が関２
１３国土交通省航空局予算・管財室契約係
ＴＥＬ 0352538111（内線47186）

 説明書の交付期間及び方法
令和８年８月20日から令和８年９月８日ま
で
 参加意思確認書の提出期限、提出先及び方
法
令和８年９月９日 17：00必着
場所：に同じ。原則として電子メールに
より提出すること。

破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間

６．その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 関連情報を入手するための照会窓口
５．に同じ。

 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）における「役務の提供
等」に係る一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていない場合も５．により参加
意思確認書を提出することができるが、一般

競争入札に移行した後、入札参加を希望する
場合には開札時までに公告等級に適合した資
格等級の格付けがなされていなければならな
い。
 契約予定日 令和８年10月９日
 随意契約によることとした場合の「政府調
達に関する協定」の規定上の理由 第13条第
１項⒝「技術的な理由による競争の欠如」
 その他詳細は、公募説明書による。
７．Summary
 Subject matter of contract : Improvement

of the Trajectorized Oceanic Traffic Data

Processing System, 1 set.

 Time‑limit to express interests : 5 : 00

P.M. 9 September, 2026

 Contract point for documentation relat‑

ing to the proposal : Contract section, Budg‑

et and Property Administration Office, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism, 21
3 Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo, 100
8918 Japan. TEL 0352538111 (Ext.
47186)

 Expected date of the contract award : 9

October, 2026

 Reason for the use of the single tendering

procedure as provided for in the Agreement

on Government Procurement : Article XⅢ
1. b. ⅲ Due to an absence of competition
for technical reasons

 Name of administrator in charge of the

contract and division which he or she be‑

longs : IKEMITSU Takashi, Director‑Ge‑

neral of the Civil Aviation Bureau, Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism.
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破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間
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小規模個人再生による再生計
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貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日） （単位：円）

資産の部
Ⅰ流動資産
現金及び預金 151594899541
有価証券 9000000000
医業未収金 62252832615
貸倒引当金() 135298542


62117534073

施設運営事業未収
金

2024809441

貸倒引当金() 463184


2024346257

未収金 2458764367
医薬品 2614637093
診療材料 1288356022
給食用材料 109133742
貯蔵品 415863451
前払費用 779527162
未収収益 429898919
その他流動資産 197743079


流動資産
合計

233030703706

Ⅱ固定資産
１有形固定資産
建物 336773901164
減価償却累計額140256791626
減損損失累計額 7436083335


189081026203

構築物 4803613462
減価償却累計額 1876441116
減損損失累計額 2722160


2924450186

医療用器械備品 106704010454
減価償却累計額 78180598193
減損損失累計額 891043


28522521218

その他器械備品 31000022095
減価償却累計額 18305080272
減損損失累計額 2956040


12691985783

車両 2730569324
減価償却累計額 2281696514


448872810

放射性同位元素 18695070
減価償却累計額 18695069


1

土地 162678078812
減損損失累計額 4014816617


158663262195

建設仮勘定 877981878
その他有形固定資
産

335436740

減価償却累計額 3603542


331833198

有形固定資産
合計

393541933472


２無形固定資産
借地権 500000
ソフトウェア 11240851866
電話加入権 3404000
その他無形固定資
産

5931954


無形固定資産
合計

11250687820

３投資その他の資産
長期貸付金 653897587
破産更生債権等 590140937
貸倒引当金() 590140937




長期前払費用 314677178
災害備蓄在庫 71984060
その他投資資産 50283725


投資その他の
資産合計

1090842550


固定資産合
計

405883463842


資産合計 638914167548

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独立行政法人地域医療機能推進機構令和７年度財務諸表に関す
る公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項に基づき、独立行政法人地域医療機能
推進機構令和７年度（第12期事業年度）財務諸表について次のとおり公告します。
なお、主要な財務諸表のみを記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は、当機構のホーム
ページ（https://www.jcho.go.jp/）又は事務所にて閲覧ください。
令和８年８月 20 日 東京都港区高輪三丁目22番12号

独立行政法人地域医療機能推進機構
理事長 山本 修一
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負債の部
Ⅰ流動負債
預り補助金等 456547000
預り寄附金 165001739
買掛金 17026741127
未払金 27388570893
一年以内支払リー
ス債務

8798955

未払消費税等 110862600
預り金 2474108542
前受金 1164874778
未払費用 120988296
前受収益 1883657
引当金
賞与引当金 10396110944
解体撤去引当金 702921000
違約金損失引当
金

430900000

一年以内履行資産
除去債務

3381400

その他流動負債 146711871


流動負債合計 60598402802


Ⅱ固定負債
資産見返負債
資産見返補助金
等

5232639182

資産見返寄附金 377599228
資産見返物品受
贈額

21221587

退職給付引当金 61275124072
リース債務 66234520
資産除去債務 17773495116


固定負債合計 84746313705


負債合計 145344716507

純資産の部
Ⅰ資本金
政府出資金 85491182587


資本金合計 85491182587



Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 394939965117
その他行政コスト
累計額
除売却差額相当
累計額

43983666


43983666


資本剰余金合
計

394983948783


Ⅲ利益剰余金
前期中期目標期間
繰越積立金

26301512488

当期未処理損失  13207192817
(うち当期総損失)  1628379248
利益剰余金合計 13094319671


純資産合計 493569451041


負債純資産
合計

638914167548


( )

損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

経常収益
Ⅰ診療業務収益
医業収益
入院診療収益 248799386609
室料差額収益 5543808408
外来診療収益 102975466700
保健予防活動収
益

26269425102

その他医業収益 1817665286
保険等査定減
（）

 1455226020


383950526085

研究収益
研究収益 295150289
補助金等収益
補助金等収益 7491927815
資産見返補助金
等戻入

1841890043


9333817858

寄附金収益
寄附金収益 130528097
資産見返物品受贈
額戻入

19319499

その他診療業務収
益

3557619620


診療業務収益
合計

397286961448
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Ⅱ介護業務収益
介護収益
介護保健施設介
護料収益

8517646184

在宅サービス介
護料収益

1929232204

介護予防在宅
サービス介護料
収益

184129276

居宅介護支援介
護料収益

507107263

室料差額収益 167979086
利用者等利用料
収益

1916940020

その他介護収益 67096381
介護報酬査定減
（）

 71346


13290059068

補助金等収益
補助金等収益 126070208
資産見返補助金
等戻入

18278320


144348528

寄附金収益
寄附金収益 1312699
その他介護業務収
益

484849644


介護業務収益
合計

13920569939

Ⅲ教育業務収益
看護師等養成所収
益

123079178

研修収益 4919120
補助金等収益
補助金等収益 25948300
資産見返補助金
等戻入

586900


26535200

その他教育業務収
益

100358670


教育業務収益
合計

254892168

Ⅳその他経常収益
財務収益
受取利息 1307442955
土地建物等貸付料
収入

252371901

宿舎貸付料収入 274855522

補助金等収益
補助金等収益 4125000
寄附金収益
寄附金収益 47393939
その他経常収益 525688189


その他経常収
益合計

2411877506


経常収益合
計

413874301061


経常費用
Ⅰ診療業務費
給与費
給料 138994212625
賞与 20119272178
賞与引当金繰入
額

8533458955

退職給付費用 7427904374
法定福利費 21805677087


196880525219

材料費
医薬品費 59090754307
診療材料費 39151051979
医療消耗器具備
品費

1503298483

給食用材料費 3754786339


103499891108
委託費
検査委託費 3382473123
給食委託費 3499492967
寝具委託費 782736463
医事委託費 8535079829
清掃委託費 2619282989
保守委託費 1679535055
その他の委託費 11693108973


32191709399

設備関係費
減価償却費 25174173204
資産除去債務履
行差額

 12097272

修繕費 2920092693
器機賃借料 7309201752
地代家賃 465742425
固定資産税等 23160900
器機保守料 9401632974
器機設備保険料 97050358
車両関係費 185673484


45564630518
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研究研修費 314820518
経費
福利厚生費 448503839
旅費交通費 504495847
通信費 1320240340
消耗品費 2721243697
消耗器具備品費 2480841121
水道光熱費 9201992440
租税公課 1739296946
医業貸倒損失 1038269
貸倒引当金繰入
額

128497333

低価法評価損 8950188
その他 2526497918


21081597938


診療業務費合
計

399533174700

Ⅱ介護業務費
給与費
給料 5909091850
賞与 1176514907
賞与引当金繰入
額

418892936

退職給付費用 466757100
法定福利費 1104731690


9075988483

材料費
医薬品費 170950227
給食用材料費 766938666
介護診療材料費 94893557
利用者等材料費 115549953
介護療養消耗器
具備品費

38498746


1186831149

委託費
検査委託費 7429870
給食委託費 663789079
寝具委託費 74586268
清掃委託費 185495325
保守委託費 103266170
その他の委託費 337824964


1372391676

設備関係費
減価償却費 719475123
修繕費 143116429
器機賃借料 62527964
地代家賃 13474937
器機保守料 95883293
器機設備保険料 3873344
車両関係費 64077023


1102428113

研究研修費 6298007
経費
福利厚生費 22036085
旅費交通費 3410083
通信費 40201226
消耗品費 99060995
消耗器具備品費 123849391
水道光熱費 702792996
租税公課 35203314
その他 72513893
貸倒引当金繰入
額

1009584


1100077567


介護業務費合
計

13844014995

Ⅲ教育業務費
給与費
給料 133255914
賞与 24649893
賞与引当金繰入
額

9725950

退職給付費用 11268272
法定福利費 24873920


203773949

経費
福利厚生費 1572392
臨床実習協力費 973258
旅費交通費 1274003
通信費 3036496
消耗品費 4268136
消耗器具備品費 2261048
生徒関連諸費 6427483
水道光熱費 18580920
減価償却費 119711817
その他 51587583


209693136


教育業務費合
計

413467085
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Ⅳ一般管理費
給与費
給料 841191222
役員報酬 81951656
賞与 191666979
賞与引当金繰入
額

75462866

退職給付費用 74333097
法定福利費 174999326


1439605146

経費
福利厚生費 2738221
旅費交通費 39230935
通信費  22672994
消耗品費 33308281
消耗器具備品費 10456470
水道光熱費 17611366
賃借料 1354696
租税公課 3205420
減価償却費 468910560
その他 141066205


695209160


一般管理費合
計

2134814306

Ⅴその他経常費用
財務費用
支払手数料 257501419


257501419

その他経常費用 681997309


その他経常費
用合計

939498728


経常費用合
計

416864969814


経常損失  2990668753
臨時利益
固定資産売却益 61673770
その他臨時利益 3857597610


3919271380

臨時損失
固定資産除却損 775060270
固定資産減損損失 205477077
賠償金等負担額 84820913
その他臨時損失 1491623615


2556981875


当期純損
失

 1628379248


当期総損
失

 1628379248


損失の処理に関する書類
（令和８年６月30日） （単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失  13207192817
当期総損失  1628379248

Ⅱ 次期繰越欠損金  13207192817

令
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日
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)
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３．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
４．賞与引当金の計上基準
役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負
担すべき見込額を計上しております。
５．解体撤去引当金の計上基準
病院・建物等の解体の支払いに備えるため、当事業年度に負担すべき見込額を計上しておりま
す。

注 記 事 項
Ⅰ．重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～60年
構築物 ２～60年
医療用器械備品 ２～10年
その他器械備品 ２～20年
車両 ２～７年
放射性同位元素 ２～５年

 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内で利用するソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３～７年）
に基づいております。

２．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額を計上してお
ります。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ております。


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Ⅲ．重要な会計上の見積り
退職給付引当金
１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

当事業年度

退職給付引当金 61275124072

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

６．違約金損失引当金の計上基準
違約金の支払いに備えるため、当事業年度に負担すべき見込額を計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）によっております。

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 医薬品
最終仕入原価法に基づく低価法

 診療材料
最終仕入原価法に基づく低価法

 給食用材料
最終仕入原価法に基づく低価法

 貯蔵品
金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法

９．収益及び費用の計上基準
医業収益は、主に入院及び外来診療であり、診療行為を提供する履行義務を負っています。診
療行為は継続的に役務を提供しており履行義務は一定の期間にわたり充足されると判断し、診療
行為の提供に応じて収益を認識しております。
10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ．重要な会計方針の変更
１．固定資産の減損の処理方法
令和８年３月27日に「独立行政法人地域医療機能推進機構の業務運営、財務及び会計並びに人
事管理に関する省令（平成17年厚生労働省令第145号）」が改正されました。当該改正に伴い、当
事業年度より、固定資産の減損の処理方法について、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び企業会
計基準適用指針第６号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（平成15年10月31日、最終改
正 平成21年３月27日）（以下「変更前の会計基準」という。）に代わり、「固定資産の減損に係る独
立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（令和２年３月26
日改訂）並びに「『固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準』及び『固定資産の減損に係る独
立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月改訂）（以下「変更後の会計基準」とい
う。）を適用しております。
この省令改正は、
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大下（以下「コロナ禍」という。）において、厚生労働大
臣からの要求により、感染症病床の確保や医療従事者の派遣、臨時医療施設の運営等を実施し
たこと
 コロナ禍後の令和４年の「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成
10年10月２日法律第114号）」の改正により、都道府県との間で医療措置協定の締結を義務付け
られたこと
 昨今の物価上昇、賃金上昇の影響に伴う費用増や患者減少等に伴う収益減が生じていること
 令和７年の「医療法（昭和23年７月30日法律第205号）」の改正により、新たな地域医療構想
の検討が始まること
といった経営環境の変化等を契機に行われたものです。
この変更により、固定資産減損損失は、変更前の会計基準によった場合には０円となる一方、
変更後の会計基準では205477077円が計上され、この結果、当期純損失が205477077円増加して
おります。

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報
採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項Ⅸ．退職給付引当金に記載した内
容と同一であります。退職給付引当金は、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減して算
出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給付の総額のうち、期末まで
に発生していると認められる額を割り引いて計算しています。従って、割引率が重要な会計上の
見積りに用いた主要な仮定となります。割引率は国債の利回りを参考に決定しております。この
仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度
の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。

Ⅳ．貸借対照表
その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 7826752円

Ⅴ．行政コスト計算書
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
 行政コスト 419462449112円
 自己収入等 408265426356円
 機会費用 4134836617円

        

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 15331859373円

        

２．機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方
法
近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

Ⅵ．損益計算書
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳
 その他診療業務収益 258967249円
 居宅介護支援介護料収益 16356036円
 その他介護収益 12197536円
 その他介護業務収益 376291650円
 その他経常収益 5784864円

        

合 計 669597335円

        

２．受取利息の内訳
 受取利息 1224869257円
 有価証券利息 82573698円

        

合 計 1307442955円

        
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４．固定資産減損損失
 減損を認識した固定資産
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（単位：円）

用 途 場 所
減 損 前 帳 簿 価 額

減損額
建 物 その他 計

介護老人
保健施設

中京病院 愛知県名古屋市
南区三条１丁目
１番10号

356762825  356762825 

看護専門
学校

人吉医療セ
ンター

熊本県人吉市西
間 上 町 今 宮
2646１

210165159  210165159 167213276

看護専門
学校

本部 千葉県船橋市海
神 西 １ 丁 目
1042２

952500554  952500554 

職員宿舎 本部 千葉県船橋市海
神 西 １ 丁 目
1042２

220000685  220000685 

職員宿舎 東京山手メ
ディカルセ
ンター

東京都新宿区百
人町３丁目
22８

78682478  78682478 38263801

合計 1818111701  1818111701 205477077

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内
訳

（単位：円）

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建物 205477077 

その他  

計 205477077 

 減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）
ア 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

建物 （単位：円）

用 途 場 所 帳簿価額

職員宿舎 本部 東京都東久留米市前沢五丁目30番１ 7918040

職員宿舎 北海道病院 北海道札幌市豊平区中の島１条８丁目１４
２

45122405

職員宿舎 札幌北辰病院 北海道札幌市厚別区厚別中央２条６丁目10 25926469

職員宿舎 登別病院 北海道登別市登別東町４丁目23４ 66119062

北海道登別市登別東町４丁目27２ 35879527

職員宿舎 千葉病院 千葉県千葉市中央区仁戸名町682 61036203

職員宿舎 船橋中央病院 千葉県船橋市海神５丁目２３ 18760904

職員宿舎 東京高輪病院 東京都港区白金台２丁目2514 11205983

職員宿舎 東京山手メディカ
ルセンター

東京都新宿区大久保２丁目11８ 8168061

職員宿舎 横浜保土ケ谷中央
病院

神奈川県横浜市保土ケ谷区釜台町49７ 12745938

職員宿舎 金沢病院 石川県金沢市沖町ハ15 177398938

職員宿舎 若狭高浜病院 福井県大飯郡高浜町宮崎第87号14番地58 33605600

職員宿舎 四日市羽津医療セ
ンター

三重県四日市市西阿倉川字上野770番３ 35824982

三重県四日市市阿倉川町６番地２ 5310117

職員宿舎 滋賀病院 滋賀県大津市富士見台14番７号 69349193

職員宿舎 大阪病院 大阪府大阪市生野区勝山北三丁目40番９ 18228139

職員宿舎 大和郡山病院 奈良県大和郡山市藤原町４番14号 69818261

職員宿舎 りつりん病院 香川県高松市伏石町2013番４ 59431602

職員宿舎 久留米総合病院 福岡県久留米市篠山町字二丁目159番43 35986391

令
和

年

月


日
木
曜
日
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第
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号
)

官
報

３．固定資産売却益の内訳
 建物 57474998円
 車両 4044774円
 医療用機械備品 153998円

        

合 計 61673770円

        

イ 減損の認識に至った経緯
固定資産が使用されている範囲について、それぞれの施設で用途変更の決定を行ったこと
により当該資産の使用可能性が著しく低下しているため、減損を認識しております。

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資
産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由
介護老人保健施設、看護専門学校、職員宿舎は、それぞれ個々の施設、学校、宿舎が一体
となって初めて成り立つものであり、建物を一体としてそのサービスを提供するものと認め
られました。

オ 回収可能サービス価額の算定方法の概要
当該資産の一部の使用が想定されていない資産については使用価値相当額（減価償却後再
調達価額）としており、減価償却後再調達価額の算定に当たっては、当該資産の帳簿価額の
うち使用が想定されていない部分以外の部分の割合を乗じて算出した額としております。用
途変更後に資産の全部を継続して使用する見込みのある資産については、減価償却後再調達
価額が帳簿価額を下回らないため、減損額は生じておりません。


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職員宿舎 南海医療センター 大分県佐伯市中村北町2006番地２ 11070948

大分県佐伯市中村北町1941番地 5206542

大分県佐伯市野岡町２丁目11766番117 31062172

合計 845175477

医療用器械備品 （単位：円）

用 途 場 所 帳簿価額

医療機器 東京蒲田医療セン
ター

東京都大田区南蒲田２丁目19２ 49665225

医療機器 相模野病院 神奈川県相模原市中央区淵野辺１丁目２30 22688051

医療機器 金沢病院 石川県金沢市沖町ハ1515 10553171

医療機器 下関医療センター 山口県下関市上新地町３丁目３８ 103465973

医療機器 りつりん病院 香川県高松市栗林町３丁目５番９号 19402717

合計 205775137

 独立行政法人自らが固定資産の全部又は一部につき使用しないという決定を行った場合で
あって、その決定が翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした固定資産
ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

建物 （単位：円）

用 途 場 所 帳簿価額

病院 中京病院 名古屋市南区三条一丁目101番 18563013

病院 徳山中央病院 山口県周南市孝田町６番１号 3333069

建物 （単位：円）

場 所
将来の使用しなくなる日における見込額

帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減 損 額

中京病院 5019177 13 5019164

徳山中央病院 3298303 2 3298301

 いずれの資産も、将来解体が見込まれているため、回収可能サービス価額は固定資産管理シス
テムに登録している対象資産をそれぞれ備忘価額（１円）にて評価することで算出しております。
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官
報 イ 認められた減損の兆候の概要

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下しているた
め、減損の兆候が認められました。
ウ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資
産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由
職員宿舎は、建物が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体としてそのサー
ビスを提供するものと認められました。
エ 当該資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在している根拠
職員宿舎（建物）及び医療機器（医療用器械備品）については、使用されている業務の実
績が著しく低下していますが、今後、職員宿舎においては職員の入居、医療機器においては
使用の回復が見込まれており、いずれも経常的な保守管理を行っていることから、減損の認
識に至りませんでした。

イ 使用しなくなる日
中京病院：令和８年11月１日（予定）
徳山中央病院：令和８年４月27日

Ⅶ．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 151594899541円
現金及び預金勘定のうち定期預金 110500000000円

        

資金期末残高 41094899541円

        

２．重要な非資金取引
該当事項はありません。

Ⅷ．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当機構の資金運用については、公債、預金及び金銭信託に限定しております。
診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図っております。
また、有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、譲渡性預金を保有することと
し、株式等は保有しておりません。
２．金融商品の時価等に関する事項
現金は注記を省略しており、預金、有価証券、医業未収金、未収金、買掛金及び未払金は短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

Ⅸ．退職給付引当金
１．採用している退職給付制度の概要
当機構は役職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を設けております。

５．その他臨時利益の内訳
 医薬品談合の賠償金等の受入 3443703214円
 その他 413894396円

        

合 計 3857597610円

        

６．その他臨時損失の内訳
 過年度受領補助金等の返還額 11900000円
 解体撤去引当金繰入額 702921000円
 違約金損失引当金繰入額 430900000円
 その他 345902615円

        

合 計 1491623615円

        

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由
中京病院：中京病院の新病院建替整備工事計画に基づき、新棟東館または改修後の本館・

中央診療棟への機能移転により、旧建物のうち一部の運用を終了するため、使
用しないという決定を行いました。

徳山中央病院：西館建物の老朽化に伴い新館へ移転するため、西館建物は使用しないとい
う決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額






２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区 分 令和７年４月１日～
令和８年３月31日

期首における退職給付債務 56845944525円
勤務費用 6540059381円
利息費用 852496501円
数理計算上の差異の当期発生額 1414318387円
退職給付の支払額 4249319783円
過去勤務費用の当期発生額 0円
その他 0円
期末における退職給付債務＝＋＋＋－＋＋ 61403499011円

３．退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

区 分 令和８年３月31日現在

退職給付債務 61403499011円
未認識数理計算上の差異 128374939円
退職給付引当金＝＋ 61275124072円

４．退職給付に関する損益

区 分 令和７年４月１日～
令和８年３月31日

勤務費用 6540059381円
利息費用 852496501円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 568269716円
その他 0円
合計＝＋＋＋ 7960825598円

（注１） 上記退職給付費用以外に他の機関からの出向者等にかかる退職給付費用の負担分とし
て、19437245円を計上しております。

５．数理計算上の計算基礎に関する事項

区 分 令和８年３月31日現在

割引率 15％

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

区 分 金 額

期首残高 17778703177円
有形固定資産の取得等に伴う増加 5549434円
時の経過による調整額 70405258円
資産の除去等による履行額  77781353円
期末残高 17776876516円
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Ⅹ．資産除去債務関係
１．資産除去債務の概要
当機構は労働安全衛生法等の規定により生ずる債務として、所有する建物の解体時におけるア
スベストの除去費用、医療用器械備品等の廃棄時における放射性同位元素及び放射化物の除去費
用、照明装置の廃棄時におけるポリ塩化ビフェニルの除去費用並びに不動産の賃貸借契約等に基
づき、賃貸借契約等の終了時に生じる原状回復に係る債務につき資産除去債務を計上しておりま
す。
２．資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積もりにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数及び
賃貸借契約期間等を参考に２年から31年と見積もっております。
割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の利回りを参考に算定しており、０％
から1638％となっております。

Ⅺ．収益認識関係
当法人は、以下に記載する内容を除き、独立行政法人会計基準第86における収益に重要性が乏し
いため、注記を省略しております。
１．収益の分解情報
当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、診療事業、介護事業及び教育研修事業であり、
基準第86を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は、入院及び外来診療等による
医業収益383950526085円であります。
２．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
重要性が乏しいため記載を省略しております。

Ⅻ．不要財産に係る国庫納付関係
該当事項はありません。

．オペレーティング・リース取引
貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 46448572円
貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 29969033円

．重要な債務負担行為
該当事項はありません。

．重要な後発事象
該当事項はありません。

．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
独立行政法人固有の会計処理に伴う科目は、以下のとおりです。
 預り補助金等
 預り寄附金
 資産見返負債
 その他行政コスト累計額
 前中期目標期間繰越積立金
 除売却差額相当額
 補助金等収益
 寄附金等収益
 資産見返物品受贈額戻入





貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日現在）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ．流動資産

現金及び預金 3757070336
研究成果等収入未収金 1526277094
棚卸資産 154918442
前渡金 9455210
前払費用 1353265
賞与引当金見返 332597088
立替金 625738
仮払金 11169201


流動資産合計 5793466374

Ⅱ．固定資産
１．有形固定資産

建物 10625166317
減価償却累計額  6087055541


4538110776

構築物 7916382859
減価償却累計額  6559763670


1356619189

機械及び装置 4559079834
減価償却累計額  4117905006


441174828

船舶及び航空機 633977861
減価償却累計額  411822766


222155095

車両運搬具 47888336
減価償却累計額  41278941


6609395

工具器具備品 7219893034
減価償却累計額  5734094256


1485798778

土地 36677934302
建設仮勘定 132392678


有形固定資産合計 44860795041

２．無形固定資産
特許権 31755503
著作権 536453
ソフトウェア 88999152

電話加入権 126000
工業所有権仮勘定 33234198
その他 28374


無形固定資産合計 154679680

３．投資その他の資産
長期前払費用 30469
預託金 28280
退職給付引当金見返 2849486964


投資その他の資産
合計

2849545713

固定資産合計 47865020434


資産合計 53658486808


負債の部
Ⅰ．流動負債

運営費交付金債務 906279890
棚卸資産見返運営費交付
金

7535000

預り寄付金 19874433
未払金 2795498535
未払費用 37628446
未払消費税等 44437400
短期リース債務 87357240
前受金 174546465
預り金 108077424
賞与引当金 332597088


流動負債合計 4513831921

Ⅱ．固定負債
長期リース債務 6996000
資産見返負債
固定資産見返運営費交
付金

1082341104

固定資産見返補助金等 1
固定資産見返寄付金 45688444
固定資産見返物品受贈
額

15046847

固定資産見返承継受贈
額

107

建設仮勘定見返施設費 127970678
建設仮勘定見返運営費
交付金

34943533


1305990714

退職給付引当金 2849486964


固定負債合計 4162473678


負債合計 8676305599
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国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所令和７事業年度
財務諸表に関する公告

令和８年８月 20 日 東京都三鷹市新川６丁目38番１号
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所

理事長 庄司 るり
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純資産の部
Ⅰ．資本金

政府出資金 51603903404


資本金合計 51603903404
Ⅱ．資本剰余金

資本剰余金 8278660021
その他行政コスト累計額

減価償却相当累計額
（）

 14857255416

減損損失相当累計額
（）

 264500

除売却差額相当累計額
（）

 1598318811


 16455838727


資本剰余金合計  8177178706
Ⅲ．利益剰余金

前中長期目標期間繰越積
立金

196034941

積立金 500404942
当期未処分利益 859016628


（うち当期総利益） ( 859016628)

利益剰余金合計 1555456511


純資産合計 44982181209


負債・純資産
合計

53658486808


 これらは独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

その他行政コスト累計額に係る注記
出資を財源に取得した資産に係る金額 11693772516


円

行 政 コ ス ト 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
研究業務費 8508937856
一般管理費 1149009948
雑損 2800
臨時損失 1590857


損益計算書上の費用合計 9659541461

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 435994929
除売却差額相当額 791400


その他行政コスト合計 436786329

Ⅲ 行政コスト 10096327790


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。


損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
研究業務費
給与・賞与及び手当 2255077846
賞与引当金繰入 259387473
法定福利費・福利厚生費 470978571
退職給付費用 229708671
その他人件費 549451488
外部委託費 1925519956
研究材料費 139542389
支払リース料 6877318
賃借料 13935978
減価償却費 854226067
保守・修繕費 565632980
水道光熱費 117926174
旅費交通費 184781629
備品・消耗品費 256579627
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【注記】
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 10096327790
（控除）自己収入等

受託収入  4318349169
寄附金収益  847273
資産見返寄附金戻入  21347304
事業収入  92846729
雑益  144754461
固定資産売却益  908

        

 4578145844
機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額され
た使用料による貸借取引の機会費用

165353280

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 1015386095
人事交流による出向職員から生ずる機会費用 54851572

        

1235590947
独立行政法人の業務運営に関して国民の負担
に帰せられるコスト

6753772893

        

２．行政コスト計算書における機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
 国有財産貸付料の算定方法や近隣の賃借料を参考に計算しております。
 無償貸付を受けている研究用機器等の物品については、減価償却費相当額を計上しておりま
す。

 政府出資等の機会費用の計算方法
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職手当のうち、当研究所の
勤務期間に対応する部分について、規程に定める退職手当支給基準等を参考に計算しております。






純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金

資本剰余金 その他行政コスト累計額

資本剰余金合計
無償譲与 運営費交付金 施設整備費

補助金 目的積立金 その他 計 減価償却相当
累計額（）

減損損失相当
累計額（）

除売却差額
相当累計額
（）

当期首残高 51603903404 299000  7043303986 9296700 220566286 727346597214434431817 264500 1584356081 8745586426

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動
額

不要財産に係る国
庫納付等による減
資



諸謝金 17677791
支払手数料 51965322
その他 609668576


8508937856

一般管理費
役員報酬 101583478
給与・賞与及び手当 557309569
賞与引当金繰入 73209615
法定福利費・福利厚生費 126866345
退職給付費用 80005591
その他人件費 38353107
外部委託費 12024724
支払リース料 409772
賃借料 1539620
減価償却費 9650800
保守・修繕費 29837062
水道光熱費 262437
旅費交通費 7727051
備品・消耗品費 11410469
諸謝金 795600
支払手数料 2510736
その他 95513972


1149009948

雑損 2800


経常費用合計 9657950604
経常収益
運営費交付金収益 4581256562
事業収益
手数料収入 67941715
その他事業収入 24905014


92846729

受託収入
受託研究収入 2190151041
その他受託収入 2128198128


4318349169

寄附金収益 847273
補助金等収益 250000
施設費収益 199665324
資産見返負債戻入
固定資産見返負債戻入 298427201
物品受贈益 12440386
賞与引当金見返に係る収益 332597088
退職給付引当金見返に係る収益


309714262

雑益 189392132
経常収益合計 10335786126


経常利益 677835522

臨時損失
固定資産除却損 1590857
臨時損失合計 1590857

臨時利益
固定資産売却益 908
資産見返負債戻入 21917


臨時利益合計 22825


当期純利益 676267490
前中長期目標期間繰越積立金取崩
額

182749138


当期総利益 859016628


 これらは独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

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Ⅱ 資本剰余金の当期
変動額

固定資産の取得    1005194049   1005194049    1005194049

固定資産の除売却        13171330  13962730 791400

減価償却        435994929   435994929

不要財産に係る国
庫納付等

          

Ⅲ 利益剰余金の当期
変動額

 利益の処分又は
損失の処理

利益処分による
積立

          

 その他

当期純利益           

前中長期目標期
間繰越積立金取
崩額

          

当期変動額合計    1005194049   1005194049 422823599  13962730 568407720

当期末残高 51603903404 299000  8048498035 9296700 220566286 827866002114857255416 264500 1598318811 8177178706

（単位：円）

Ⅲ 利益剰余金

純資産合計前中期目標期間
繰越積立金 積立金 当期未処分利益 利益剰余金合計（うち当期総

利益）

378784079 285068879 215336063 215336063 879189021 43737505999
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     1005194049

     791400

     435994929

     

 215336063 215336063 215336063  

  676267490 676267490 676267490 676267490

182749138  182749138 182749138  

182749138 215336063 643680565 643680565 676267490 1244675210

196034941 500404942 859016628 859016628 1555456511 44982181209

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品またはサービスの購入による支出  2507429965
人件費支出  4670331578
その他の業務支出  1587098601
運営費交付金収入 5692437000
受託収入 3874606576
その他の収入 357932211



業務活動によるキャッシュ・フロー 1160115643
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  1796332869
有形固定資産の売却による収入 16029
無形固定資産の取得による支出  65063876
施設費による収入 1384721160
開発委託金回収債権の回収による収入 105700045



投資活動によるキャッシュ・フロー  370959511

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出  93610680


財務活動によるキャッシュ・フロー  93610680

Ⅳ 資金増加額 695545452
Ⅴ 資金期首残高 3061524884


Ⅵ 資金期末残高 3757070336



利益の処分に関する書類
（令和８年６月29日）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 859016628
当期総利益 859016628

Ⅱ 利益処分額 859016628
積立金 859016628
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【注記】 １ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
資金期末残高 3757070336

        

円
現金及び預金勘定 3757070336

        

円
２ 重要な非資金取引
・現物寄附による資産の取得 25211419

        

円
・現物寄附による少額資産等の取得 12440386

        

円






［収益認識に関する注記］
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記
を省略しております。
１．収益の分解情報
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりです。

船舶に係る技術及
びこれを活用した
海洋の利用等に係
る技術分野

港湾、航路、海
岸及び飛行場等
に係る技術分野

電子航法分野 合 計

受託収入 2012329949円 2040711837円 265307383円 4318349169円

内訳

受託研究収入 131622277円 1879212000円 179316764円 2190151041円

その他受託収入 1880707672円 161499837円 85990619円 2128198128円
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［重要な会計方針］
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。
なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につ
いては、期間進行基準を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年
構築物 ２～55年
機械及び装置 ２～17年
船舶及び航空機 ７年
車両運搬具 ３～５年
工具器具備品 ２～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）に係る減価償却に相当する額に
ついては、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
著作権 50年
特許権 ８年
ソフトウェア ５年

３．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計
上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込
みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
４．退職給付に係る引当金の計上基準
退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。なお、退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされる見込み
であるため、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
５．収益及び費用の計上基準
受託研究に係る収益は、主に政府又は民間企業から支出された委託費であり、当法人は委託契
約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。
当該履行義務は、サービス等を引き渡す一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配
を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
６．棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成受託研究支出金については、個別法による低価法を採用しております。
貯蔵品については、総平均法による低価法を採用しております。

７．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
８．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、財源が資本の部を構成する固定
資産に係る控除対象外消費税等は、資産の取得原価に算入しております。
９．固有の表示科目について
開発委託金回収債権
革新的社会資本整備研究開発推進事業などにおいて、企業等に委託し支出した金額です。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．契約資産及び契約負債の残高等
前受金のうち契約負債の残高は、168290215円です。

［金融商品の時価等に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
現金は注記を省略しており、預金、研究成果等収入未収金、及び未払金は短期間で決済される
ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

［退職給付に係る注記］
１．採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合
法の退職等年金給付制度を採用しております。
非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法に
より退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
２．確定給付制度
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 2653295668
退職給付費用 309714262
退職給付の支払額 113522966

        

期末における退職給付引当金 2849486964

        

 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 309714262

［重要な債務負担行為］
当該会計年度に契約締結を完了させましたが、実際の支出が翌期以降になる債務負担行為のうち、
重要なものは以下のとおりです。
発動機（ビーチクラフト式Ｂ300型用）１台の購入 151360843円





貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

資産の部
Ⅰ 流動資産
現金及び預金 73464230059
保管納付受託証
券

68056599

前払費用 10762092244
未収入金 136635618
賞与引当金見返


17161931236

その他流動資産 85023335

流動資産
合計

101677969091

Ⅱ 固定資産
１有形固定資産
建物 59057394299
減価償却累
計額

 30317376005

減損損失累
計額

 237750725 28502267569

構築物 800659873
減価償却累
計額

 582420018

減損損失累
計額

 32343 218207512

車両運搬具 1590881305
減価償却累
計額

 1151293195 439588110

工具器具備品 3548759442
減価償却累
計額

 2679676911 869082531

土地 63565652873
減損損失累
計額

 111608161 63454044712

リース資産 19546401406
減価償却累
計額

 4872190870 14674210536

建設仮勘定 636479114

有形固定
資産合計

108793880084

２無形固定資産
ソフトウェア 17601427806
電話加入権 46500
リース資産 6378764110
ソフトウェア
仮勘定

1872052116

無形固定
資産合計

25852290532

３投資その他の
資産
退職給付引当
金見返

84501818982

敷金・保証金 13780583

投資その
他の資産
合計

84515599565

固定資産
合計

219161770181

資産合
計

320839739272

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

日本年金機構令和７事業年度財務諸表に関する公告
日本年金機構法（平成19年法律第109号）第41条第３項の規定に基づき、日本年金機構令和７事業

年度の財務諸表について、次のとおり公告します。
令和８年８月 20 日 東京都杉並区高井戸西三丁目５番24号

日本年金機構
理事長 大竹 和彦

首都高速道路工事開始公告
首都高速道路株式会社において、首都高速道路
の工事を下記のとおり実施しますので、道路整備
特別措置法（昭和31年法律第７号）第22条第１項
の規定に基づき公告します。
令和８年８月 20 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 青木 由行

記
１ 路 線 名 神奈川県道高速湾岸線
２ 工事の区間 神奈川県川崎市川崎区扇島
３ 工事の種類 改築工事
４ 工事開始の日 令和８年８月21日

企業年金基金変更公告

武田薬品企業年金基金の事務所の所在地に変更
があったので、確定給付企業年金法第15条及び確
定給付企業年金法施行令第９条の規定により、次
のように公告する。
１．新事務所の所在地 大阪市中央区道修町四丁
目１番１号
２．旧事務所の所在地 大阪市中央区道修町二丁
目３番６号
３．変更年月日 令和８年８月１日
令和８年８月 20 日 武田薬品企業年金基金

理事長 ミラー 裕子






負債の部
Ⅰ 流動負債
未払金 34206380634
リース債務 9797886577
未払費用 3125697996
未払消費税等 415100
前受金 1331539
保険料等預り金 798755852
保険料等預り保
管納付受託証券

68056599

預り金 555466772
引当金
賞与引当金 17161931236 17161931236

資産除去債務 56587293

流動負債
合計

65772509598

Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営
費交付金

29077108832

資産見返寄附
金

2

建設仮勘定見
返運営費交付
金

2508531230 31585640064

長期リース債務 9901170108
引当金
退職給付引当
金

84501818982 84501818982

資産除去債務 6061020306
長期未払金 30333135

固定負債
合計

132079982595

負債合計 197852492193
純資産の部
Ⅰ 資本金
政府出資金 99977374535

資本金合
計

99977374535

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金  17473618
その他行政コス
ト累計額

 24101671730

減価償却相当
累計額（）

 22211015262

減損損失相当
累計額（）

 332425241

利息費用相当
累計額（）

 524420078

除売却差額相
当累計額（）

 1033811149

資本剰余
金合計

 24119145348

Ⅲ 利益剰余金
国庫納付準備金 10919930148
当期未処分利益 36209087744
（うち当期総利
益）

(36209087744)

利益剰余
金合計

47129017892

純資産合
計

122987247079

負債純
資産合
計

320839739272

 これらは、独立行政法人会計基準固有の会計処理に伴う勘定科目です。
行 政 コ ス ト 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
業務経費 309733325044
一般管理費 20818881510
財務費用 375052369
臨時損失 37168773


損益計算書上の費用合計 330964427696

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 2332522101
減損損失相当額 35619455
利息費用相当額 35952233
除売却差額相当額 865167
その他行政コスト合計 2404958956


Ⅲ 行政コスト 333369386652



 これらは、独立行政法人会計基準固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金
資本剰余金 その他行政コスト累計額

資本剰余金合計
運営費交付金 国庫納付差額 減価償却相当

累計額（）
減損損失相当
累計額（）

利息費用相当
累計額（）

除売却差額相当
累計額（）

当期首残高 99977374535 19388092  38295953 19883943063  296805786  488467845  1027496080  21715620635

当期変動額

損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

経常費用
業務経費
職員人件費 70145273125
その他人件費 40606172061
減価償却費 10285238961
賞与引当金繰入 15675647977
退職給付費用 942124438
通信費 41056051042
業務委託費 109037517692
その他 21985299748 309733325044

一般管理費
役員報酬 169351057
職員人件費 8874880296
その他人件費 183195954
減価償却費 1422497105
賞与引当金繰入 1486283259
退職給付費用 75946051
業務委託費 3963419984
消耗品費 366572959
修繕費 1973185021
その他 2303549824 20818881510

財務費用
支払利息 375052369 375052369

経常費用合計 330927258923

経常収益
運営費交付金収益
機構運営費交付金収益 88754417509
事業運営費交付金収益 248605234878
年金生活者支援給付金支給業
務事務取扱交付金収益

4724305103 342083957490

施設使用料収入 252423595
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 6790767586 6790767586

賞与引当金見返に係る収益 16931930460
退職給付引当金見返に係る収益


1018070489

雑益 59197047

経常収益合計 367136346667

経常利益 36209087744
臨時損失
固定資産除却損 20071217
固定資産売却損 760095
減損損失 16337461 37168773

臨時利益
資産見返運営費交付金戻入 37168773 37168773

当期純利益 36209087744

当期総利益 36209087744

 これらは、独立行政法人会計基準固有の会計処理に伴う勘定科目です。

Ⅰ 資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資
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Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 3298613 3298613

固定資産の除売却  1864370 5449902  6315069  2729537

減価償却  2344322576  2344322576

固定資産の減損  35619455  35619455

時の経過による資産除去債務の増加  36007935  36007935

資産除去債務の履行に伴う取崩し等 11800475 55702 11856177

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分

利益処分による国庫納付準備金への振替

国庫納付金の納付

 その他

当期純利益

当期変動額合計  1434243   2327072199  35619455  35952233  6315069  2403524713

当期末残高 99977374535 20822335  38295953 22211015262  332425241  524420078  1033811149  24119145348

（単位：円）

Ⅲ 利益剰余金

純資産合計
国庫納付準備金 当期未処分利益 利益剰余金合計

うち当期総利益

当期首残高 12204504629 25007941658  37212446287 115474200187

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資 

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 3298613

固定資産の除売却  2729537
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減価償却  2344322576

固定資産の減損  35619455

時の経過による資産除去債務の増加  36007935

資産除去債務の履行に伴う取崩し等 11856177

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分

利益処分による国庫納付準備金への振替 25007941658  25007941658  

国庫納付金の納付  26292516139  26292516139  26292516139

 その他

当期純利益 36209087744 36209087744 36209087744 36209087744

当期変動額合計  1284574481 11201146086 36209087744 9916571605 7513046892

当期末残高 10919930148 36209087744 36209087744 47129017892 122987247079

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出  142737443964
その他の業務支出  173721443214
運営費交付金収入 372873908000
その他の収入 363993299



小計 56779014121
利息の支払額  368632179
国庫納付金の支払額  26292516139



業務活動によるキャッシュ・フロー 30117865803
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  2131508469
有形固定資産の売却による収入 2893775

無形固定資産の取得による支出  4096734238
敷金保証金の取得による支出  3298613
敷金保証金の回収による収入 1048370


投資活動によるキャッシュ・フロー  6227599175
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出  5011217040


財務活動によるキャッシュ・フロー  5011217040
Ⅳ 資金増加額 18879049588


Ⅴ 資金期首残高 53786424619


Ⅵ 資金期末残高 72665474207



利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類
（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 36209087744
当期総利益 36209087744

Ⅱ 利益処分額
国庫納付準備金 36209087744 36209087744



上記利益処分により、国庫納付準備金合計額は、47129017892円となります。
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３．固定資産の減損
 減損の認識
 旧大田年金事務所
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 年金事務所用地 東 京 都 大 田 区 土 地 393000000円
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重要な会計方針及び財務諸表注記事項
日本年金機構は、日本年金機構法、日本年金機構の財務及び会計に関する省令及び我が国における
一般に公正妥当と認められる独立行政法人会計基準に準拠して財務諸表を作成しております。
［重要な会計方針］
１．機構運営費交付金収益、事業運営費交付金収益及び年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付
金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年
構築物 ２～52年
車両運搬具 ３～６年
工具器具備品 ２～20年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特定
の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却
相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、法人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２～５年）に基づ
いております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）の減価償却に相当する額について
は、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 リース資産
リース資産の内容は、有形固定資産は工具器具備品、無形固定資産はソフトウェアであります。
リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。

３．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上
しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みで
あるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
４．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し
ております。
職員の退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については期間定額基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。
役員の退職給付債務の算定に当たり、日本年金機構役員退職手当規程に基づく期末要支給額を退
職給付債務とする方法を採用しております。
なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引
当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
５．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表注記］
１．金融商品の状況に関する事項
 金融商品に対する取組方針
資金運用については、預金保険制度により全額保護される決済性預金に限定し、また、資金調
達については、機構運営費交付金、事業運営費交付金及び年金生活者支援給付金支給業務事務取
扱交付金を財源としております。
なお、厚生労働大臣の認可を受けて、短期借入を行うことができますが、当期は行っておりま
せん。
 金融商品の時価等に関する事項
現金及び預金、未払金、保険料等預り金、預り金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価
額に近似することから、注記を省略しております。

２．資産除去債務に係る会計処理
 当該資産除去債務の概要
賃借建物の原状回復義務、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律等に基づき日本年金
機構が所有する建物の解体時における除去費用につき資産除去債務を計上しております。
 当該資産除去債務の金額の算定方法
負債計上した資産除去債務の金額の算定に当たっては、使用見込期間を10年～50年と見積り、
割引率は－0082％～2266％を使用しております。
当該事業年度において、賃借建物の原状回復にかかる費用が、建物賃借時における見積額を大
幅に超過する見込みであることが明らかになったことから、見積りの変更による増加額を
0906％～2066％で割り引いて、変更前の資産除去債務残高に1378146431円加算しております。
 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 4664473045円
見積りの変更による増額 1378146431円
有形固定資産の取得に伴う増加額 60332912円
時の経過による調整額 36007935円
当期減少額 21352724円

       

当期末残高 6117607599円

       

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。





 旧池袋年金事務所
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 年金事務所用地 東 京 都 豊 島 区 土 地 296000000円

 箱崎倉庫
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 倉 庫 用 地 福岡県福岡市東区 土 地 32500000円

 幕張宿舎１～３号棟
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 千葉県千葉市花見
川区

土 地 660180340円

 広島牛田新町宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 広島県広島市東区 土 地 13478850円

土 地 職員用宿舎用地 広島県広島市東区 土 地 24827006円

 旧広島西年金事務所
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 年金事務所用地 広島県広島市西区 土 地 149608720円

 旧徳島事務センター
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 年金事務所用地 徳 島 県 徳 島 市 土 地 127886762円

 上石田倉庫
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 倉 庫 用 地 山 梨 県 甲 府 市 土 地 8754000円

 腰浜宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 福 島 県 福 島 市 土 地 41300000円
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 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額と同額であることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額と同額であることから、減損額は生じておりません。






 中新町宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 岐 阜 県 岐 阜 市 土 地 66056744円

 田窪宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 愛 媛 県 東 温 市 土 地 44624596円

 明和宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 鹿児島県鹿児島市 土 地 41900000円

 浦添宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 職員用宿舎用地 沖 縄 県 浦 添 市 土 地 44700000円

 旧土浦年金事務所
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 年金事務所用地 茨 城 県 土 浦 市 土 地 41000000円

建 物 年 金 事 務 所 茨 城 県 土 浦 市 建 物 10987500円

窓 窓 茨 城 県 土 浦 市 建 物 1387535円

 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内
訳

種 類 場 所 減 損 額
内 訳

損益計算書に計上し
た金額

損益計算書に計上し
ていない金額

土 地 茨城県土浦
市

4121957円 0円 4121957円

建 物 茨城県土浦
市

10987499円 0円 10987499円

建 物 茨城県土浦
市

1387534円 1387534円 0円
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 減損の認識に至った経緯
上記資産については、将来の需要予測や経済合理性等に基づき存廃を判定した結果、「速や
かに廃止することが適当である」と判定し、第４期中期計画において国庫納付を行うことと
したため、確実な将来の使用見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、将来の需要予測や経済合理性等に基づき存廃を判定した結果、「速や
かに廃止することが適当である」と判定し、第４期中期計画において国庫納付を行うことと
したため、確実な将来の使用見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、将来の需要予測や経済合理性等に基づき存廃を判定した結果、「速や
かに廃止することが適当である」と判定し、第４期中期計画において国庫納付を行うことと
したため、確実な将来の使用見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、将来の需要予測や経済合理性等に基づき存廃を判定した結果、「速や
かに廃止することが適当である」と判定し、第４期中期計画において国庫納付を行うことと
したため、確実な将来の使用見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、将来の需要予測や経済合理性等に基づき存廃を判定した結果、「速や
かに廃止することが適当である」と判定し、第４期中期計画において国庫納付を行うことと
したため、確実な将来の使用見込みが存在しないことから減損を認識しております。
 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、路線価（令和７年分）に基づいて算定しております
が、算定額が帳簿価額を上回ることから、減損額は生じておりません。

 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。

 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、土地については路線価（令和７年分）に基づいて算
定した額、建物については備忘価額としております。





 旧横浜中年金事務所
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

土 地 年金事務所用地 神奈川県横浜市中
区

土 地 377000000円

建 物 年 金 事 務 所 神奈川県横浜市中
区

建 物 20510000円

耐 震 補 強 耐 震 補 強 神奈川県横浜市中
区

建 物 14949928円

 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内
訳

種 類 場 所 減 損 額
内 訳

損益計算書に計上し
た金額

損益計算書に計上し
ていない金額

建 物 神奈川県横
浜市中区

20509999円 0円 20509999円

建 物 神奈川県横
浜市中区

14949927円 14949927円 0円

 減損の兆候
 使用可能性が低下したもの
ア 北24条宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 北海道札幌市北区 建 物 28305000円

物 置 物 置 北海道札幌市北区 建 物 146446円

物 置 物 置 北海道札幌市北区 建 物 146447円

物 置 物 置 北海道札幌市北区 建 物 295391円

イ 月寒宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 北海道札幌市豊平
区

建 物 19505000円

ウ 月寒東５条宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 北海道札幌市豊平
区

建 物 59053750円

エ 三住宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 北 海 道 北 見 市 建 物 15300000円

オ 石巻宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 宮 城 県 石 巻 市 建 物 3500000円
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 減損の認識に至った経緯
上記資産については、資産の利用方法について検討しておりましたが、確実な将来の使用
見込みが存在しないことから減損を認識しております。

 回収可能サービス価額の算出方法
上記資産の回収可能サービス価額は、土地については路線価（令和７年分）に基づいて算
定した額、建物については備忘価額としております。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。






カ 泉宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 福 島 県 福 島 市 建 物 76000000円

キ 水戸宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 茨 城 県 水 戸 市 建 物 34850000円

ク 春日部宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 埼玉県春日部市 建 物 783750円

耐 震 補 強 耐 震 補 強 埼玉県春日部市 建 物 4912510円

ケ 南浦和独身寮
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 埼玉県さいたま市
南区

建 物 3375000円

コ 清水宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 静岡県静岡市清水
区

建 物 35805000円

サ つおき宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 三 重 県 津 市 建 物 15767500円

シ 京都長岡宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 京都府長岡京市 建 物 15360000円

ス 小郡宿舎１
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

樹 木 樹 木 福 岡 県 小 郡 市 構 築 物 181180円

ポンプ設備 給 水 ポ ン プ 福 岡 県 小 郡 市 建 物 421398円
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 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。






セ 小郡宿舎２
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 福 岡 県 小 郡 市 建 物 7267500円

ポンプ設備 給 水 ポ ン プ 福 岡 県 小 郡 市 建 物 642745円

ソ 大分明野宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 大 分 県 大 分 市 建 物 113767500円

工 作 物 屋 外 階 段 大 分 県 大 分 市 構 築 物 407025円

ポンプ設備 給 水 ポ ン プ 大 分 県 大 分 市 建 物 402900円

タ 大塚町宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 宮 崎 県 宮 崎 市 建 物 8094125円

チ 谷山宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 鹿児島県鹿児島市 建 物 41771250円

ポンプ設備 給 水 ポ ン プ 鹿児島県鹿児島市 建 物 405548円

排 水 溝 排 水 溝 鹿児島県鹿児島市 構 築 物 453219円

ツ 鹿屋上野町宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 鹿児島県鹿屋市 建 物 138750円

風 除 室 風 除 室 鹿児島県鹿屋市 建 物 120741円

風 除 室 風 除 室 鹿児島県鹿屋市 建 物 120741円

テ 鹿屋上野町宿舎２
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 鹿児島県鹿屋市 建 物 138750円

風 除 室 風 除 室 鹿児島県鹿屋市 建 物 120741円

風 除 室 風 除 室 鹿児島県鹿屋市 建 物 130350円
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 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。
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ト 鹿屋上野町宿舎３
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 鹿児島県鹿屋市 建 物 138750円

風 除 室 風 除 室 鹿児島県鹿屋市 建 物 130350円

風 除 室 風 除 室 鹿児島県鹿屋市 建 物 130350円

ナ 小禄宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 沖 縄 県 那 覇 市 建 物 9450000円

ニ あけぼの宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 沖 縄 県 那 覇 市 建 物 63421250円

樹 木 樹 木 沖 縄 県 那 覇 市 構 築 物 897円

ヌ 東久留米宿舎
 固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 当期末帳簿価額

建 物 職 員 用 宿 舎 東京都東久留米市 建 物 3191250円

ポンプ設備 給 水 ポ ン プ 東京都東久留米市 建 物 1442101円
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 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆
候が認められます。
 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識し
ておりません。

４．退職給付に関する注記
 日本年金機構は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しておりま
す。
非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し
ます。
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 90712152031円
勤務費用 4942142852円
利息費用 1269757179円
数理計算上の差異の当期発生額  5193829542円
退職給付の支払額  7228403538円

          

期末における退職給付債務 84501818982円

          

 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務 0円
年金資産 0円

          

積立型制度の未積立退職給付債務 0円
非積立制度の未積立退職給付債務 84501818982円

          

小計 84501818982円
未認識数理計算上の差異 0円

          

貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 84501818982円

          

退職給付引当金 84501818982円

          

貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 84501818982円

          

 退職給付に関連する損益
勤務費用 4942142852円
利息費用 1269757179円
数理計算上の差異の
当期の費用処理額  5193829542円

          

合 計 1018070489円

          

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）
割引率 220％

５．その他行政コスト累計額のうち日本年金機構に対する出資を財源に取得した資産に係る金額は以
下のとおりです。

19470584727円
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附 属 明 細 書
１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（独立行政法人会計基準「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却
相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期減損額

建 物 18509141526 1400586661 27771204 19881956983 9844100173 1180817335 16965988 16337461 10020890822

構 築 物 427978604 17426119 0 445404723 253633355 29672142 0 0 191771368

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

［行政コスト計算書注記］
１．日本年金機構の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 333369386652円
自己収入等  311620642円
機会費用 2253472645円

                            

日本年金機構の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト 335311238655円

２．機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用の
計算方法
近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。

 政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に、2345％で計算しております。

 国との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、日本年金機構での勤務期間に対
応する部分について、日本年金機構職員退職手当規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算
しております。

［損益計算書注記］
１．財源（国庫財源、保険料財源）ごとの事業損益は附属明細書「７ セグメント情報」に記載して
おります。
なお、各事業損益は以下のとおりです。
事業運営費交付金（保険料財源）事業損益・・・ 33688865280円
機構運営費交付金（国庫財源）事業損益・・・ 1958534015円
年金生活者支援給付金支給業務
事務取扱交付金（国庫財源）事業損益・・・ 250067807円
共通・・・ 311620642円

２．ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は82853030円であり、当該影響額を除いた当
期総利益は36126234714円であります。
［キャッシュ・フロー計算書注記］
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 73464230059円
保険料等預り金相当額 798755852円

          

資金期末残高 72665474207円

          

保険料等預り金相当額は、国庫に収納するために、被保険者等から一時的に預っている現金及び
預金であるため、資金の範囲から除いております。

２．重要な非資金取引
 ファイナンス・リースによる資産の取得 12532372486円
 重要な資産除去債務の計上

建物 1438479343円
［重要な債務負担行為］
日本年金機構が金銭の納付を内容とする債務を負担する行為であって、当該会計年度内に契約は結
ぶが、実際の支出の全部又は一部が翌期以降に支払いを予定している債務負担行為額のうち主要なも
のを記載しております。

91974845060円
［重要な後発事象］
該当する事象はありません。
［固有の表示科目について］
保管納付受託証券
日本年金機構法第27条に定める業務によって、保険料滞納分等を証券により納付することを受託
した場合、国庫に納付するまでの間、日本年金機構において保管している証券等を表示しておりま
す。
保険料等預り金
日本年金機構法第27条に定める業務によって、被保険者等から一時的に預っており、速やかに国
庫に納付される現金及び預金を保険料等預り金として表示しております。
保険料等預り保管納付受託証券
日本年金機構法第27条に定める業務によって、保険料等納付義務者から証券による保険料滞納分
等を受託した場合、国庫に納付するまでの間、日本年金機構において保管している保管納付受託証
券の見返勘定を保険料等預り保管納付受託証券として表示しております。
機構運営費交付金
日本年金機構法第44条第２項によって、国庫財源による交付金を機構運営費交付金として表示し
ております。
事業運営費交付金
日本年金機構法第44条第２項によって、保険料財源による交付金を事業運営費交付金として表示
しております。
年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金
年金生活者支援給付金の支給に関する法律第26条第２項によって、国庫財源による交付金を年金
生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金として表示しております。
国庫納付準備金
日本年金機構の財務及び会計に関する省令第５条の定めにより、日本年金機構は、前事業年度か
ら繰り越した損失を埋め、なお残余があるときは、その残余の額は、国庫納付準備金として整理し
なければならないとされております。
また、毎事業年度、上記省令による整理を行った後、厚生労働大臣の承認を受けた金額を超える
額の国庫納付準備金がある場合には、その超える部分の額に相当する金額を国庫に納付しなければ
ならないとされております。
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有 形 固 定 資 産
（減価償却費）

車 両 運 搬 具 1510174617 203012439 130750845 1582436211 1142848111 203560249 0 0 439588100

工 具 器 具 備 品 4279189435 219075943 995726429 3502538949 2633608508 323299823 0 0 868930441

リ ー ス 資 産 16376797476 10036662660 6867058730 19546401406 4872190870 3416844472 0 0 14674210536

計 41103281658 11876763822 8021307208 44958738272 18746381017 5154194021 16965988 16337461 26195391267

建 物 37758254995 1438479343 21297022 39175437316 20473275832 2340535922 220784737 31497498 18481376747

構 築 物 359610155 0 4355005 355255150 328786663 3697583 32343 0 26436144
有 形 固 定 資 産
（減価償却相当額）車 両 運 搬 具 9040974 0 595880 8445094 8445084 0 0 0 10

工 具 器 具 備 品 47419677 0 1199184 46220493 46068403 89071 0 0 152090

計 38174325801 1438479343 27447091 39585358053 20856575982 2344322576 220817080 31497498 18507964991

土 地 63565652873 0 0 63565652873 0 0 111608161 4121957 63454044712

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 283305169 598121654 244947709 636479114 0 0 0 0 636479114

計 63848958042 598121654 244947709 64202131987 0 0 111608161 4121957 64090523826

建 物 56267396521 2839066004 49068226 59057394299 30317376005 3521353257 237750725 47834959 28502267569 注１

構 築 物 787588759 17426119 4355005 800659873 582420018 33369725 32343 0 218207512

車 両 運 搬 具 1519215591 203012439 131346725 1590881305 1151293195 203560249 0 0 439588110

有形固定資産合計
工 具 器 具 備 品 4326609112 219075943 996925613 3548759442 2679676911 323388894 0 0 869082531

土 地 63565652873 0 0 63565652873 0 0 111608161 4121957 63454044712

リ ー ス 資 産 16376797476 10036662660 6867058730 19546401406 4872190870 3416844472 0 0 14674210536 注２注３

建 設 仮 勘 定 283305169 598121654 244947709 636479114 0 0 0 0 636479114

計 143126565501 13913364819 8293702008 148746228312 39602956999 7498516597 349391229 51956916 108793880084

ソ フ ト ウ ェ ア 79341521378 7869216068 28195659 87182541787 69581113981 5048442697 0 0 17601427806
無 形 固 定 資 産
（減価償却費） リ ー ス 資 産 7656352863 2495709826 319888370 9832174319 3453410209 1505099348 0 0 6378764110

計 86997874241 10364925894 348084029 97014716106 73034524190 6553542045 0 0 23980191916

無 形 固 定 資 産
（減価償却相当額）

ソ フ ト ウ ェ ア 1354439280 0 0 1354439280 1354439280 0 0 0 0

計 1354439280 0 0 1354439280 1354439280 0 0 0 0

電 話 加 入 権 211500 0 165000 46500 0 0 0 0 46500

非 償 却 資 産 ソフトウェア仮勘定
4402693856 1872052116 4402693856 1872052116 0 0 0 0 1872052116

計 4402905356 1872052116 4402858856 1872098616 0 0 0 0 1872098616
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ソ フ ト ウ ェ ア 80695960658 7869216068 28195659 88536981067 70935553261 5048442697 0 0 17601427806 注４

電 話 加 入 権 211500 0 165000 46500 0 0 0 0 46500

無形固定資産合計 リ ー ス 資 産 7656352863 2495709826 319888370 9832174319 3453410209 1505099348 0 0 6378764110

ソフトウェア仮勘
定

4402693856 1872052116 4402693856 1872052116 0 0 0 0 1872052116

計 92755218877 12236978010 4750942885 100241254002 74388963470 6553542045 0 0 25852290532

退職給付引当金見
返

90712152031 1018070489 7228403538 84501818982 0 0 0 0 84501818982

投資その他の資産 敷 金 ・ 保 証 金 12346340 3298613 1864370 13780583 0 0 0 0 13780583

計 90724498371 1021369102 7230267908 84515599565 0 0 0 0 84515599565

２ 引当金の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期増加額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘要
目 的 使 用 そ の 他

賞与引当金 16239821113 17161931236 16009820337 230000776 17161931236 注

計 16239821113 17161931236 16009820337 230000776 17161931236

注 賞与引当金の「当期減少額 その他」は、支給見込額と実支給額との差額であります。
３ 退職給付引当金の明細

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘要

退職給付債務合計額 90712152031 1018070489 7228403538 84501818982

退職一時金に係る債務 90712152031 1018070489 7228403538 84501818982

退職給付引当金 90712152031 1018070489 7228403538 84501818982

４ 資産除去債務の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘要

賃借建物の原状回復義務 3103546102 1444135828 21352724 4526329206 注

建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律

1315829486 25448980 0 1341278466 注

賃借した土地のうえに建
設した建物等を除去する
義務

245097457 4902470 0 249999927 注

計 4664473045 1474487278 21352724 6117607599

注 独立行政法人会計基準「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」における特
定を受けております。
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注１ 建物の当期増加額のうち、資産除去債務に対応する除去費用の計上額は1438百万円です。
注２ リース資産の当期増加額の主たるものは次のとおりです。 （単位：百万円）

機構ＩＣＴ基盤（共通基盤システム等）（有形） 5030
機構ＩＣＴ基盤（拠点端末設備等）（有形） 1510
コールセンターシステム設備（電話交換機等）（有形） 1222

注３ リース資産の当期減少額の主たるものは次のとおりです。 （単位：百万円）
日本年金機構端末設備（区分３：カラープリンタ等）（有形） 2738
日本年金機構端末設備（区分１：モノクロプリンタ）（有形） 2365

注４ ソフトウェアの当期増加額の主たるものは次のとおりです。 （単位：百万円）
年金給付システム周辺サーバシステムの機器等更改に係る設計・開発業務 4801
社会保険オンラインシステム端末設備ソフトウェア開発等業務 1679
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５ 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細
 運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

期首
残高

交付金当期
交付額

当 期 振 替 額
引当金見返
との相殺額

期末
残高運営費交付

金収益
資産見返運
営費交付金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

資本剰余
金 小 計

0 372873908000 342083957490 5078254252 2470173770 3298613 349635684125 23238223875 0

 運営費交付金債務の当期振替額の明細
 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

（単位：円）

区 分 運営費交付金
収益

運営費交付金の主な使途

費 用 主 な 使 途

業務達成基準による
振替額

〇損益計算書に計上した費用の額：
・業務経費
その他人件費 39639651863円

事業運営費交付金
（保険料財源） 248605234878 209943026199

通信費 40176472792円
業務委託費 108039454554円
その他 21723178020円
・財務費用
支払利息 364268970円

〇損益計算書に計上した費用の額：
・業務経費
人件費 68838223055円
・一般管理費

機構運営費交付金
（国庫財源） 88754417509 86644003447

役員報酬 168775475円
人件費 8837150711円
その他人件費 183195954円
その他 8606727788円

・財務費用
支払利息 9930464円

〇損益計算書に計上した費用の額：
・業務経費
人件費 1307050070円
その他人件費 966520198円

年金生活者支援給
付金支給業務事務
取扱交付金（国庫
財源）

4724305103 4452491486

通信費 879578250円
業務委託費 998063138円
その他 262121728円
・一般管理費
役員報酬 575582円
人件費 37729585円
・財務費用
支払利息 852935円

期間進行基準による
振替額 0 0（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準による
振替額 0 0（費用進行基準を採用した業務は無い）

合 計 342083957490 301039521132
 資産見返運営費交付金、建設仮勘定見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な
使途の明細

（単位：円）

セグメント
資産見返運営費交付金への振
替

建設仮勘定見返運営費交付金
への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 振替額 主な使途 振替額 主な使途

建物
199331327円

事業運営費交
付金（保険料
財源）

3802934151

構築物
3960000円

車両運搬具
191157471円
工具器具備品
208572658円

1946196992

建設仮勘定
74144876円

ソフトウェア仮
勘定
1872052116円

3001017敷金・保証金3001017円

ソフトウェア
3199912695円

建物
963677625円

機構運営費交
付金（国庫財
源）

1269517956

構築物
13466119円

車両運搬具
9460308円

工具器具備品
10460631円

523976778建設仮勘定523976778円 297596敷金・保証金297596円

ソフトウェア
272453273円

年金生活者支
援給付金支給
業務事務取扱
交付金（国庫
財源）

5802145
工具器具備品

42654円
ソフトウェア
5759491円

0
（建設仮勘定
見返運営費交付
金への振替は無
い）

0
（資本剰余
金への振替は
無い）

合 計 5078254252 2470173770 3298613
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７ セグメント情報
（単位：円）

セグメント

事業運営費交付金
（保険料財源）

機構運営費交付金
（国庫財源）

年金生活者支援給付金
支給業務事務取扱交付
金
（国庫財源）

共 通 合 計

Ⅰ行政コスト

損益計算書上の費用合計 225582082247 100563341839 4819003610 0 330964427696

その他行政コスト

減価償却相当額 0 0 0 2332522101 2332522101

減損損失相当額 0 0 0 35619455 35619455

 引当金見返との相殺額の明細
（単位：円）

セ グ メ ン ト
引 当 金 見 返 と の 相 殺

相 殺 額 主 な 相 殺 額 の 内 訳

事業運営費交付金（保険料
財源） 4985228962 賞与引当金見返 4985228962円

機構運営費交付金（国庫財
源） 17843505161

賞与引当金見返 10743032336円
退職給付引当金見返 7100472825円

年金生活者支援給付金支給
業務事務取扱交付金（国庫
財源）

409489752
賞与引当金見返 281559039円
退職給付引当金見返 127930713円

合 計 23238223875

 運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

運営費交付金債務残高 使 用 見 込 み

業務達成基準を採用した
業務に係る分 0

・当該年度に交付された運営費交付金のうち資産見
返運営費交付金、建設仮勘定見返運営費交付金及
び資本剰余金に振替えたもの並びに引当金見返と
相殺したものを除き全額を収益化したので、運営
費交付金債務残高は無い。

費用進行基準を採用した
業務に係る分 0 ・費用進行基準を採用した業務は無い。

計 0

６ 役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員
(2943) (5) (0) (0)

171267 10 0 0

職 員
(40177570) (12246) (1022) (6)

77327678 11121 6567811 501

合 計
(40180512) (12251) (1022) (6)

77498945 11131 6567811 501
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（注１） 支給額は、千円未満切り上げで表示しております。
（注２） 支給人員数は、期中平均支給人員数を記載しております。
（注３） 役員に対する報酬等の支給基準の概要

「日本年金機構役員報酬規程」及び「日本年金機構役員退職手当規程」に基づき支給
しております。

（注４） 正規職員、准職員の給与及び退職手当の支給基準の概要
「日本年金機構職員給与規程」及び「日本年金機構職員退職手当規程」に基づき支給
しております。

（注５） 有期雇用契約職員等の給与基準の概要
「日本年金機構シニア職員給与規程」、「日本年金機構特定業務契約職員給与規程」、「日
本年金機構特定業務職員給与規程」、「日本年金機構アシスタント契約職員及びアシス
タント職員給与規程」、「日本年金機構年金相談職員給与規程」、「日本年金機構事務セン
ター専任職員給与規程」に基づき支給しております。

（注６） 報酬又は給与の支給額には、法定福利費（18562671千円）を除いております。
（注７） （ ）は非常勤役員及び有期雇用契約職員等（シニア職員、特定業務契約職員、特定業

務職員、アシスタント契約職員、アシスタント職員、年金相談職員及び事務センター専
任職員）に対するものであり外数となっております。
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利息費用相当額 0 0 0 35952233 35952233

除売却差額相当額 0 0 0 865167 865167

その他行政コスト合計 0 0 0 2404958956 2404958956

行政コスト 225582082247 100563341839 4819003610 2404958956 333369386652

Ⅱ日本年金機構の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 225582082247 100563341839 4819003610 4346810959 335311238655

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益

保険事業経費 91003150012 0 0 0 91003150012

オンラインシステム経費 86063005309 0 0 0 86063005309

年金相談等経費 48133067767 0 0 0 48133067767

業務経費 年金生活者支援給付金支給業務事務費 0 0 3259481413 0 3259481413

年金記録問題対策経費 0 1186775 0 0 1186775

事業費用 機構職員人件費 0 79775753896 1497679872 0 81273433768

計 225199223088 79776940671 4757161285 0 309733325044

機構職員人件費 0 10307450813 60989389 0 10368440202

一般管理費 機構内部管理事務経費 0 10450441308 0 0 10450441308

計 0 20757892121 60989389 0 20818881510

計 225199223088 100534832792 4818150674 0 330552206554

財務費用 364268970 9930464 852935 0 375052369

計 225563492058 100544763256 4819003609 0 330927258923

事業収益

運営費交付金収益 248605234878 88754417509 4724305103 0 342083957490

資産見返運営費交付金戻入 5493404018 1291883856 5479712 0 6790767586

賞与引当金見返に係る収益 5153718442 11456365368 321846650 0 16931930460

退職給付引当金見返に係る収益 0 1000630538 17439951 0 1018070489

その他 0 0 0 311620642 311620642

計 259252357338 102503297271 5069071416 311620642 367136346667

事業損益 33688865280 1958534015 250067807 311620642 36209087744

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報
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Ⅳ臨時損益等

臨時損失 18590189 18578583 1 0 37168773

計 18590189 18578583 1 0 37168773

臨時利益 18590189 18578583 1 0 37168773

計 18590189 18578583 1 0 37168773

当期純損益 33688865280 1958534015 250067807 311620642 36209087744

当期総損益 33688865280 1958534015 250067807 311620642 36209087744

Ⅴ総資産 56568641954 23548231011 512087263 240210779044 320839739272

流動資産 15709646890 11774266460 440110130 73753945611 101677969091

前払費用 10351070044 297821069 113201131 0 10762092244

賞与引当金見返 5358576846 11476445391 326908999 0 17161931236

その他 0 0 0 73753945611 73753945611

固定資産 40858995064 11773964551 71977133 166456833433 219161770181

リース資産 20000628510 995319210 57026926 0 21052974646

ソフトウェア 16988278861 605589076 7559869 0 17601427806

退職給付引当金見返 0 0 0 84501818982 84501818982

敷金・保証金 12697437 1083146 0 0 13780583

その他 3857390256 10171973119 7390338 81955014451 95991768164

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

１．事業の種類の区分及び事業の内容は以下のとおりです。
事業種類のセグメントは、日本年金機構法第44条第２項に定められた財源（国庫財源及び保険
料財源）及び年金生活者支援給付金の支給に関する法律第26条第２項に定められた財源（国庫財
源）ごとに区分しております。これは、年金業務等に投入された国庫財源及び保険料財源各々の
使途内訳及び損益を明らかにする必要があると考えていることによります。
事業運営費交付金事業：保険料財源による事業運営費交付金により行われる事業。保険事業経

費（国民年金の適用、徴収、給付に関する業務及び厚生年金保険の適
用、徴収、給付に関する業務）、社会保険オンラインシステム事業経
費（年金システムの管理に関する業務）及び年金相談等事業経費（年
金相談に関する業務）が含まれております。

機構運営費交付金事業：国庫財源による機構運営費交付金により行われる事業。機構職員人件
費（日本年金機構の役員及び正規職員等にかかる人件費）及び機構内
部管理事務経費（日本年金機構の内部管理のための事務経費）が含ま

れております。なお、年金記録問題対策経費（年金記録問題の対策に
関する業務）に計上されている事業費用は、前期末までに取得した固
定資産にかかる減価償却費のみを計上しております。

年金生活者支援給付金
支給業務事務取扱交付金事業：国庫財源による年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金

により行われる事業。年金生活者支援給付金支給業務事務費が
含まれております。

２．配賦不能である減価償却相当額、減損損失相当額、利息費用相当額及び除売却差額相当額は、
主に現物出資財産として受け入れた資産から生じたコストであります。また、配賦不能である事
業収益は運営費交付金収益以外の自己収入等であります。
３．配賦不能である資産は主に現物出資財産として受け入れた資産及び本部、拠点の現預金であり
ます。







令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

会
社
そ
の
他
の
公
告

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

札
幌
市
北
区
新
川
三
条
五
丁
目
九
番
二
七
号

澤
田
不
動
産
有
限
会
社

清
算
人

澤
田

正

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
付
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

な
お
、
当
社
は
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
本

店
移
転
し
て
お
り
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

（
新
本
店
）
札
幌
市
中
央
区
北
五
条
西
十
八
丁
目

二
番
三
号

（
旧
本
店
）
札
幌
市
中
央
区
北
五
条
西
十
六
丁
目

二
番
五
号

有
限
会
社
プ
ラ
ス
エ
ス

清
算
人

古
谷
美
峰
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
六
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

札
幌
市
中
央
区
大
通
東
四
丁
目
四
番
地
島
税
研
ビ
ル

有
限
会
社
島
産
業

清
算
人

島

秀
幸

解
散
公
告

当
組
合
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
臨
時
組

合
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組

合
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

青
森
県
八
戸
市
柏
崎
四
丁
目
一
四
番
三
一
号

ア
ー
バ
ン
建
築
設
計
監
理
企
画
協
同
組
合

代
表
清
算
人

吉
田

清
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

岩
手
県
陸
前
高
田
市
横
田
町
字
志
田
実
三
番
地
一
一

株
式
会
社
丸
屋

代
表
清
算
人

長
谷
川
順
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

宮
城
県
栗
原
市
若
柳
字
川
北
元
町
二
番
地
の
一

有
限
会
社
宮
北

清
算
人

百
々

正
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
四
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

栃
木
県
下
野
市
国
分
寺
一
四
〇
七
番
地
二

有
限
会
社
コ
ン
ド
ー

代
表
清
算
人

近
藤

和
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
四
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

群
馬
県
館
林
市
緑
町
一
丁
目
三
一
番
四
号

有
限
会
社
新
寿
物
流

清
算
人

野
村

年
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

群
馬
県
高
崎
市
中
泉
町
二
二
九
番
地
一

合
同
会
社
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｒ
Ｙ
Ｓ

清
算
人

徐

久

子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
川
口
市
本
町
四
丁
目
一
番
二
四
号

Ｎ
Ｉ
Ｋ
Ｏ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

常

旭
哲

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
南
埼
玉
郡
宮
代
町
宮
代
台
二
丁
目
一
二
番

八
号

Ｌ
ｅ
ｏ
ｎ
ａ
合
同
会
社

清
算
人

田
村

伸
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
所
沢
市
三
ヶ
島
一
丁
目
一
八
三
番
地
の
七

株
式
会
社
エ
ア
ロ
ワ
ン

代
表
清
算
人

大
隅

一
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
六
年
九
月
二
十
五
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
戸
田
市
喜
沢
二
丁
目
四
二
番
地
の
五
五

一
階

京
尚
合
同
会
社

清
算
人

王

玲





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
熊
谷
市
妻
沼
東
五
丁
目
七
五
番
地
二

株
式
会
社
メ
デ
コ

代
表
清
算
人

岡
田
眞
由
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

千
葉
県
習
志
野
市
藤
崎
一
丁
目
一
四
番
一
三
号

株
式
会
社
関
東
総
合
保
険
サ
ー
ビ
ス

代
表
清
算
人

曽
屋

浩
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

千
葉
市
緑
区
古
市
場
町
五
七
二
番
地
三

有
限
会
社
エ
フ
オ
ー
・
ラ
イ
ン

清
算
人

及
川

勝
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

千
葉
県
千
葉
市
中
央
区
新
千
葉
三
丁
目
二
番
一
号

新
千
葉
プ
ラ
ザ
マ
ン
シ
ョ
ン
三
〇
二
号

株
式
会
社
リ
ア
ル
パ
ー
ト
ナ
ー

代
表
清
算
人

津
田

知
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

千
葉
県
我
孫
子
市
下
ケ
戸
一
八
二
三
番
地
三

株
式
会
社
サ
ワ
ダ

代
表
清
算
人

澤
田

満

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

千
葉
市
若
葉
区
千
城
台
北
四
丁
目
六
番
六
号

株
式
会
社
リ
シ
ェ
ス
ビ
ル
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

代
表
清
算
人

中
田

英
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
渋
谷
区
恵
比
寿
二
丁
目
二
八
番
一
〇
号

Ｓ
ｈ
ｕ
Ｂ
Ｌ
Ｄ
Ｇ
二
九
二
六

ケ
ー
ワ
イ
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

窪
田

優
希

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
品
川
区
西
五
反
田
五
丁
目
三
〇

五

ベ
ル
サ
イ
ユ
目
黒
一
〇
二
号
室

大
越
株
式
会
社

代
表
清
算
人

柴
田

萌
佑

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
江
東
区
住
吉
二
丁
目
二
六
番
五
号

合
同
会
社
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ

清
算
人

佐
野

妹
花

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
大
田
区
南
久
が
原
二
丁
目
三
〇
番
二
五
号

株
式
会
社
エ
ル
グ
ラ
ー
ド
・
お
ぐ
ら

代
表
清
算
人

小
椋

和
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
板
橋
区
徳
丸
四
丁
目
一
八
番
一
九
号

株
式
会
社
ア
シ
ー
ム

代
表
清
算
人

梶

賢
三

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
杉
並
区
高
円
寺
南
一
丁
目
二
五
番
二
〇

一
〇
号

合
同
会
社
Ｙ
．
Ｘ
．
Ｌ

清
算
人

崔

璨

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
付
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
八
丁
堀
四
丁
目
二
番
一
〇
号
Ａ
Ｏ

Ｊ
税
理
士
法
人
内

ソ
ー
ラ
ー
ヨ
ハ
ネ
合
同
会
社

清
算
人

出
澤

貴
人

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
江
戸
川
区
松
島
一
丁
目
三
番
一
二
号

Ｃ
ｏ
ｒ
ａ
ｌ

Ｓ
ｅ
ａ
合
同
会
社

清
算
人

島
崎

弘
美

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
六
丁
目
二
三
番
四
号
桑
野

ビ
ル
二
階

合
同
会
社
東
京
メ
デ
ィ
ア

清
算
人

東
野

哲

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
八
丁
堀
四
丁
目
二
番
一
〇
号
Ａ
Ｏ

Ｊ
税
理
士
法
人
内

ソ
ー
ラ
ー
ヨ
ハ
ネ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
一
般
社

団
法
人

代
表
清
算
人

出
澤

貴
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
渋
谷
区
渋
谷
二
丁
目
八
番
七
青
山
宮
野
ビ

ル
四
〇
六

株
式
会
社
エ
イ
ワ
イ
ワ
ー
ル
ド

代
表
清
算
人

藤
原

宇
一





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
新
宿
区
左
門
町
六
番
地
の
七
鯉
江
ビ
ル
六

〇
三

メ
デ
ィ
ッ
ク
ス
東
京
株
式
会
社

代
表
清
算
人

橋
本

達
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
新
宿
区
中
落
合
一
丁
目
六
番
二
〇
号
下
落

合
東
デ
ュ
ー
プ
レ
ッ
ク
ス
一
〇
一

有
限
会
社
リ
ア
ル
エ
ス
テ
ー
ト
下
村

清
算
人

下
村

弘
造

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
千
代
田
区
飯
田
橋
一
丁
目
九

七
Ｉ
Ｓ
Ｍ

飯
田
橋
二
階

中
京
商
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

范

春
三

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
二
丁
目
二
番
一
五
号
浜
松
町

ダ
イ
ヤ
ビ
ル
二
Ｆ

ガ
イ
ア
・
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
株
式
会
社

代
表
清
算
人

木
村

優
衣

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
三
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
佃
二
丁
目
一
〇
番
九

二
一
〇
四
号

株
式
会
社
Ａ
Ｇ
Ｃ

Ｗ
Ｉ
Ｎ

代
表
清
算
人

吉
田

冬
優

解
散
公
告

当
社
は
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
本
公
告
掲
載
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
足
立
区
伊
興
四

一
一

一
八
モ
ア
ス

テ
ー
ジ
竹
ノ
塚
六
〇
一

昊
天
株
式
会
社

代
表
清
算
人

陳

娌
娜

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
室
町
一
丁
目
一
一
番
一
二

号
日
本
橋
水
野
ビ
ル
七
階

株
式
会
社
オ
フ
ァ

代
表
清
算
人

中
村

実

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
東
日
本
橋
三
丁
目
九
番
一
〇
号
Ｄ

Ｉ
Ｎ
Ｏ
日
本
橋
ビ
ル

ノ
ヴ
ァ
リ
ン
ク
株
式
会
社

代
表
清
算
人

ト
ウ
・
テ
キ

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
一
二
番
四
号
Ｎ
＆
Ｅ

Ｂ
Ｌ
Ｄ
．
七
階

合
同
会
社
あ
そ
び
の
星

清
算
人

山
本

美
雪

解
散
公
告

当
社
は
解
散
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
の
債
権
者
は
、
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
申
し
出
下
さ
い
。
右

期
間
内
に
申
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
板
橋
区
舟
渡
三
丁
目
一
〇
番
一
号
五
〇
五

レ
ア
シ
ス
板
橋

合
同
会
社
ミ
レ
ニ
ア
ム
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ

清
算
人

大
久
保
和
好

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
豊
島
区
北
大
塚
二
丁
目
一
七
番
四
号
大
塚

キ
ャ
リ
ア
ビ
ル
五
階

株
式
会
社
ア
ス
ト
ラ

代
表
清
算
人

加
藤

洸
希

解
散
公
告

当
組
合
は
、
総
組
合
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
港
区
赤
坂
一

八

一
赤
坂
イ
ン
タ
ー
シ

テ
ィ
Ａ
Ｉ
Ｒ
九
Ｆ

Ｔ
Ｃ
Ｐ
有
限
責
任
事
業
組
合

清
算
人

本
田

貴
大

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
九
日
付
会
社
法
第
三
一

九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
株
主
総
会
の
書
面
決
議
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
新
富
一
丁
目
六
番
八
号
第
三
東
邦

ビ
ル
五
階

株
式
会
社
創
成

代
表
清
算
人

永
島

剛

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
世
田
谷
区
下
馬
六
丁
目
五
三
番
五
号
ク

レ
ー
ル
下
馬
二
〇
二

Ｉ
Ｄ
Ｅ
Ａ
Ｌ

Ｓ
Ｔ
Ｕ
Ｄ
Ｉ
Ｏ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

笠
間

雄
介

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
一
二
番
四
号

合
同
会
社
ス
ク
ー
プ

清
算
人

太
尾
田
未
来

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
港
区
新
橋
五
丁
目
二
五
番
三
号

一
般
社
団
法
人
希

代
表
清
算
人

小
川

和
利

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

神
奈
川
県
逗
子
市
逗
子
七
丁
目
一
番
五
七
号

カ
イ
ナ
ル
逗
子
三
〇
三

日
印
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
＆
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
株

式
会
社

代
表
清
算
人

安
井

重
麿

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

横
浜
市
緑
区
竹
山
二
丁
目
三
番
地
六

竹
山
団
地

二
三
〇
二

二
一
六

株
式
会
社
内
外
メ
デ
ィ
ア
通
信
社

代
表
清
算
人

西
村

直
子





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

横
浜
市
緑
区
長
津
田
一
丁
目
二
一
番
二
九
号

Ｍ
ａ
ｒ
ｉ
ｎ
ｅ

Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

吉
井

陽
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

川
崎
市
中
原
区
上
小
田
中
三
丁
目
二
三
番
三
二
号

ヴ
ァ
ン
ベ
ー
ル
二
Ｆ

三
明
医
薬
株
式
会
社

代
表
清
算
人

符

智
操

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

神
奈
川
県
伊
勢
原
市
桜
台
二
丁
目
二
五
番
一
八
号

株
式
会
社
建
和

代
表
清
算
人

松
﨑

孝
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

横
浜
市
戸
塚
区
原
宿
五
丁
目
一
七
番
六
号

株
式
会
社
Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
Ｍ
Ａ
Ｋ
Ｅ
Ｒ
岩
下
工
務
店

代
表
清
算
人

岩
下

公
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

富
山
県
高
岡
市
波
岡
一
一
〇
一
番
地

三
建
工
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

福
井

淳
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
井
県
福
井
市
二
の
宮
三
丁
目
二
一
番
九
号

有
限
会
社
大
谷
紙
興

清
算
人

室

則
之

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

長
野
県
下
高
井
郡
木
島
平
村
大
字
上
木
島
三
四
四

二

六
有
限
会
社
ペ
ン
シ
ョ
ン
寿
グ
リ
ー
ン
シ
ャ
ワ
ー

清
算
人

明
石

洋
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

長
野
県
佐
久
市
北
川
六
四
〇
番
地

株
式
会
社
東
信
製
作
所

代
表
清
算
人

髙
見
澤
正
博

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

静
岡
県
静
岡
市
清
水
区
草
薙
三
九
九

一
五
三

特
定
非
営
利
活
動
法
人
Ｍ
Ａ
Ｔ
Ｙ
（
メ
イ

テ
ィ
ー
）

清
算
人

市
川

由
治

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
八
日
開
催
の
社
員
総

会
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

愛
知
県
新
城
市
作
手
中
河
内
字
細
沢
連
二
七
番
地
一

特
定
非
営
利
活
動
法
人
つ
く
で
ハ
ッ
ピ
ー
パ
ラ

ダ
イ
ス

清
算
人

加
藤
み
つ
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
一
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

滋
賀
県
愛
知
郡
愛
荘
町
東
円
堂
二
四
八
一
番
地

合
同
会
社
す
ぎ
な

清
算
人

中
村

佳
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

滋
賀
県
大
津
市
打
出
浜
三
番
八
号

寺
田
木
材
株
式
会
社

代
表
清
算
人

寺
田

利
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

滋
賀
県
蒲
生
郡
日
野
町
大
字
村
井
一
二
四
六
番
地

株
式
会
社
岡
平
製
薬
所

代
表
清
算
人

長
田
千
鶴
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

滋
賀
県
近
江
八
幡
市
上
野
町
二
三
一
番
地

有
限
会
社
大
黒
電
機

清
算
人

大
黒
キ
ヨ
子

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

京
都
市
右
京
区
山
ノ
内
苗
町
八
番
地
一
ネ
バ
ー
ラ

ン
ド
葛
野
大
路
三
条
メ
ロ
デ
ィ
ア
七
〇
六
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
コ
ン
サ
ウ
ェ
ル

清
算
人

谷
口

幸
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
府
枚
方
市
東
山
二
丁
目
四
三
番
地
二

二
〇
六

合
同
会
社
Ｂ
ｌ
ｏ
ｓ
ｓ
ｏ
ｍ

清
算
人

月
野

里
菜

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
府
池
田
市
鉢
塚
二
丁
目
一

六

有
限
会
社
ス
パ
ン
グ

清
算
人

飯
田

和
男





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
府
東
大
阪
市
長
田
東
四
丁
目
二
番
三
二
号

大
真
ビ
ル
四
〇
一
号
室

株
式
会
社
ロ
ー
ジ
ー

代
表
清
算
人

柏
木

明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
六
年
十
二
月
十
一
日
会
社
法
第
四
七
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当

社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
西
区
西
本
町
二
丁
目
一
番
四
一
号
イ
ン
テ

リ
ン
ク
ス
西
本
町
六
〇
一
号

株
式
会
社
飛
翔

代
表
清
算
人

松
岡

文
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
西
区
京
町
堀
一

一
三

一
七

ハ
イ
ツ
オ
ー
ク
ラ
靭
公
園
三
〇
八
号
室

中
日
薈
建
国
際
株
式
会
社

代
表
清
算
人

緒
方

景

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
淀
川
区
宮
原
四
丁
目
五
番
四
一
号

株
式
会
社
Ｓ
Ｎ
Ｋ
エ
ン
タ
テ
イ
ン
メ
ン
ト

代
表
清
算
人

山
澤

満

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
西
区
江
之
子
島
一
丁
目
六
番
二

九
〇
一
号

株
式
会
社
ア
ド
・
バ
ン
ス

代
表
清
算
人

上
西

徹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
中
央
区
内
本
町
二
丁
目
一

一
九

九
五

〇
号
室

日
本
喜
屋
科
技
株
式
会
社

代
表
清
算
人

沈

喬
楠

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
東
成
区
中
本
五
丁
目
一
九
番
一
四
号
Ｄ
号
室

泰
平
株
式
会
社

代
表
清
算
人

石
田

美
恵

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

兵
庫
県
加
古
郡
稲
美
町

草
四
〇
九
番
地
の
一

株
式
会
社
大
起
建
設

代
表
清
算
人

大
西

一
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

神
戸
市
中
央
区
国
香
通
二
丁
目
二
番
四

四
〇
五

号
室

清
閑
合
同
会
社

代
表
清
算
人

グ
エ
ン
・
タ
イ
・
チ
ャ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
三

十
一
日
に
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

奈
良
市
疋
田
町
五
二
五
番
地
の
一
二

株
式
会
社
ア
ド
バ
ン
ス

代
表
清
算
人

中
井

邦
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

鳥
取
市
富
安
一
丁
目
一
五
二
番
地
Ｓ
Ｇ
ビ
ル

株
式
会
社
よ
み
れ
ん
鳥
取

代
表
清
算
人

山
本

正
広

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

岡
山
市
北
区
新
屋
敷
町
三
丁
目
一
八
番
二
五
号

朋
和
創
建
株
式
会
社

代
表
清
算
人

二
谷

秀
治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

広
島
市
中
区
吉
島
西
一
丁
目
一
〇
番
二
八
号

Ｌ
Ｕ
Ｆ
Ｔ
ア
セ
ッ
ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式

会
社

代
表
清
算
人

大
野

緑

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

広
島
県
呉
市
広
多
賀
谷
二
丁
目
二
番
四
号

株
式
会
社
一
橋

代
表
清
算
人

渡
橋

智
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

広
島
市
中
区
流
川
町
五
番
八
号

海
藍
天
合
同
会
社

清
算
人

王

亜
蓮

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
個
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

香
川
県
高
松
市
西
春
日
町
一
二
七
四
番
地
五

有
限
会
社
三
好
設
備

清
算
人

三
好

裕
彰

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

愛
媛
県
宇
和
島
市
別
当
六
丁
目
四
番
三
号

株
式
会
社
ほ
け
ん
ラ
ボ

代
表
清
算
人

畑
中

貴
博





第 73 期決算公告 令和８年７月29日
茨城県石岡市行里川23番地４
三浦紙器工業株式会社
代表取締役 松本 佳久

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 299,061
固 定 資 産 515,471
合 計 814,532

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 233,369
固 定 負 債 451,713
株 主 資 本 129,449
資 本 金 24,000
利 益 剰 余 金 105,449
利 益 準 備 金 27,000
その他利益剰余金 78,449
(うち当期純利益) (39,049)
合 計 814,532

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
岡
市
城
南
区
飯
倉
一
丁
目
九
番
三
二
号

株
式
会
社
フ
ラ
ク
タ
ル

代
表
清
算
人

平
川

貞
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
岡
県
八
女
市
立
花
町
白
木
字
今
屋
敷
一
〇
〇
二

番
地
の
五

有
限
会
社
有
機
農
業
生
産
組
合
花
嘉

清
算
人

松
尾

晃
治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

北
九
州
市
八
幡
東
区
前
田
一
丁
目
四
番
八
号

株
式
会
社
ワ
イ
エ
ス
計
算
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

尾
崎
由

子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

宮
崎
市
下
北
方
町
塚
原
五
八
四
四
番
地

有
限
会
社
景
清
酒
店

清
算
人

大
野

幸
重

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
国
頭
郡
恩
納
村
字
山
田
一
九
八
七
番
地
二

株
式
会
社
真

代
表
清
算
人

内
田

昇

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
石
垣
市
字
登
野
城
六
二
三
番
地
一
一

合
同
会
社
み
ー
ち
ぬ
や

代
表
清
算
人

下
地

勝
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
沖
縄
市
泡
瀬
二
丁
目
三
番
二
号

有
限
会
社
は
ま
電
気
通
信
工
事

清
算
人

濱
里

盛
秀

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
石
垣
市
字
真
栄
里
二
四
二

一
コ
ー
ポ
植

花
夢
一
〇
二

龍
翔
園
株
式
会
社

代
表
清
算
人

簡
田

安
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
宜
野
湾
市
大
山
二
丁
目
一
六
番
一
号

ア
ロ
マ
コ
ー
ヒ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

喜
舎
場
淑
子

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
、
福
島
地
方
裁

判
所
白
河
支
部
の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
島
県
白
河
市
金
屋
町
五
五
番
地

宗
教
法
人
心
睦
教
団
安
藤
教
会

清
算
人

弁
護
士

宮
本

雅
司

連
絡
先

〇
二
四
八

二
七

二
二
八
三

弁
護
士
法
人
宮
本
法
律
事
務
所

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
十
月
八
日
開
催
の
責
任
役
員
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

富
山
県
下
新
川
郡
朝
日
町
大
家
庄
五
六
二
番
地

宗
教
法
人
西
順
寺

清
算
人

名
越

美
生

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
八
日
開
催
の
総
会
の

決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
一
日
解
散
し
た
の
で
、
当
法

人
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
西
区
江
之
子
島
一
丁
目
九
番
一
五

マ
ツ
ダ
フ
ァ
ミ
リ
ー
ハ
イ
ツ
阿
波
座
管
理
組
合

法
人

清
算
人

西
浦

一
美

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
土
地
改
良
区
は
、
令
和
八
年
七
月
十
四
日
兵
庫
県
知

事
の
認
可
に
よ
り
解
散
し
ま
し
た
の
で
、
当
土
地
改
良
区

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

兵
庫
県
揖
保
郡
太
子
町
岩
見
構
三
七
三
番
地

岩
見
の
里
土
地
改
良
区

代
表
清
算
人

下
村

正
文

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
十
六
日
福
島
地
方
裁
判
所

会
津
若
松
支
部
の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八

年
八
月
十
九
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
島
県
喜
多
方
市
熊
倉
町
雄
国
字
村
中
甲
二
三
一

番
地
ロ

宗
教
法
人
禊
教
雄
国
分
院
教
会

清
算
人

弁
護
士

舟
城

善
貴

連
絡
先

福
島
県
会
津
若
松
市
大
町
二
丁
目
十
一

番
二
十
三
号
ト
ッ
プ
レ
デ
ィ
ビ
ル
二
階

舟
城
法

律
事
務
所

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
七
月
三
日
開
催
の
本
地
生
産
森

林
組
合
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
に

県
の
認
可
を
得
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

広
島
県
山
県
郡
北
広
島
町
本
地
二
二
六
六
番
地

本
地
生
産
森
林
組
合

清
算
人

堀
亀

諭

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
十
日
責
任
役
員
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
十
九
日
）
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お

申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

三
重
県
松
阪
市
嬉
野
矢
下
町
五
六
六
番
地

東
禅
寺

清
算
人

西
村

倫
也





第 34 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

群馬県太田市吉沢町1059番地10
オウミ通商株式会社
代表取締役 河野 耕平

貸借対照表の要旨
(令和５年５月31日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 11
固 定 資 産 130
資 産 合 計 141

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 46
株 主 資 本 95
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 85
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 82
(うち当期純損失) (1)

負債・純資産合計 141

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
五
月
十
四
日
社
員
総
会
の
決
議

並
び
に
三
重
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八
年
七
月
九

日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
十
九
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

三
重
県
北
牟
婁
郡
紀
北
町
上
里
三
五
〇
番
地
一

医
療
法
人
充
仁
会

清
算
人

林

丘

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
公
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
三
日
、
香
川
県
知
事

の
認
可
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
公
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八

月
十
九
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

香
川
県
さ
ぬ
き
市
志
度
五
三
八
五
番
地
八

さ
ぬ
き
市
土
地
開
発
公
社

代
表
清
算
人

中
村

修

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
十
二
月
一
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
並
び
に
福
岡
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
七
年

十
二
月
一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法

人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和

八
年
八
月
十
九
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
く
だ
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と

き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
岡
県
糟
屋
郡
粕
屋
町
若
宮
二
丁
目
六
番
一
号

医
療
法
人
む
ら
つ
か
耳
鼻
咽
喉
科
ク
リ
ニ
ッ
ク

清
算
人

村
塚

幸
穂





第 59 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日

東京都江戸川区篠崎町七丁目19番６号
浅野運輸株式会社

代表取締役 栗原 等
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年４月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 169,525 流 動 負 債 44,052
固 定 資 産 482,598 固 定 負 債 40,002

株 主 資 本 557,884
資 本 金 14,000
利 益 剰 余 金 543,884
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 542,884
(うち当期純利益) (1,863)

評価・換算差額等 10,185
その他有価証券評価
差額金 10,185

資 産 合 計 652,123 負債・純資産合計 652,123

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



貸借対照表の要旨
(令和７年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 99,291
合 計 99,291

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,979
株 主 資 本 91,311
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 81,311
その他利益剰余金 81,311
(うち当期純利益) (1,019)
合 計 99,291

第 23 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都港区麻布台三丁目４番23号
ブラックボードジャパン株式会社

代表取締役 マイケル・パトリック・
ポホリロ

第 ９ 期 決 算 公 告
2026 年６月 30 日
北海道虻田郡ニセコ町字ニセコ447番地５
株式会社モイワリゾーツオペレーション

代表取締役 米田 成史
貸借対照表の要旨

(2026年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 140,871
固 定 資 産 10,154
合 計 151,025

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 680,347
株 主 資 本  529,321
資 本 金 300
利 益 剰 余 金  529,621
その他利益剰余金  529,621
(うち当期純利益) (80,551)
合 計 151,025

第 22 期決算公告 令和８年８月20日
茨城県神栖市柳川4123番地

鹿島トランスシティサービス株式会社
代表取締役 齋藤 正志

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 149,834
固 定 資 産 70,660
資 産 合 計 220,494

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 57,776
固 定 負 債 33,233
負 債 合 計 91,010
株 主 資 本 129,484
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 119,484
その他利益剰余金 119,484
(うち当期純利益) (1,398)
純資産合計 129,484
負債・純資産合計 220,494

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第６期決算公告 令和８年７月29日
群馬県北群馬郡吉岡町大久保291

株式会社カノー紙器
代表取締役 髙田 良介

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 114,602
固 定 資 産 84,070
繰 延 資 産 297
合 計 198,969

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 94,125
固 定 負 債 132,211
株 主 資 本 27,366
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 37,366
その他利益剰余金 37,366
(うち当期純利益) (7,982)
合 計 198,969

第 55 期決算公告 令和８年７月29日
群馬県佐波郡玉村町大字上之手711番地

株式会社高崎紙工
代表取締役 髙田 良介

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 93,077
固 定 資 産 3,591
合 計 96,669

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 85,243
固 定 負 債 0
株 主 資 本 11,426
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 1,426
利 益 準 備 金 37
その他利益剰余金 1,388
(うち当期純利益) (5,703)
合 計 96,669

第 15 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県上尾市大字中新井454番２
株式会社フジマテリアル
代表取締役 藤田 賢

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 472,681
固 定 資 産 51,662
合 計 524,343

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 210,225
固 定 負 債 0
株 主 資 本 314,118
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 304,118
その他利益剰余金 304,118
(うち当期純利益) (36,047)
合 計 524,343

第 24 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県所沢市大字南永井349番地の１

株式会社アールパッケージ
代表取締役 大橋 俊明

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 217,169
固 定 資 産 44,624
合 計 261,794

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,498
固 定 負 債 57,968
株 主 資 本 74,327
資 本 金 15,050
資 本 剰 余 金 5,000
資 本 準 備 金 5,000
利 益 剰 余 金 54,277
その他利益剰余金 54,277
(うち当期純利益) (3,816)
合 計 261,794

第 65 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県本庄市東五十子710番地

富士運送株式会社
代表取締役 大塚 仁

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 160,554
固 定 資 産 200,163
合 計 360,717

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 35,588
固 定 負 債 0
株 主 資 本 325,129
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 325,731
利 益 準 備 金 1,720
その他利益剰余金 324,011
(うち当期純利益) (8,683)
自 己 株 式 10,602
合 計 360,717

第 58 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県さいたま市岩槻区大戸234番地

富士運輸株式会社
代表取締役 尾形 尚也

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 129,742
固 定 資 産 1,694
合 計 131,436

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 103,311
固 定 負 債 225,170
株 主 資 本 197,045
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 204,340
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 206,840
(うち当期純損失) (73,372)
自 己 株 式 2,704
合 計 131,436

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 61 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県さいたま市岩槻区大戸234番地

近東紙業株式会社
代表取締役 坂本兼司郎

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 184,396
固 定 資 産 102,677
合 計 287,074

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,467
固 定 負 債 0
株 主 資 本 279,606
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 272,027
利 益 準 備 金 1,250
その他利益剰余金 270,778
(うち当期純利益) (4,424)
自 己 株 式 2,421
合 計 287,074

第 73 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県越谷市南荻島177番地１
平林パッケージ株式会社
代表取締役 松本 佳久

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 392,442
固 定 資 産 684,717
合 計 1,077,160

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 147,096
固 定 負 債 311,890
株 主 資 本 618,173
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 608,173
利 益 準 備 金 5,112
その他利益剰余金 603,060
(うち当期純利益) (11,582)
合 計 1,077,160

第 59 期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県川口市大字新堀字前337の１

株式会社サンコー
代表取締役 森川 豪

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 76,437
固 定 資 産 57,186
合 計 133,624

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 50,514
固 定 負 債 71,808
株 主 資 本 11,301
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 8,698
利 益 準 備 金 2,000
その他利益剰余金 10,698
(うち当期純損失) (10,245)
合 計 133,624

第４期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県さいたま市岩槻区大戸234番地

株式会社ＴＣＫ
代表取締役 松本 佳久

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 296,756
固 定 資 産 14,759
合 計 311,515

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 280,759
固 定 負 債 137,872
株 主 資 本 107,115
資 本 金 15,000
資 本 剰 余 金 15,000
資 本 準 備 金 15,000
利 益 剰 余 金 137,115
その他利益剰余金 137,115
(うち当期純損失) (20,260)
合 計 311,515

第１期決算公告 令和８年７月29日
埼玉県八潮市大字西袋97番地
八木段ボール株式会社
代表取締役 八木 敏也

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 961,510
固 定 資 産 1,862,362
合 計 2,823,872

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 190,753
固 定 負 債 234,886
株 主 資 本 2,398,231
資 本 金 10
資 本 剰 余 金 2,348,312
利 益 剰 余 金 49,909
その他利益剰余金 49,909
(うち当期純利益) (49,909)
合 計 2,823,872

第 46 期 決 算 公 告
令和８年７月 31 日

埼玉県三郷市戸ヶ崎3224番地
株式会社大池

代表取締役 澁谷 政明
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 486,191
固 定 資 産 117,411
資 産 合 計 603,602

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 159,503
固 定 負 債 120,927
株 主 資 本 323,171
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 320,171
利 益 準 備 金 750
その他利益剰余金 319,421
(うち当期純利益) (2,118)

負債・純資産合計 603,602

第 14 期 決 算 公 告
令和８年７月 30 日

千葉県浦安市北栄一丁目２番25号
株式会社エナジートランスポーター

代表取締役 栗原 等
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 125,617
固 定 資 産 28,092
合 計 153,709

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 28,672
固 定 負 債 32,430
株 主 資 本 92,607
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 89,607
その他利益剰余金 89,607
(うち当期純利益) (6,862)
合 計 153,709

決算公告 令和８年８月20日
東京都千代田区麹町二丁目６番地５

株式会社ＪＳＫ15
代表取締役 吉川 明

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 10
合 計 10

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 484
株 主 資 本 474
資 本 金 5
資 本 剰 余 金 5
資 本 準 備 金 5
利 益 剰 余 金 484
その他利益剰余金 484
(うち当期純損失) (201)
合 計 10

第 35 期決算公告 令和８年８月20日
東京都港区芝浦二丁目２番15号

株式会社ＯＯＲＯＮＧＳＨＡ
代表取締役 小林 武史

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,633,082
固 定 資 産 13,059,694
資 産 合 計 16,692,776

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 446,383
固 定 負 債 125,548
株 主 資 本 16,120,845
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 1,527,712
その他資本剰余金 1,527,712
利 益 剰 余 金 14,590,133
利 益 準 備 金 750
その他利益剰余金 14,589,383
(うち当期純利益) (205,677)

負債・純資産合計 16,692,776

第 58 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都千代田区鍛冶町１丁目９番16号

株 式 会 社 近 代 設 計
代表取締役 根本 顯

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,283,993
固 定 資 産 524,774
合 計 4,808,767

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,095,386
固 定 負 債 48,428
株 主 資 本 3,664,953
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 3,614,953
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 3,602,453
(うち当期純利益) (942,269)
合 計 4,808,767

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都千代田区大手町一丁目４番２号
ＭＢＤ Ｐａｒｔｎｅｒｓ株式会社

代表取締役 中村 誠
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 64,526
固 定 資 産 534,944
資 産 合 計 599,470

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,047
株 主 資 本 592,423
資 本 金 490,000
資 本 剰 余 金 160,000
資 本 準 備 金 160,000
利 益 剰 余 金 57,577
その他利益剰余金 57,577
(うち当期純損失) (10,995)

負債・純資産合計 599,470

第 12 期 決 算 公 告
2026 年６月 29 日
東京都台東区東上野２丁目10番１号

ＪＰ東京特選会株式会社
代表取締役社長 片岡 聡

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 141,753
固 定 資 産 10,850
合 計 152,603

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 53,499
固 定 負 債 2,932
株 主 資 本 96,172
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 1,331
資 本 準 備 金 1,331
利 益 剰 余 金 64,840
その他利益剰余金 64,840
(うち当期純利益) (11,505)
合 計 152,603

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都港区虎ノ門四丁目１番13号
株式会社ジソウ

代表取締役 本門功一郎
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 16,811
固 定 資 産 591
資 産 合 計 17,403

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,203
株 主 資 本 6,200
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 5,000
資 本 準 備 金 5,000
利 益 剰 余 金 3,799
その他利益剰余金 3,799
(うち当期純損失) (2,248)

負債・純資産合計 17,403

第２期決算公告 令和８年６月29日
東京都港区虎ノ門四丁目１番13号
株式会社インバウンド・バズ
代表取締役 木村 好志

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 19,855
固 定 資 産 59,310
資 産 合 計 79,165

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,824
固 定 負 債 100,000
株 主 資 本 26,659
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 5,000
資 本 準 備 金 5,000
利 益 剰 余 金 36,659
その他利益剰余金 36,659
(うち当期純損失) (7,571)

負債・純資産合計 79,165

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都港区虎ノ門四丁目１番13号
株式会社エルマーケ

代表取締役 関口 大地
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 116,833
固 定 資 産 5,027
資 産 合 計 121,860

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 62,783
固 定 負 債 26,503
株 主 資 本 32,573
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 27,573
その他利益剰余金 27,573
(うち当期純利益) (7,164)

負債・純資産合計 121,860

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区銀座１丁目12４
Ｎ＆ＥＢＬＤ．７階

株式会社アイオープン
代表取締役 今井 宗貴

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 16,008
繰 延 資 産 185
合 計 16,193

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,530
株 主 資 本 13,663
資 本 金 250
利 益 剰 余 金 13,413
その他利益剰余金 13,413
(うち当期純利益) (6,840)
合 計 16,193

2026 年 度 決 算 公 告
2026 年８月 20 日

東京都港区赤坂七丁目11番７号
三共赤坂ビル５階

株式会社ｕｎｌｏｃｋ．ｌｙ４号
代表取締役 三島 徹平

貸借対照表の要旨(2026年１月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 21,747
固 定 資 産 291,198
合 計 312,945

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 478
固 定 負 債 314,664
株 主 資 本  2,196
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金  7,196
その他利益剰余金  7,196
(うち当期純損失) (364)
合 計 312,945

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都千代田区神田小川町一丁目７番地

株式会社アエタスファルマ
代表取締役 堺 俊哉

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 51,385
固 定 資 産 19,403
合 計 70,788

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,119
固 定 負 債 2,000
株 主 資 本 61,669
資 本 金 97,130
資 本 剰 余 金 269,130
資 本 準 備 金 269,130
利 益 剰 余 金 304,590
その他利益剰余金 304,590
(うち当期純利益) (7,046)
合 計 70,788

第２期決算公告 令和８年７月29日
東京都千代田区神田神保町一丁目28番地１
株式会社プロパックホールディングス

代表取締役 坂本兼司郎
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 65,666
固 定 資 産 17,232,411
合 計 17,298,078

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 178,731
固 定 負 債 13,397,824
株 主 資 本 3,721,522
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 4,775,000
資 本 準 備 金 410,300
その他資本剰余金 4,364,700
利 益 剰 余 金 1,153,477
その他利益剰余金 1,153,477
(うち当期純損失) (676,520)
合 計 17,298,078

第 79 期決算公告 令和８年７月29日
東京都中央区日本橋本町四丁目13番10号

幸伸株式会社
代表取締役 芥川 公一

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 136,482
固 定 資 産 173,064
合 計 309,546

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 80,867
固 定 負 債 0
株 主 資 本 228,679
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 198,679
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 191,179
(うち当期純損失) (14,746)
合 計 309,546

第 64 期決算公告 令和８年７月29日
東京都八王子市下恩方町848番地

高橋紙器工業株式会社
代表取締役 片岡 征則

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 136,549
固 定 資 産 153,590
合 計 290,139

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 86,146
固 定 負 債 0
株 主 資 本 203,993
資 本 金 6,000
利 益 剰 余 金 197,993
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 197,693
(うち当期純損失) (28,263)
合 計 290,139

第 34 期決算公告 令和８年８月20日
長野県長野市小島田町80番地
新光テクノサーブ株式会社
代表取締役社長 松林 克幸

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 188
固 定 資 産 13
合 計 202

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 70
固 定 負 債 0
(うち退職金引当金) (0)
株 主 資 本 132
資 本 金 40
利 益 剰 余 金 92
利 益 準 備 金 10
その他利益剰余金 82
(うち当期純利益) (15)
合 計 202

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

岐阜市北一色三丁目９番21号
株式会社タカオホールディングス

代表取締役 清水 正義
貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 434,518
固 定 資 産 628,231
合 計 1,062,750

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 17,716
固 定 負 債 74,754
株 主 資 本 970,280
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 940,280
利 益 準 備 金 2,400
その他利益剰余金 937,880
(うち当期純利益) (400,159)
合 計 1,062,750

第 11 期決算公告 令和８年８月20日
岐阜市北一色三丁目９番21号

株式会社タカオホームパートナーズ
代表取締役 野尻 大名

貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,588,627
固 定 資 産 275,282
合 計 1,863,909

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,268,041
固 定 負 債 396,481
株 主 資 本 199,386
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 41,190
その他資本剰余金 41,190
利 益 剰 余 金 128,196
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 120,696
(うち当期純損失) (75,033)
合 計 1,863,909

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 78 期決算公告 2026年７月24日
名古屋市中村区太閤一丁目５番13号

アイワ電設開発株式会社
代表取締役 原 修次

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,929,573
固 定 資 産 1,512,582
合 計 3,442,155

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 909,173
固 定 負 債 571,740
株 主 資 本 1,961,242
資 本 金 95,000
資 本 剰 余 金 45,000
(資本準備金) (45,000)
利 益 剰 余 金 1,821,242
(利益準備金) (12,500)
(その他利益剰余金) (1,808,742)
(うち当期純利益) (201,927)
合 計 3,442,155

第 66 期決算公告 令和８年８月20日
愛知県名古屋市西区笠取町三丁目76番地

ＴＯＴＯ中部販売株式会社
代表取締役 梶谷 直基

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 5,220,520
固 定 資 産 541,904
繰 延 資 産 154
資 産 合 計 5,762,578

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,087,146
固 定 負 債 275,612
株 主 資 本 399,820
資 本 金 18,000
資 本 剰 余 金 27,000
利 益 剰 余 金 354,820
利 益 準 備 金 4,500
その他利益剰余金 350,320
(うち当期純利益) (297,905)

負債・純資産合計 5,762,578

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

大阪府枚方市渚本町５番13号
株式会社ワールドワード
代表取締役 山本 幸治

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 3,918,905
固 定 資 産 38,618,622
合 計 42,537,527

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 42,070,831
固 定 負 債 98,441,500
株 主 資 本 97,974,804
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 98,024,804
その他利益剰余金 98,024,804
(うち当期純損失) (16,680,774)
合 計 42,537,527

第 23 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日
大阪府大阪市中央区北浜東１番22号

株式会社ユニオンネット
代表取締役 平田 希

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 221,196
固 定 資 産 42,584
資 産 合 計 263,780

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 119,000
固 定 負 債 36,840
株 主 資 本 107,940
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 97,940
その他利益剰余金 97,940
(うち当期純利益) (3,509)

負債・純資産合計 263,780

第 ９ 期 決 算 公 告
2026 年８月 20 日
大阪市福島区海老江５丁目２番２号

株式会社エスケイ商事
代表取締役 笹倉慎太郎

貸借対照表の要旨
(2026年５月31日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 133
固 定 資 産 296
合 計 430

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 0
株 主 資 本 429
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 419
その他利益剰余金 419
(当期純損失) (2)
合 計 430

第 ４ 期 決 算 公 告
2026 年８月 20 日
大阪市福島区海老江５丁目２番２号

株式会社エスケイホールディングス
代表取締役 笹倉 敏彦

貸借対照表の要旨
(2026年５月31日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 10
固 定 資 産 10
合 計 20

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 0
株 主 資 本 20
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 10
その他利益剰余金 10
(当期純利益) (7)
合 計 20

第 57 期決算公告 令和８年８月20日
奈良県奈良市杉ヶ町31番地

株式会社トヨタレンタリース奈良
代表取締役 池 攻

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,160,225
固 定 資 産 1,463,528
資 産 合 計 4,623,753

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 627,480
固 定 負 債 248,951
うち退職給付引当
金  (58,949)
株 主 資 本 3,747,322
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 3,737,322
利 益 準 備 金 4,800
その他利益剰余金 3,732,522
(うち当期純利益) (202,720)

負債・純資産合計 4,623,753

第 35 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

鳥取県鳥取市扇町75番地２
株式会社松田経済経営研究所

代表取締役 全 炷巌
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 155,759
固 定 資 産 709,739
合 計 865,499

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 381,337
固 定 負 債 467,185
株 主 資 本 16,976
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 6,976
利 益 準 備 金 50
その他利益剰余金 6,926
(うち当期純利益) (18,489)
合 計 865,499

第 36 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

鳥取県鳥取市扇町75番地２
株式会社ワールドカップレジャー

代表取締役 全 炷巌
貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 91,919
固 定 資 産 4,602,017
繰 延 資 産 301
合 計 4,694,238

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 318,928
固 定 負 債 4,274,849
株 主 資 本 100,459
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 90,459
利 益 準 備 金 3,000
その他利益剰余金 87,459
(うち当期純利益) (31,399)
合 計 4,694,238

第 41 期決算公告 令和８年７月31日
島根県松江市西津田二丁目13番７号

株式会社共立エンジニヤ
代表取締役 吉岡 和美

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 874,646
固 定 資 産 149,920
資 産 合 計 1,024,566

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 262,325
固 定 負 債 12,404
株 主 資 本 748,118
資 本 金 56,000
利 益 剰 余 金 721,868
利 益 準 備 金 14,000
その他利益剰余金 707,868
(うち当期純利益) (78,956)
自 己 株 式 29,750
評価・換算差額等 1,719
負債・純資産合計 1,024,566

第 46 期決算公告 令和８年７月30日
岡山市北区田益1388番地の７

日本インフラマネジメント株式会社
代表取締役 中山 勝

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,482,826
固 定 資 産 120,439
合 計 1,603,265

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 211,656
固 定 負 債 22,504
株 主 資 本 1,369,105
資 本 金 45,500
資 本 剰 余 金 105,692
利 益 剰 余 金 1,246,988
利 益 準 備 金 11,375
その他利益剰余金 1,235,613
(うち当期純利益) (223,175)
自 己 株 式 29,075
合 計 1,603,265

第 41 期決算公告 令和８年６月15日
福岡市東区青葉７丁目７番９号

株式会社タカラ薬局
代表取締役 岡村由紀子

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 5,108,494
固 定 資 産 954,312
資 産 合 計 6,062,806

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,791,020
(うち賞与引当金) (36,876)
固 定 負 債 15,256
株 主 資 本 4,256,530
資 本 金 77,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 4,154,530
その他利益剰余金 4,154,530
(うち当期純利益) (613,070)

負債・純資産合計 6,062,806

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 30 期決算公告 令和８年６月15日
福岡市博多区博多駅前四丁目８番16号

ＢＲＫビル
株式会社メディカルシティ不動産

代表取締役 淵田 健成
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 26,363
固 定 資 産 166,116
資 産 合 計 192,479

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 121,083
固 定 負 債 74,291
株 主 資 本 2,895
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 12,895
その他利益剰余金 12,895
(うち当期純利益) (8,825)

負債・純資産合計 192,479

第 71 期 決 算 公 告
令和８年７月 31 日

福岡県春日市宝町１丁目１番地３
キ ュ ウ ニ チ 株 式 会 社

代表取締役 古場 勝志
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,027,770
固 定 資 産 1,082,403
資 産 合 計 4,110,174

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,574,391
固 定 負 債 76,621
株 主 資 本 2,459,161
資 本 金 48,000
利 益 剰 余 金 2,411,161
利 益 準 備 金 12,000
その他利益剰余金 2,399,161
(うち当期純利益) (232,176)

負債・純資産合計 4,110,174

第 11 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都港区虎ノ門四丁目１番13号
一般社団法人ＳＮＳエキスパート協会

代表理事 後藤真理恵
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 30,105
合 計 30,105

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,315
固 定 負 債 10
負 債 合 計 1,325
利 益 剰 余 金 28,780
その他利益剰余金 28,780
(うち当期純利益) (610)
純資産合計 28,780
合 計 30,105

第 12 期決算公告 令和８年８月５日
茨城県那珂郡東海村須和間42番地２
グリーンクロスファーム茨城株式会社

代表取締役 吉永 和弘
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 154,107
固 定 資 産 140,635
繰 延 資 産 217
合 計 294,960

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 52,967
賞 与 引 当 金 1,552
固 定 負 債 72,340
株 主 資 本 169,652
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 166,652
その他利益剰余金 166,652
(うち当期純利益) (15,370)
合 計 294,960

第 16 期決算公告 令和８年８月７日
埼玉県川越市新富町一丁目８番地17
株式会社いわたコーポレーション

代表取締役 花俣 準
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,531
固 定 資 産 11,117
合 計 15,649

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,880
固 定 負 債 20,000
株 主 資 本 6,231
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 11,231
その他利益剰余金 11,231
(うち当期純損失) (1,789)
合 計 15,649

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都港区赤坂二丁目23１
アークヒルズフロントタワーＲｏＰ806号

General Atomics Global Japan
株式会社

代表取締役 リアム・ジョン・ケリー
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 125,735
繰 延 資 産 5,381
資 産 合 計 131,116

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 122,333
株 主 資 本 8,783
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 3,783
その他利益剰余金 3,783
(うち当期純利益) (5,305)

負債・純資産合計 131,116

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年７月 29 日 東京都千代田区神田神保町一丁目28番地１

株式会社フジダン
代表取締役 坂本兼司郎

貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,739,683 流 動 負 債 4,217,305
固 定 資 産 12,384,476 固 定 負 債 1,241,135

株 主 資 本 13,651,505
資 本 金 99,950
資 本 剰 余 金 12,622,059
資 本 準 備 金 50
その他資本剰余金 12,622,009
利 益 剰 余 金 929,496
その他利益剰余金 929,496
(うち当期純利益) (606,697)

評価・換算差額等 14,213
その他有価証券評価
差額金 14,213

資 産 合 計 19,124,159 負債・純資産合計 19,124,159

第 28 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

大阪府大阪市中央区北浜東４番33号
株式会社バウエンジニアリング

代表取締役 佐々木 研
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年４月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 555,821 流 動 負 債 20,550
固 定 資 産 45,557 固 定 負 債 10,843

株 主 資 本 551,754
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 541,754
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 539,254
(うち当期純利益) (2,175)

評価・換算差額等 18,231
その他有価証券評価
差額金 18,231

資 産 合 計 601,378 負債・純資産合計 601,378

第 60 期 決 算 公 告
2026 年８月 20 日 大阪市福島区海老江５丁目２番２号

株式会社笹興
代表取締役 笹倉 敏彦

貸借対照表の要旨 (2026年５月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,422 流 動 負 債 141
固 定 資 産 7,552 (役員賞与引当金) (2)

固 定 負 債 6,325
(退職給付引当金) (2)
(役員退職引当金) (120)
株 主 資 本 2,506
資 本 金 10
資 本 剰 余 金 10
資 本 準 備 金 10
利 益 剰 余 金 2,486
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 2,484
(当期純利益) (18)

資 産 合 計 8,974 負債・純資産合計 8,974

第 81 期 決 算 公 告
令和８年７月 30 日 大阪市中央区南久宝寺町４丁目５番２号

清 原 株 式 会 社
代表取締役社長 斧原 正明

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 12,812 流 動 負 債 6,553
固 定 資 産 4,027 固 定 負 債 3,586
有形固定資産 2,276 負 債 合 計 10,139
無形固定資産 71 株 主 資 本 6,486
投資その他の資産 1,679 資 本 金 100

資 本 剰 余 金 273
利 益 剰 余 金 6,113
利 益 準 備 金 90
その他利益剰余金 6,022
(うち当期純利益) (418)

評価・換算差額等 213
純資産合計 6,699

資 産 合 計 16,839 負債・純資産合計 16,839

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 83 期 決 算 公 告
令和８年６月 22 日 岡山県岡山市北区御津伊田1028番12

阪神溶接機材株式会社
代表取締役社長 兼田 昌人

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,497 流 動 負 債 396
固 定 資 産 1,616 (うち引当金) (40)

固 定 負 債 233
(うち引当金) (7)
株 主 資 本 4,457
資 本 金 300
利 益 剰 余 金 4,157
利 益 準 備 金 75
その他利益剰余金 4,082
(うち当期純利益) (165)

評価・換算差額等 27
その他有価証券評価
差額金 27

資 産 合 計 5,113 負債・純資産合計 5,113

第 56 期 決 算 公 告
令和８年６月 25 日 広島県三原市南方一丁目２番１号

山 陽 乳 業 株 式 会 社
代表取締役 砂内 修治

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 1,845,951 流 動 負 債 1,483,739
固 定 資 産 1,823,671 賞 与 引 当 金 22,206
有形固定資産 1,653,310 固 定 負 債 877,545
無形固定資産 48,288 退職給付引当金 102,742
投資その他の資産 122,073 役員退職慰労引当金 69,627

株 主 資 本 1,254,487
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 61,655
資 本 準 備 金 61,655
利 益 剰 余 金 1,092,831
その他利益剰余金 1,092,831
(うち当期純利益) (224,783)

評価・換算差額等 53,851
資 産 合 計 3,669,622 負債・純資産合計 3,669,622

第 11 期 決 算 公 告
2026 年８月 20 日

福岡県久留米市国分町御供田1596番地
久留米西鉄タクシー株式会社

代表取締役 篠倉 博光
貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 146,877 流 動 負 債 373,540
固 定 資 産 14,841 (うち賞与引当金) (20,328)

固 定 負 債 16,197
うち退職給付引当
金  (10,645)
うち役員退職慰労
引当金  (2,500)
株 主 資 本 228,020
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 5,000
利 益 剰 余 金 238,020
その他利益剰余金 238,020
(うち当期純損失) (16,264)

資 産 合 計 161,718 負債・純資産合計 161,718

第 38 期 決 算 公 告
令和８年６月 18 日 東京都千代田区神田錦町三丁目１番地

ＮＥＣネッツエスアイ・サービス株式会社
代表取締役 山本 和典

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 4,357,349 流 動 負 債 1,618,448
固 定 資 産 581,467 賞 与 引 当 金 535,092

役員賞与引当金 15,786
固 定 負 債 546,866
退職給付引当金 519,911
株 主 資 本 2,773,502
資 本 金 60,000
資 本 剰 余 金 20,000
その他資本剰余金 20,000
利 益 剰 余 金 2,693,502
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 2,678,502
(うち当期純利益) (841,180)

資 産 合 計 4,938,817 負債・純資産合計 4,938,817

第 33 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日 東京都港区芝五丁目33番11号

株式会社メディカルリソース
代表取締役社長 小林 信幸

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,476,265 流 動 負 債 994,167
固 定 資 産 5,905,762 賞 与 引 当 金 214,941

固 定 負 債 220,627
退職給付引当金 162,111
役員退職慰労引当金 30,906
株 主 資 本 6,167,233
資 本 金 93,000
資 本 剰 余 金 10,000
その他資本剰余金 10,000
利 益 剰 余 金 6,064,233
利 益 準 備 金 23,250
その他利益剰余金 6,040,983
(うち当期純利益) (202,067)

資 産 合 計 7,382,027 負債・純資産合計 7,382,027

第 41 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日 東京都文京区小日向四丁目２番６号

ソフトム株式会社
代表取締役 奧脇三千夫

貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 380,501 流 動 負 債 92,239
固 定 資 産 402,153 固 定 負 債 239,897

株 主 資 本 450,518
資 本 金 31,000
資 本 剰 余 金 14,500
資 本 準 備 金 10,000
その他資本剰余金 4,500
利 益 剰 余 金 405,018
利 益 準 備 金 6,300
その他利益剰余金 398,718
(うち当期純利益) (92,265)

資 産 合 計 782,655 負債・純資産合計 782,655

第 ７ 期 決 算 公 告
2026 年８月 20 日 東京都港区赤坂６丁目４番10号

株式会社Ｂｅｌｏｎｇ
代表取締役 西村耕一郎

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年３月31日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,690 流 動 負 債 1,564
固 定 資 産 624 (うち賞与引当金) (86)

固 定 負 債 25
株 主 資 本 1,725
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 800
資 本 準 備 金 25
その他資本剰余金 775
利 益 剰 余 金 825
その他利益剰余金 825
(うち当期純利益) (801)

資 産 合 計 3,314 負債・純資産合計 3,314

第 ３ 期 決 算 公 告
令和７年 12 月 23 日

北九州市小倉北区浅野三丁目８番１号ＡＩＭビル６階
株式会社ＴｒｉＯｒｂ
代表取締役 石田 秀一

貸借対照表の要旨 (令和７年９月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 715,202 流 動 負 債 484,459
固 定 資 産 24,924 固 定 負 債 59,785

株 主 資 本 179,698
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 681,662
資 本 準 備 金 389,331
その他資本剰余金 292,331
利 益 剰 余 金 601,964
その他利益剰余金 601,964
(うち当期純損失) (330,967)
新 株 予 約 権 16,184

資 産 合 計 740,126 負債・純資産合計 740,126

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都武蔵野市吉祥寺南町１27１

株式会社ＡＹＮＺ
代表取締役 三堂 浩司

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 13,910,448
固 定 資 産 5,187,334
繰 延 資 産 1,763,224
資 産 合 計 20,861,006

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,246,618
固 定 負 債 16,000,000
株 主 資 本 3,614,388
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 1,385,612
その他利益剰余金 1,385,612
(うち当期純損失) (1,385,612)

負債・純資産合計 20,861,006

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
五
億
四
千
百
三
十

二
万
七
千
三
百
五
十
八
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
三
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

群
馬
県
太
田
市
西
本
町
五
一
番
九
号

株
式
会
社
サ
ン
セ
ツ

代
表
取
締
役

村
上

成
春

第５期決算公告 令和８年８月20日
群馬県太田市西本町51番９号

株式会社サンセツ
代表取締役 村上 成春

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,033
固 定 資 産 2,521,327
合 計 2,523,360

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 332
固 定 負 債 0
株 主 資 本 2,523,028
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 541,327
資 本 準 備 金 541,327
利 益 剰 余 金 1,978,701
その他利益剰余金 1,978,701
(うち当期純利益) (2,003,659)
合 計 2,523,360

第 43 期 決 算 公 告
令和８年６月 24 日
東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号
株式会社東急不動産Ｒ＆Ｄセンター

代表取締役 中野 由美
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 158,642
固 定 資 産 0
繰 延 資 産 0
合 計 158,642

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,962
固 定 負 債 507
株 主 資 本 143,172
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 133,172
その他利益剰余金 133,172
(うち当期純利益) (20,044)
合 計 158,642

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
千
万
円
減
少
し
一
億

円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

群
馬
県
前
橋
市
城
東
町
四
丁
目
二
番
一
号

群
馬
県
卸
酒
販
株
式
会
社

代
表
取
締
役

瀬
尾

公
男

第 67 期決算公告 令和８年８月20日
群馬県前橋市城東町四丁目２番１号

群馬県卸酒販株式会社
代表取締役 瀬尾 公男

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 7,404,007
固 定 資 産 3,632,848
合 計 11,036,856

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,476,774
固 定 負 債 1,837,965
株 主 資 本 4,722,116
資 本 金 150,000
利 益 剰 余 金 4,572,116
利 益 準 備 金 112,500
その他利益剰余金 4,459,616
(うち当期純利益) (156,427)
合 計 11,036,856

第 17 期決算公告 2026年６月30日
東京都中央区日本橋二丁目７番１号

住化中東株式会社
代表取締役 前田 篤

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,658
固 定 資 産 2
資 産 合 計 1,660

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11
株 主 資 本 1,648
資 本 金 220
資 本 剰 余 金 1,890
資 本 準 備 金 390
その他資本剰余金 1,500
利 益 剰 余 金 462
その他利益剰余金 462
(うち当期純損失) (58)

負債・純資産合計 1,660

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
二
十
二
億
五
千
八

百
九
十
七
万
二
千
三
百
五
十
円
減
少
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
板
橋
区
新
河
岸
二
丁
目
七
番
七
号

株
式
会
社
エ
ン
ド
レ
ス
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

代
表
取
締
役

成
毛

義
光

第 37 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都板橋区新河岸二丁目７番７号
株式会社エンドレスホールディングス

代表取締役 成毛 義光
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 59,098
固 定 資 産 70,590
合 計 129,688

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,754
固 定 負 債 54,097
株 主 資 本 68,836
資 本 金 59,735
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 9,101
その他利益剰余金 9,101
(うち当期純利益) (47,559)
合 計 129,688

第１期決算公告 令和８年７月22日
東京都千代田区内幸町２１６
日比谷パークフロント19Ｆ
株式会社
プロダクト・レジストリ・サービス

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 181,446,002
固 定 資 産 5,336,700
繰 延 資 産 2,027,229
資 産 合 計 188,809,931

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,820,022
株 主 資 本 182,989,909
資 本 金 100,000,000
資 本 剰 余 金 100,000,000
資 本 準 備 金 100,000,000
利 益 剰 余 金 17,010,091
その他利益剰余金 17,010,091
(うち当期純損失) (17,010,091)

負債・純資産合計 188,809,931

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
六
千
九
百
万
円
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
令
和

八
年
九
月
二
十
四
日
ま
で
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
杉
並
区
成
田
西
三
丁
目
一
〇
番
一
三
号

株
式
会
社
カ
ブ
ヤ
マ

代
表
取
締
役

蕪
山
奈
津
恵

第 38 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都杉並区成田西三丁目10番13号

株式会社カブヤマ
代表取締役 蕪山奈津恵

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 18,362
固 定 資 産 56,994
資 産 合 計 75,356

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 396
固 定 負 債 58,215
株 主 資 本 16,744
資 本 金 79,000
利 益 剰 余 金 62,255
その他利益剰余金 62,255
(うち当期純損失) (18,727)

負債・純資産合計 75,356

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

Ａ
Ｋ
Ａ
Ｓ
Ｉ
Ｓ
（
住
所
東
京
都
八
王
子
市
中
町
六
番

二
号
）
に
対
し
て
当
社
の
山
梨
県
内
の
一
部
不
動
産

及
び
東
京
都
内
全
域
の
不
動
産
、
な
ら
び
に
当
該
東

京
都
内
資
産
に
関
連
す
る
事
業
の
権
利
義
務
を
承
継

さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

当
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七
月

二
十
五
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

山
梨
県
南
都
留
郡
富
士
河
口
湖
町
小
立
五
一

一
〇
番
地
一

株
式
会
社
Ｌ
．
Ｌ
．
Ｓ

代
表
取
締
役

伊
坂

浩
伸

第 16 期決算公告 令和８年８月20日
山梨県南都留郡富士河口湖町小立
5110番地１

株式会社Ｌ．Ｌ．Ｓ
代表取締役 伊坂 浩伸

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 61,318,402
固 定 資 産 955,294,640
繰 延 資 産 495,015
資 産 合 計 1,017,108,057

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 96,864,878
固 定 負 債 834,028,103
株 主 資 本 86,215,076
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 85,215,076
その他利益剰余金 85,215,076
(うち当期純利益) (4,387,850)

負債・純資産合計 1,017,108,057

第 13 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区銀座６13９
一般社団法人日本滅菌業協会

代表理事 本村 明則
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 33,168
資 産 合 計 33,168

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 173
負 債 合 計 173
剰 余 金 32,995
(うち当期純利益) (769)
純資産合計 32,995
負債・純資産合計 33,168

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

柳
澤
組
（
住
所
静
岡
県
榛
原
郡
川
根
本
町
東
藤
川
七

二
二
番
地
の
二
）
に
対
し
て
当
社
の
建
設
・
生
コ
ン

事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

静
岡
県
榛
原
郡
川
根
本
町
東
藤
川
七
二
二
番

地
の
二

株
式
会
社
柳
澤
組

代
表
取
締
役

菊
池

松
巳

第 53 期決算公告 令和８年８月20日
静岡県榛原郡川根本町東藤川722番地の２

株 式 会 社 柳 澤 組
代表取締役 菊池 松巳

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,528,772
固 定 資 産 694,352
資 産 合 計 3,223,124

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 253,933
株 主 資 本 2,969,190
資 本 金 33,000
利 益 剰 余 金 3,237,720
利 益 準 備 金 8,250
その他利益剰余金 3,229,470
(うち当期純利益) (123,311)
自 己 株 式 301,530
負債・純資産合計 3,223,124

第 41 期決算公告 令和８年８月19日
東京都渋谷区広尾五丁目４番３号

ヴェルデトレイディング株式会社
代表取締役 松村不二夫

貸借対照表の要旨(令和８年５月20日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 20,875
固 定 資 産 504
資 産 合 計 21,379

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,937
固 定 負 債 23
株 主 資 本 10,419
資 本 金 40
利 益 剰 余 金 10,379
利 益 準 備 金 10
その他利益剰余金 10,369
(うち当期純利益) (752)

負債・純資産合計 21,379

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
五
百

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

静
岡
市
葵
区
安
東
二
丁
目
一
二
番
三
六
号

セ
ー
キ
産
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

落
合

静
雄

決算公告 令和８年８月20日
静岡市葵区安東二丁目12番36号

セーキ産業株式会社
代表取締役 落合 静雄

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,462
固 定 資 産 195
資 産 合 計 4,658

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 33,077
固 定 負 債 8,900
株 主 資 本 37,319
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 52,319
利 益 準 備 金 4,000
その他利益剰余金 56,319
(うち当期純利益) (2,544)

負債・純資産合計 4,658

第９期決算公告 令和８年３月31日
東京都千代田区大手町一丁目６番１号
大手町ビルヂング４階

Fukugu株式会社
代表取締役 リー・ウィー・キート

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 111,215,770
固 定 資 産 33,033,764
資 産 合 計 144,249,534

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 132,865,719
負 債 合 計 132,865,719

株 主 資 本 11,383,815
資 本 金 22,000,000
利 益 剰 余 金 10,616,185
その他利益剰余金 10,616,185
(うち当期純利益) (28,366,515)
純資産合計 11,383,815
負債・純資産合計 144,249,534

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
八
百
万
円
減
少
し

一
億
円
と
し
、
そ
の
減
少
額
全
額
を
資
本
準
備
金
と

す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和

八
年
九
月
二
十
五
日
を
予
定
し
て
お
り
ま
す
。な
お
、

効
力
発
生
日
ま
で
に
当
社
が
新
た
な
株
式
を
発
行
す

る
場
合
、
当
該
株
式
の
発
行
に
よ
り
増
加
す
る
資
本

金
の
額
と
同
額
分
を
合
わ
せ
て
減
少
し
、
そ
の
減
少

額
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す
る
こ
と
で
、
最
終
的
な

資
本
金
の
額
を
一
億
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。
こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下

さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

愛
知
県
一
宮
市
島
村
字
郷
裏
四
二
番
地

Ｅ
ａ
ｃ
ｈ

Ｄ
ｒ
ｅ
ａ
Ｍ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

中
野

省
吾

第６期決算公告 令和８年８月20日
愛知県一宮市島村字郷裏42番地

Ｅａｃｈ ＤｒｅａＭ株式会社
代表取締役 中野 省吾

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 31,326
固 定 資 産 17,332
合 計 48,658

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 16,218
固 定 負 債 9,530
株 主 資 本 58,090
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 174,500
資 本 準 備 金 174,500
利 益 剰 余 金 332,590
その他利益剰余金 332,590
(うち当期純利益) (80,958)

新 株 予 約 権 81,000
合 計 48,658

第 103 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区京橋３12６
有隣電氣工業株式会社
代表取締役 越智 一夫

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 172,703
固 定 資 産 25,907
資 産 合 計 198,611

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 26,820
固 定 負 債 48,540
株 主 資 本 123,250
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 390
利 益 剰 余 金 112,860
(うち当期純損失) (15,669)

負債・純資産合計 198,611

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 48 期決算公告 令和８年８月５日
東京都大田区北馬込二丁目30番11号

株式会社テクノリアル
代表取締役 長田 康久

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 138,286
固 定 資 産 171,639
合 計 309,925

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 106,824
賞 与 引 当 金 5,413
固 定 負 債 7,638
株 主 資 本 195,462
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 175,462
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 175,162
(うち当期純利益) (33,628)
合 計 309,925

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
八
百
万
円
減
少
し
百
万

円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
九
月
二
十
九
日
で
あ

り
、
株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
一

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
岡
市
博
多
区
上
牟
田
三

八

一
七

株
式
会
社
Ｍ
Ｅ
Ｖ
Ｉ
Ｕ
Ｓ

代
表
取
締
役

中
村
ゆ
か
り

第 11 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

福岡市博多区上牟田３８17
株式会社ＭＥＶＩＵＳ
代表取締役 中村ゆかり

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 16,418
資 産 合 計 16,418

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,630
負 債 合 計 7,630
株 主 資 本 8,788
資 本 金 9,000
利 益 剰 余 金 212
繰越利益剰余金 212
(うち当期純利益) (4,027)
純資産合計 8,788
負債・純資産合計 16,418

第 26 期決算公告 令和８年８月20日
東京都千代田区紀尾井町１番３号
マッコーリージャパン株式会社

代表取締役 アイヴァン・デイヴィッド・
ヴァルギーズ

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,273,906
固 定 資 産 2,047,546
合 計 4,321,452

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 134,075
固 定 負 債 1,323,368
株 主 資 本 2,864,009
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 100,000
資 本 準 備 金 100,000
利 益 剰 余 金 2,674,009
その他利益剰余金 2,674,009
(うち当期純利益) (118,309)
合 計 4,321,452

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
九
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
九
日
で
あ
り
、
株

主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

熊
本
市
中
央
区
水
前
寺
二
丁
目
二
二
番
五
号

ユ
ニ
オ
ン
ネ
ッ
ト
株
式
会
社

代
表
取
締
役

林

信
夫

令和７年度決算公告
令和８年８月 20 日
熊本市中央区水前寺二丁目22番５号

ユニオンネット株式会社
代表取締役 林 信夫

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 453,519
固 定 資 産 177,183
合 計 630,703

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 713,209
株 主 資 本 82,506
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 182,506
その他利益剰余金 182,506
(うち当期純利益) (43,786)
合 計 630,703

第 13 期決算公告 令和８年８月20日
東京都千代田区紀尾井町１番３号
マッコーリーアセットマネジメント
株式会社

代表取締役 齋藤 宗作
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,483,937
固 定 資 産 10,301
合 計 1,494,238

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 964,381
株 主 資 本 529,857
資 本 金 275,000
資 本 剰 余 金 275,000
資 本 準 備 金 275,000
利 益 剰 余 金 20,143
その他利益剰余金 20,143
(うち当期純利益) (19,334)
合 計 1,494,238

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
七
百
五
十
万
円
、

資
本
準
備
金
の
額
を
一
千
七
百
五
十
万
円
減
少
し
、

そ
れ
ぞ
れ
一
百
五
十
五
万
円
、
〇
円
と
す
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
浦
添
市
内
間
四
丁
目
五
番
二
五
号

株
式
会
社
う
む
さ
ん
ラ
ボ

代
表
取
締
役

比
屋
根

隆

第 12 期決算公告 令和８年８月20日
沖縄県浦添市内間四丁目５番25号

株式会社うむさんラボ
代表取締役 比屋根 隆

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 55,466
固 定 資 産 28,470
合 計 83,936

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 43,926
固 定 負 債 350
株 主 資 本 39,659
資 本 金 19,050
資 本 剰 余 金 17,500
資 本 準 備 金 17,500
利 益 剰 余 金 3,109
その他利益剰余金 3,109
(うち当期純利益) (1,908)
合 計 83,936

第 24 期決算公告 令和８年８月20日
東京都千代田区紀尾井町１番３号

マッコーリー
アセットファイナンスジャパン株式会社

代表取締役 下左近隆成
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 744,045
固 定 資 産 15,995
合 計 760,040

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 531,066
株 主 資 本 228,974
資 本 金 53,000
資 本 剰 余 金 450,000
資 本 準 備 金 450,000
利 益 剰 余 金 274,026
その他利益剰余金 274,026
(うち当期純損失) (251,633)
合 計 760,040

第 46 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日 東京都港区芝五丁目33番11号

日本調剤株式会社
代表取締役 小城 和紀

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 346,934
売 上 原 価 295,602
売 上 総 利 益 51,331
販売費及び一般管理
費 42,046
営 業 利 益 9,285
営 業 外 収 益 2,690
営 業 外 費 用 2,457
経 常 利 益 9,517
特 別 利 益 38
特 別 損 失 2,563
税引前当期純利益 6,992
法人税、住民税及び
事業税 2,736
法人税等調整額 70
当 期 純 利 益 4,326

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 62,746 流 動 負 債 65,259
固 定 資 産 124,470 賞 与 引 当 金 3,413

役員賞与引当金 50
固 定 負 債 73,663
退職給付引当金 2,074
株 主 資 本 48,293
資 本 金 3,953
資 本 剰 余 金 7,341
資 本 準 備 金 4,754
その他資本剰余金 2,587
利 益 剰 余 金 36,998
利 益 準 備 金 20
その他利益剰余金 36,978

資 産 合 計 187,217 負債・純資産合計 187,217

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都千代田区紀尾井町１番３号
マッコーリーエナジージャパン株式会社
代表取締役 マシュー・アラン・ジョーンズ

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 6,852,711
売 上 原 価 3,444,806
売 上 総 利 益 3,407,905
販売費及び一般管理
費 1,987,399
営 業 利 益 1,420,506
営 業 外 損 益 254,692
経 常 利 益 1,165,814
税引前当期純利益 1,165,814
法人税、住民税及び
事業税 235,892
当 期 純 利 益 929,922

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 66,520,024流 動 負 債 61,572,885
固 定 資 産 3,554固 定 負 債 701,939

株 主 資 本 4,248,754
資 本 金 96,000
資 本 剰 余 金 3,531,600
資 本 準 備 金 3,531,600
利 益 剰 余 金 621,154
その他利益剰余金 621,154

資 産 合 計 66,523,578負債・純資産合計 66,523,578

第 22 期決算公告 令和８年６月29日
東京都千代田区九段南一丁目６番５号

株式会社サスライト
代表取締役 植松 真司

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 64,230
固 定 資 産 50,814
資 産 合 計 115,044

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 28,888
株 主 資 本 88,818
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 38,482
資 本 準 備 金 38,482
利 益 剰 余 金 28,636
その他利益剰余金 28,636
(うち当期純損失) (47,785)
自 己 株 式 28,300
負債・純資産合計 115,044

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
八
王
子
市
片
倉
町
九
二
番
地
二

（
甲
）
株
式
会
社
石
川
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

代
表
取
締
役

立
川
た
か
子

東
京
都
八
王
子
市
片
倉
町
九
二
番
地
二

（
乙
）
立
川
建
物
管
理
有
限
会
社

代
表
取
締
役

立
川
た
か
子

第 39 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都八王子市片倉町92番地２
株式会社石川メンテナンス

代表取締役 立川たか子
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 100,888
固 定 資 産 26,669
資 産 合 計 127,557

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,373
固 定 負 債 13,488
株 主 資 本 106,696
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 103,696
その他利益剰余金 103,696
(うち当期純損失) (14,506)

負債・純資産合計 127,557

第 14 期決算公告 令和８年８月20日
東京都新宿区新宿四丁目１番23号

AtCoder株式会社
代表取締役 髙橋 直大

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 564,815
固 定 資 産 47,592
資 産 合 計 612,407

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 107,215
株 主 資 本 505,192
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 205,600
資 本 準 備 金 151,800
その他資本剰余金 53,800
利 益 剰 余 金 199,592
その他利益剰余金 199,592
(うち当期純利益) (114,057)

負債・純資産合計 612,407

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
八
千
八
百
六
十
六
万
六

百
六
十
円
、
資
本
準
備
金
の
額
を
六
千
三
百
七
十
九

万
六
百
四
十
四
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

京
都
市
左
京
区
吉
田
橘
町
三
二
番
地

Ｆ
ｌ
ｏ
ｒ
ａ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

ク
レ
シ
ェ
ン
コ
ア
ン
ナ

第５期決算公告 令和８年８月20日
京都市左京区吉田橘町32番地

Ｆｌｏｒａ株式会社
代表取締役 クレシェンコアンナ

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 116,896
固 定 資 産 35,571
資 産 合 計 152,467

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,627
固 定 負 債 90,000
株 主 資 本 34,840
資 本 金 93,695
資 本 剰 余 金 93,595
資 本 準 備 金 93,595
利 益 剰 余 金 152,451
その他利益剰余金 152,451
(うち当期純損失) (56,718)

負債・純資産合計 152,467

第 13 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都港区芝五丁目33番11号
株式会社リードウェル

代表取締役社長 深井 恭佑
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 28,152
固 定 資 産 778
合 計 28,930

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,492
株 主 資 本 21,437
資 本 金 200
利 益 剰 余 金 21,237
その他利益剰余金 21,237
(うち当期純利益) (3,543)
合 計 28,930

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
不
動
産
管

理
賃
貸
事
業
の
一
部
に
関
し
て
有
す
る
権
利
義
務
を

承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま

し
た
。
こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
各
社
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は

次
の
と
お
り
で
す
。

（
甲
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す

令
和
八
年
八
月
二
十
日

千
葉
県
市
川
市
平
田
四
丁
目
一
三
番
一
四
号

（
甲
）
株
式
会
社
オ
ー
ク
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス

代
表
取
締
役

北
川

大
輔

千
葉
県
市
川
市
南
八
幡
四
丁
目
三
番
五
号

（
乙
）
Ｋ
Ｅ
Ｄ
ト
ラ
ス
ト
株
式
会
社

代
表
取
締
役

北
川

大
輔

第 23 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
千葉県市川市南八幡四丁目３番５号

ＫＥＤトラスト株式会社
代表取締役 北川 大輔

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 322,049
固 定 資 産 1,833,403
合 計 2,155,453

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,855
固 定 負 債 1,983,928
株 主 資 本 155,668
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 145,668
その他利益剰余金 145,668
(うち当期純利益) (38,346)
合 計 2,155,453

第４期決算公告 令和８年８月５日
山梨県南巨摩郡富士川町小林1050番１
グリーンクロスファーム株式会社

代表取締役 坂尻 啓
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 116,917
固 定 資 産 294,275
合 計 411,192

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 19,813
賞 与 引 当 金 685
固 定 負 債 676,871
株 主 資 本 285,492
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 286,492
その他利益剰余金 286,492
(うち当期純損失) (167,630)
合 計 411,192

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 14 期 決 算 公 告
令和８年６月 12 日

東京都千代田区一番町25番地
一般財団法人日本カメラ財団

理事長 櫻井 龍子
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 129,672
固 定 資 産 5,601,918
合 計 5,731,590

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 18,614
固 定 負 債 330,094
負 債 合 計 348,708
一般正味財産 5,382,882
正味財産合計 5,382,882
合 計 5,731,590

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の

と
お
り
で
す
。

（
甲
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
五
月
八
日

掲
載
頁

一
一
七
頁
（
号
外
第
一
〇
三
号
）

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
葛
飾
区
白
鳥
四
丁
目
八
番
一
四
号

（
甲
）
ニ
ュ
ー
ロ
ン
グ
精
機
株
式
会
社

代
表
取
締
役

長

保
行

東
京
都
足
立
区
神
明
南
一
丁
目
一
四
番
二
六
号

（
乙
）
株
式
会
社
ク
ド
ー
機
械
開
発

代
表
取
締
役

長

保
行

第 60 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都足立区神明南一丁目14番26号

株式会社クドー機械開発
代表取締役 長 保行

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 36,873
固 定 資 産 31,659
合 計 68,532

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 9,617
固 定 負 債 48,776
株 主 資 本 10,138
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 138
その他利益剰余金 138
(うち当期純損失) (19,380)
合 計 68,532

第 36 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
栃木県宇都宮市清原工業団地18番地１

エヌエヌ商事株式会社
代表取締役 七井 伸之

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資

産

の

部

流 動 資 産 795
固 定 資 産 1,897
繰 延 資 産 76
合 計 2,769

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 712
固 定 負 債 1,668
株 主 資 本 388
資 本 金 98
利 益 剰 余 金 290
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 288
(うち当期純利益) (27)
合 計 2,769

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
億
六
千
七
十
一
万
四

千
三
百
円
、
資
本
準
備
金
の
額
を
四
億
四
千
七
十
一

万
四
千
三
百
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
港
区
港
南
二
丁
目
一
五
番
一
号
品
川

イ
ン
タ
ー
シ
テ
ィ
Ａ
棟
二
八
階

株
式
会
社
オ
ン
ラ
イ
ン
ド
ク
タ
ー
．
ｃ
ｏ
ｍ

代
表
取
締
役

鈴
木

幹
啓

第５期決算公告 令和８年８月20日
東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟28階

株式会社オンラインドクター．ｃｏｍ
代表取締役 鈴木 幹啓

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 179,555
固 定 資 産 159,649
合 計 339,204

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 138,095
株 主 資 本 201,108
資 本 金 378,801
資 本 剰 余 金 348,710
資 本 準 備 金 348,801
その他の資本剰余金 91
利 益 剰 余 金 526,403
その他利益剰余金 526,403
(うち当期純損失) (130,695)
合 計 339,204

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
栃木県宇都宮市清原工業団地18番地１

グリーンベース株式会社
代表取締役 七井 伸之

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,694
繰 延 資 産 303
合 計 2,998

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88
株 主 資 本 2,909
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 90
その他利益剰余金 90
(うち当期純損失) (90)
合 計 2,998

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
全
て
の
事

業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継

さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

山
梨
県
甲
府
市
宮
原
町
四
〇
五
番
地
三

（
甲
）
株
式
会
社
テ
ク
ノ
・
ビ
オ
ト
ー
プ

代
表
取
締
役

三
神

明
人

山
梨
県
甲
府
市
宮
原
町
四
〇
五
番
地
三

（
乙
）
山
梨
テ
ク
ノ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

三
神

明
人

決 算 公 告
令和８年８月 20 日

山梨県甲府市宮原町405番地３
山梨テクノ株式会社
代表取締役 三神 明人

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 69,963
固 定 資 産 330,158
合 計 400,122

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,821
固 定 負 債 330,381
株 主 資 本 56,919
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 26,919
その他利益剰余金 26,919
(うち当期純利益) (7,626)
合 計 400,122

第 16 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

千葉県船橋市印内町569番地１
株式会社ステイ

代表取締役 小嶌 勉
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 126
固 定 資 産 2,146
合 計 2,272

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 21
固 定 負 債 2,098
株 主 資 本 152
資 本 金 3
利 益 剰 余 金 149
その他利益剰余金 149
(うち当期純利益) (15)
合 計 2,272

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

岡
山
市
北
区
桑
田
町
七
番
一
五
号
エ
ス
コ
桑
田

マ
ン
シ
ョ
ン
Ⅰ
四
〇
一
号

（
甲
）
総
合
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

西
川

雄
平

岡
山
市
北
区
桑
田
町
七
番
一
五
号
エ
ス
コ
桑
田

マ
ン
シ
ョ
ン
Ⅰ
四
〇
一
号

（
乙
）
有
限
会
社
玉
原
工
産

代
表
取
締
役

西
川

雄
平

第 33 期決算公告 令和８年８月20日
岡山市北区桑田町７番15号
エスコ桑田マンションⅠ401号
総合メンテナンス株式会社

代表取締役 西川 雄平
貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資

産

の

部

流 動 資 産 64
固 定 資 産 1,055
繰 延 資 産 3
合 計 1,124

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15
固 定 負 債 877
株 主 資 本 230
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 220
その他利益剰余金 220
(うち当期純利益) (6)
合 計 1,124

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
九
千

万
円
と
し
、
減
少
額
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
大
宮
区
桜
木
町
一
丁
目

七
番
五
号

レ
イ
ノ
ス
グ
ル
ー
プ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

岡
野

旅
人

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目
７番５号

レイノスグループ株式会社
代表取締役 岡野 旅人

貸借対照表の要旨
(令和７年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 87,488
固 定 資 産 14,300
合 計 101,788

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 376
株 主 資 本 101,412
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,412
その他利益剰余金 1,412
(うち当期純利益) (562)
合 計 101,788

第 41 期決算公告 令和８年８月20日
東京都港区赤坂一丁目７番１号

株式会社ソノラス
代表取締役 伊東 鐘賛

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 869
固 定 資 産 7,446
合 計 8,315

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,077
固 定 負 債 3,177
株 主 資 本 4,061
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 3,557
資 本 準 備 金 3,557
利 益 剰 余 金 403
その他利益剰余金 403
(うち当期純利益) (385)
合 計 8,315

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
九
千

万
円
と
し
、
減
少
額
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
京
橋
三
丁
目
一
番
一
号

カ
ン
パ
ニ
ー
株
式
会
社

代
表
取
締
役

堤

寛
夫

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区京橋三丁目１番１号
カンパニー株式会社
代表取締役 堤 寛夫

貸借対照表の要旨
(令和７年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 114,308
合 計 114,308

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,407
株 主 資 本 100,900
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 900
その他利益剰余金 900
(うち当期純利益) (2,822)
合 計 114,308

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都渋谷区恵比寿西二丁目19番９号
フランセスビル
Newmark Real Estate Japan株式会社
代表取締役 リッチー・ベラスケス

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 48,065,121
合 計 48,065,121

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 81,362,367
株 主 資 本 33,297,246
資 本 金 1
利 益 剰 余 金 33,297,247
その他利益剰余金 33,297,247
(うち当期純損失) (4,510,848)
合 計 48,065,121

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
九
千

万
円
と
し
、
減
少
額
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
京
橋
三
丁
目
一
番
一
号

株
式
会
社
組
織
理
論
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

代
表
取
締
役

竹
川

輝
紀

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区京橋三丁目１番１号
株式会社組織理論コンサルティング

代表取締役 竹川 輝紀
貸借対照表の要旨

(令和７年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 86,787
固 定 資 産 15,300
合 計 102,087

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 377
株 主 資 本 101,710
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,710
その他利益剰余金 1,710
(うち当期純利益) (557)
合 計 102,087

第 42 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

富山県富山市金屋767番地27
株式会社昔亭

代表取締役 稲見 乾二
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 6,703
固 定 資 産 6,139
合 計 12,843

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,220
固 定 負 債 1,063
株 主 資 本 8,559
資 本 金 30
資 本 剰 余 金 564
利 益 剰 余 金 7,964
利 益 準 備 金 5
その他利益剰余金 7,958
(うち当期純利益) (1,792)
合 計 12,843

第 52 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都文京区本郷六丁目26番８号
株式会社新興医学出版社
代表取締役 橋本 彦

貸借対照表の要旨
(令和８年１月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 277,413
固 定 資 産 2,823
合 計 280,236

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 216,000
返品調整引当金 5,000
株 主 資 本 64,236
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 54,236
利 益 準 備 金 350
その他利益剰余金 53,886
(うち当期純利益) (19,048)
合 計 280,236

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
を
予
定
し
て

お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）h

ttp
s://w

w
w
.co
rp -g

a
k
k
en
.co
.jp
/

a
cco
u
n
ts/

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
品
川
区
西
五
反
田
二
丁
目
一
一
番
八

号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｇ
ａ
ｋ
ｋ
ｅ
ｎ

代
表
取
締
役

南
條

達
也

東
京
都
文
京
区
本
郷
六
丁
目
二
六
番
八
号

（
乙
）
株
式
会
社
新
興
医
学
出
版
社

代
表
取
締
役

橋
本

彦

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 47 期決算公告 令和８年８月20日
富山県富山市西二俣335番地
フルタフーズ株式会社
代表取締役 稲見 乾二

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,317
固 定 資 産 2,468
合 計 5,786

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,114
固 定 負 債 115
株 主 資 本 4,556
資 本 金 30
資 本 剰 余 金 60
利 益 剰 余 金 4,466
利 益 準 備 金 15
固定資産圧縮積立金 4
その他利益剰余金 4,446
(うち当期純利益) (493)
合 計 5,786

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
九
千

万
円
と
し
、
減
少
額
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
京
橋
三
丁
目
一
番
一
号

株
式
会
社
顧
問
名
鑑
グ
ル
ー
プ

代
表
取
締
役

堤

寛
夫

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区京橋三丁目１番１号
株式会社顧問名鑑グループ

代表取締役 堤 寛夫
貸借対照表の要旨

(令和７年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 87,809
固 定 資 産 14,300
合 計 102,109

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 378
株 主 資 本 101,730
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,730
その他利益剰余金 1,730
(うち当期純利益) (562)
合 計 102,109

第１期決算公告 令和８年８月20日
三重県津市栄町三丁目123番地１

株式会社ソフトムホールディングス
代表取締役 畑野 悦哉

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 138,368
固 定 資 産 1,426,720
資 産 合 計 1,565,089

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 144
固 定 負 債 840,000
株 主 資 本 724,944
資 本 金 371,025
資 本 剰 余 金 370,975
資 本 準 備 金 370,975
利 益 剰 余 金 17,055
その他利益剰余金 17,055
(うち当期純損失) (17,055)

負債・純資産合計 1,565,089

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
九
千

万
円
と
し
、
減
少
額
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
京
橋
三
丁
目
一
番
一
号

ｍ
ｏ
ｄ
ｅ
グ
ル
ー
プ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

平
松

格

第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区京橋三丁目１番１号
ｍｏｄｅグループ株式会社

代表取締役 平松 格
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 87,712
固 定 資 産 14,300
合 計 102,012

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 413
株 主 資 本 101,599
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,599
その他利益剰余金 1,599
(うち当期純利益) (630)
合 計 102,012

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

仙
台
市
若
林
区
卸
町
四
丁
目
三
番
地
の
一

（
甲
）
株
式
会
社
仙
台
宮
水

代
表
取
締
役

鈴
木

雄
一

仙
台
市
若
林
区
卸
町
四
丁
目
三
番
地
の
一

（
乙
）
株
式
会
社
大
平
水
産

代
表
取
締
役

大
友

圭
吾

第 93 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
仙台市若林区卸町四丁目３番地の１

株式会社仙台宮水
代表取締役 鈴木 雄一

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 479,701
固 定 資 産 101,306
合 計 581,007

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 374,558
固 定 負 債 35,012
株 主 資 本 171,436
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 131,436
利 益 準 備 金 10,000
その他利益剰余金 121,436
(うち当期純利益) (12,780)
合 計 581,007

第 54 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
仙台市若林区卸町四丁目３番地の１

株式会社大平水産
代表取締役 大友 圭吾

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 37,654
固 定 資 産 5,851
合 計 43,506

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,772
株 主 資 本 36,733
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 26,733
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 24,233
(うち当期純利益) (3,722)
合 計 43,506

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七

月
二
十
八
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
江
東
区
豊
洲
五
丁
目
六
番
三
六
号

（
甲
）
ケ
ン
・
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

代
表
取
締
役

小
玉

知
恵

千
葉
県
浦
安
市
日
の
出
六
丁
目
一
三
番
八
号

（
乙
）
日
本
外
服
株
式
会
社

代
表
取
締
役

王

濱
紅

第 18 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都江東区豊洲五丁目６番36号
ケン・ジャパン株式会社
代表取締役 小玉 知恵

貸借対照表の要旨
(令和８年１月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 5,682,494
固 定 資 産 10,971,558
合 計 16,654,052

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,909,916
固 定 負 債 6,811,000
株 主 資 本 5,933,136
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 933,136
利 益 準 備 金 900,734
その他利益剰余金 32,402
(うち当期純利益) (5,899)
合 計 16,654,052

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
千葉県浦安市日の出六丁目13番８号

日本外服株式会社
代表取締役 王 濱紅

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 5,143,256
合 計 5,143,256

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 409,509
株 主 資 本 4,733,747
資 本 金 5,160,000
利 益 剰 余 金 426,253
その他利益剰余金 426,253
(うち当期純損失) (159,380)
合 計 5,143,256

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

神
奈
川
県
小
田
原
市
南
町
三
丁
目
三
番
一
九
号

（
甲
）
株
式
会
社
西
湘
キ
ャ
ピ
タ
ル

代
表
取
締
役

大
竹
竜
太
郎

静
岡
県
沼
津
市
岡
宮
一
〇
一
二
番
地
の
一

（
乙
）
株
式
会
社
青
柳
商
会

代
表
取
締
役

大
竹
竜
太
郎

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
神奈川県小田原市南町三丁目３番19号

株式会社西湘キャピタル
代表取締役 大竹竜太郎

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 10
固 定 資 産 1,000
資 産 合 計 1,010

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 487
株 主 資 本 523
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 476
その他利益剰余金 476
(うち当期純損失) (128)

負債・純資産合計 1,010

第 60 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

静岡県沼津市岡宮1012番地の１
株式会社青柳商会
代表取締役 大竹竜太郎

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 97,122
固 定 資 産 17,887
資 産 合 計 115,010

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,173
株 主 資 本 113,836
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 103,836
利 益 準 備 金 1,725
その他利益剰余金 102,111
(うち当期純損失) (7,124)

負債・純資産合計 115,010

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
不
動
産
事

業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
、
乙
は
そ
れ
を
承

継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま

す
。こ

の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

静
岡
県
浜
松
市
浜
名
区
中
条
一
〇
三
九
番
地

の
三

（
甲
）
株
式
会
社
ウ
チ
ケ
ン

代
表
取
締
役

内
山

雅
彦

静
岡
県
浜
松
市
浜
名
区
中
条
一
〇
三
九
番
地

の
三

（
乙
）
株
式
会
社
内
山
建
装

代
表
取
締
役

内
山

雅
彦

第８期決算公告 令和８年８月20日
静岡県浜松市浜名区中条1039番地の３

株式会社ウチケン
代表取締役 内山 雅彦

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,979
固 定 資 産 166,383
合 計 173,362

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,613
固 定 負 債 143,982
株 主 資 本 20,767
資 本 金 2,500
資 本 剰 余 金 20,318
利 益 剰 余 金 2,051
(うち当期純損失) (1,509)
合 計 173,362

第 18 期決算公告 令和８年８月20日
静岡県浜松市浜名区中条1039番地の３

株式会社内山建装
代表取締役 内山 雅彦

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 114,176
固 定 資 産 178,516
合 計 292,692

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 43,411
固 定 負 債 199,139
株 主 資 本 50,142
資 本 金 2,000
利 益 剰 余 金 48,142
(うち当期純利益) (4,813)
合 計 292,692

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
億
一
千
万
円
減
少
し

七
億
二
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

香
川
県
坂
出
市
昭
和
町
二
丁
目
一
番
九
号

株
式
会
社
香
川
県
畜
産
公
社

代
表
取
締
役
社
長

水
澤

勝
樹

第 42 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日 香川県坂出市昭和町二丁目１番９号

株式会社香川県畜産公社
代表取締役社長 水澤 勝樹

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 347,049流 動 負 債 85,222
固 定 資 産 488,513固 定 負 債 28,744
有形固定資産 458,633 負 債 合 計 113,966
無形固定資産 7株 主 資 本 721,597
投資その他の資産 29,872 資 本 金 1,130,000

利 益 剰 余 金 408,402
利 益 準 備 金 4,800
その他利益剰余金 413,202
純資産合計 721,597

資 産 合 計 835,563負債・純資産合計 835,563

損益計算書の要旨
自 令和７年６月１日
至 令和８年５月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 703,588
売 上 原 価 565,894
売 上 総 利 益 137,693
一 般 管 理 費 122,899
営 業 利 益 14,794
営 業 外 収 益 1,404
経 常 利 益 16,199
特 別 損 失 777,404
税引前当期純損失 761,204
法人税、住民税及び
事業税 3,743
法人税等調整額 2,164
当 期 純 損 失 767,112

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

藤
森
自
動
車
整
備
（
住
所
高
知
県
南
国
市
篠
原
一
七

七
番
地
一
）
に
対
し
て
当
社
の
自
動
車
整
備
事
業
部

の
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

高
知
県
南
国
市
篠
原
一
七
七
番
地
一

株
式
会
社
藤
森
運
送
自
動
車
整
備

代
表
取
締
役

藤
森

晃

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

高
知
県
南
国
市
篠
原
一
七
七
番
地
一

株
式
会
社
藤
森
運
送
自
動
車
整
備

代
表
取
締
役

藤
森

晃

第 45 期決算公告 令和８年８月20日
高知県南国市篠原177番地１

株式会社藤森運送自動車整備
代表取締役 藤森 晃

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 230,986
固 定 資 産 308,992
合 計 539,978

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 68,240
固 定 負 債 323,458
株 主 資 本 148,280
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 128,280
その他利益剰余金 128,280
(うち当期純利益) (9,232)
合 計 539,978

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
見
沼
区
中
川
一
六
六
番

地
四

（
甲
）
株
式
会
社
と
だ
か
建
設

代
表
取
締
役

富
田

俊
介

東
京
都
杉
並
区
井
草
五
丁
目
四
番
一
一
号
三

〇
二

（
乙
）
株
式
会
社
進
幸
技
建

代
表
取
締
役

畠
山

義
和

第 50 期決算公告 令和８年８月20日
埼玉県さいたま市見沼区中川166番地４

株式会社とだか建設
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,581,934
固 定 資 産 754,115
合 計 2,336,050

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 698,588
固 定 負 債 88,294
株 主 資 本 1,528,609
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,478,609
利 益 準 備 金 3,000
その他利益剰余金 1,475,609
(うち当期純利益) (183,862)

評価・換算差額等 20,557
その他有価証券評価
差額金 20,557

合 計 2,336,050

第 41 期決算公告 令和８年８月20日
東京都杉並区井草五丁目４番11号302

株式会社進幸技建
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 149,136
固 定 資 産 35,707
合 計 184,843

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 87,023
株 主 資 本 97,819
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 78,319
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 78,019
(うち当期純利益) (3,053)
自 己 株 式 500
合 計 184,843

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
建
設
機
械

及
び
機
材
の
整
備
及
び
賃
貸
事
業
に
関
す
る
権
利
義

務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

福
岡
県
糟
屋
郡
宇
美
町
大
字
宇
美
三
四
二
六

番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
Ｇ
Ｏ
Ｄ
Ａ
Ｉ

代
表
取
締
役

松
元

辰
行

鹿
児
島
県
霧
島
市
溝
辺
町
崎
森
二
三
二
七
番

地
一
〇

（
乙
）
株
式
会
社
伍
代

代
表
取
締
役

松
元

辰
行

決 算 公 告
令和８年８月 20 日
福岡県糟屋郡宇美町大字宇美3426番地１

株式会社ＧＯＤＡＩ
代表取締役 松元 辰行

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 85,636
固 定 資 産 156,133
合 計 241,770

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,136
固 定 負 債 168,393
株 主 資 本 46,240
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 43,240
その他利益剰余金 43,240
(うち当期純利益) (5,460)
合 計 241,770

決 算 公 告
令和８年８月 20 日
鹿児島県霧島市溝辺町崎森2327番地10

株 式 会 社 伍 代
代表取締役 松元 辰行

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 28,334
固 定 資 産 18,526
合 計 46,861

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 31,160
固 定 負 債 20,397
株 主 資 本 4,696
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 5,696
その他利益剰余金 5,696
(うち当期純利益) (16,908)
合 計 46,861

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
大
通
り
一
丁
目
二
番
一
二
号

（
甲
）
株
式
会
社
林

代
表
取
締
役

林

幹
夫

栃
木
県
宇
都
宮
市
大
通
り
一
丁
目
二
番
一
二
号

（
乙
）
船
田
産
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

真
壁

健
一

第 46 期決算公告 令和８年８月20日
栃木県宇都宮市大通り一丁目２番12号

株 式 会 社 林
代表取締役 林 幹夫

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 483,251
固 定 資 産 909,436
合 計 1,392,687

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 651,811
固 定 負 債 310,402
株 主 資 本 430,474
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 400,474
利 益 準 備 金 6,120
その他利益剰余金 394,354
(うち当期純利益) (52,454)
合 計 1,392,687

第 65 期決算公告 令和８年８月20日
栃木県宇都宮市大通り一丁目２番12号

船田産業株式会社
代表取締役 真壁 健一

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 79,707
固 定 資 産 19,071
合 計 98,779

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 68,293
固 定 負 債 6,247
株 主 資 本 24,238
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 5,780
その他資本剰余金 5,780
利 益 剰 余 金 8,458
利 益 準 備 金 2,394
その他利益剰余金 6,064
(うち当期純利益) (5,381)
合 計 98,779

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
一
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

八
月
四
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

神
奈
川
県
綾
瀬
市
大
上
八
丁
目
一
九
番
六
号

（
甲
）
株
式
会
社
イ
ー
グ
ル
ハ
ウ
ス

代
表
取
締
役

木
村

海
虎

神
奈
川
県
藤
沢
市
葛
原
一
六
六
九
番
地
の
一

（
乙
）
ブ
ラ
ザ
ー
ホ
ー
ム
ズ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

デ
カ
ル
バ
リ
オ
マ
ク
ス

ミ
リ
ア
ノ

第 11 期決算公告 令和８年８月20日
神奈川県綾瀬市大上８丁目19番６号

株式会社イーグルハウス
代表取締役 木村 海虎

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 165,947
固 定 資 産 293,890
資 産 合 計 459,837

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 72,616
固 定 負 債 350,676
負 債 合 計 423,292
株 主 資 本 36,545
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 26,545
その他の利益剰余金 26,545
うち当期純利益金
額  (2,014)
純資産合計 36,545
負債・純資産合計 459,837

第 13 期決算公告 令和８年８月20日
神奈川県藤沢市葛原1669番地の１
ブラザーホームズ株式会社

代表取締役 デカルバリオマクスミリアノ
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 147,024
固 定 資 産 351,754
資 産 合 計 498,778

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,021
固 定 負 債 313,137
負 債 合 計 442,158
株 主 資 本 56,620
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 51,620
その他の利益剰余金 51,620
うち当期純利益金
額  (21,869)
純資産合計 56,620
負債・純資産合計 498,778

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

岩
手
県
盛
岡
市
本
宮
三
丁
目
四
三
番
四
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
ジ
ョ
イ
ラ
イ
フ

代
表
取
締
役

高
橋

毅
満

岩
手
県
花
巻
市
松
園
町
四
八
二
番
地
七

（
乙
）
株
式
会
社
フ
リ
ー
ス
タ
イ
ル

代
表
取
締
役

高
橋

毅
満

第 14 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

岩手県盛岡市本宮三丁目43番41号
株式会社ジョイライフ
代表取締役 高橋 毅満

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 93,186
固 定 資 産 70,030
資 産 合 計 163,216

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 28,370
固 定 負 債 75,677
株 主 資 本 59,169
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 54,169
その他利益剰余金 54,169
(うち当期純利益) (3,742)

負債・純資産合計 163,216

第４期決算公告 令和８年８月20日
岩手県花巻市松園町482番地７

株式会社フリースタイル
代表取締役 高橋 毅満

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 60,110
固 定 資 産 4,702
繰 延 資 産 42
資 産 合 計 64,854

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,726
固 定 負 債 33,535
株 主 資 本 28,593
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 8,000
その他資本剰余金 8,000
利 益 剰 余 金 17,593
その他利益剰余金 17,593
(うち当期純損失) (3,917)

負債・純資産合計 64,854

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七

月
三
十
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と

お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

石
川
県
金
沢
市
湊
四
丁
目
五
六
番
地

（
甲
）株

式
会
社
Ｋ
Ｏ
Ｕ
Ｎ
Ｏ
Ｓ
Ｈ

Ｏ
Ｕ

代
表
取
締
役

山
上

智
之

愛
知
県
名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
五
丁
目
四
番

一
四
号
花
車
ビ
ル
北
館
四
〇
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
大
彦

代
表
取
締
役

山
上

智
之

第 13 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

石川県金沢市湊四丁目56番地
株式会社ＫＯＵ ＮＯ ＳＨＯＵ

代表取締役 山上 智之
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 52,614
固 定 資 産 125,664
繰 延 資 産 1,308
合 計 179,587

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 36,767
固 定 負 債 152,556
株 主 資 本  9,736
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金  14,736
その他利益剰余金  14,736
(うち当期純損失) (23,932)
合 計 179,587

第 77 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
名古屋市中村区名駅五丁目４番14号
花車ビル北館401号

株 式 会 社 大 彦
代表取締役 山上 智之

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 53,270
固 定 資 産 170,525
合 計 223,796

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,714
固 定 負 債 1
株 主 資 本 216,080
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 166,080
利 益 準 備 金 12,700
その他利益剰余金 153,380
(うち当期純損失) (9,685)
合 計 223,796

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
佐
鳴
台
二
丁
目
三
二
番

二
四
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｂ
ｉ

ｏ
ｒ
ｉ

代
表
取
締
役

武
井

一
雄

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
三
組
町
四
四
番
地
の
一

（
乙
）
株
式
会
社
光
一

代
表
取
締
役

武
井

一
雄

第 24 期決算公告 令和８年８月20日
静岡県浜松市中央区佐鳴台二丁目32番24号

株式会社Ｂｉｏｒｉ
（旧商号 有限会社ルーズ）

代表取締役 武井 一雄
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 20,829
固 定 資 産 39,366
資 産 合 計 60,195

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,219
固 定 負 債 14,001
株 主 資 本 44,974
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 41,974
繰越利益剰余金 41,974
(うち当期純利益) (1,319)

負債・純資産合計 60,195

第 13 期決算公告 令和８年８月20日
静岡県浜松市中央区三組町44番地の１

株 式 会 社 光 一
代表取締役 武井 一雄

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,009
資 産 合 計 2,009

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 71
固 定 負 債 11,763
株 主 資 本 9,825
資 本 金 6,000
利 益 剰 余 金 15,825
繰越利益剰余金 15,825
(うち当期純損失) (196)

負債・純資産合計 2,009

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

三
重
県
四
日
市
市
大
字
茂
福
七
四
二
番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
い
す
ず
会
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ス代

表
取
締
役

鈴
木

利
康

三
重
県
四
日
市
市
川
原
町
三
一
番
九
号

（
乙
）
株
式
会
社
ジ
ェ
コ
ー

代
表
取
締
役

鈴
木

利
康

第 12 期決算公告 令和８年８月20日
三重県四日市市大字茂福742番地１

株式会社いすず会ホールディングス
代表取締役 鈴木 利康

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 12,376
固 定 資 産 262,970
資 産 合 計 275,346

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,901
固 定 負 債 73,842
株 主 資 本 176,602
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 86,500
資 本 準 備 金 86,500
利 益 剰 余 金 4,897
その他利益剰余金 4,897
(うち当期純損失) (1,393)
自 己 株 式 5,000
負債・純資産合計 275,346

第 68 期決算公告 令和８年８月20日
三重県四日市市川原町31番９号

株式会社ジェコー
代表取締役 鈴木 利康

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,662
固 定 資 産 40,907
資 産 合 計 45,569

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 513
固 定 負 債 6,814
株 主 資 本 38,241
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 28,241
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 25,741
(うち当期純損失) (1,747)

負債・純資産合計 45,569

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
資
産
管
理

事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承

継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま

す
。こ

の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
中
央
区
島
之
内
二
丁
目
四
番
一
号

ロ
イ
ヤ
ル
メ
ド
ゥ
東
心
斎
橋
Ｃ

二

（
甲
）
株
式
会
社
マ
ー
レ

代
表
取
締
役

有
田

昌
広

大
阪
市
中
央
区
島
之
内
二
丁
目
四
番
一
号

ロ
イ
ヤ
ル
メ
ド
ゥ
東
心
斎
橋
Ｄ

二

（
乙
）
株
式
会
社
ア
ー
ス
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス

代
表
取
締
役

有
田

昌
広

第 12 期決算公告 令和８年８月20日
大阪市中央区島之内二丁目４番１号
ロイヤルメドゥ東心斎橋Ｄ２
株式会社アースホールディングス

代表取締役 有田 昌広
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 20,691
固 定 資 産 2,117,023
資 産 合 計 2,137,715

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,262
負 債 合 計 13,262
株 主 資 本 2,124,452
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 2,121,452
その他利益剰余金 2,121,452
(うち当期純利益) (1,070,047)
純資産合計 2,124,452
負債・純資産合計 2,137,715

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
金
五
億
五
〇
万
円
減
少

す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
港
区
赤
坂
九
丁
目
七
番
二
号
ミ
ッ
ド

タ
ウ
ン
・
イ
ー
ス
ト
四
階

マ
ネ
ー
フ
ォ
ワ
ー
ド
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
バ
ン

ク
株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

岩
熊

清
司

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都港区赤坂九丁目７番２号ミッドタウン・イースト４階

マネーフォワードプライベートバンク株式会社
代表取締役社長 岩熊 清司

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 11,008 流 動 負 債 21,100

(賞与引当金) (208)
(役員賞与引当金) (200)
固 定 負 債 726
株 主 資 本 10,818
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 100,000
資 本 準 備 金 100,000
利 益 剰 余 金 210,818
その他利益剰余金 210,818
(うち当期純損失) (173,447)

資 産 合 計 11,008 負債・純資産合計 11,008

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
ス
テ

ラ
ビ
ル
管
理
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
及

び
丙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
八
月
二
十
日

福
岡
市
博
多
区
博
多
駅
南
二
丁
目
八
番
三
五
号

（
甲
）
サ
ジ
ー
ベ
リ
ー
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

株
式
会
社代

表
取
締
役

楊

建
標

福
岡
県
春
日
市
泉
一

四
一

（
乙
）
ハ
ン
ド
レ
ッ
ド
・
リ
バ
ー
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

楊

建
標

福
岡
県
筑
紫
野
市
大
字
阿
志
岐
二
四
二
三
番
地

三
五

（
丙
）
株
式
会
社
グ
ラ
ン
ド
リ
バ
ー

代
表
取
締
役

祖
父
江
守
恒

第 14 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日 福岡県春日市泉１41

ハンドレッド・リバーホールディングス株式会社
代表取締役 楊 建標

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年６月30日現在) (単位：円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 179,753,893流 動 負 債 262,334,125
固 定 資 産 841,113,878固 定 負 債 442,958,271

株 主 資 本 314,524,298
資 本 金 60,000,000
利 益 剰 余 金 254,524,298
その他利益剰余金 254,524,298
(うち当期純損失) (10,475,494)

評価・換算差額等 1,051,077
その他有価証券評価
差額金 1,051,077

合 計 1,020,867,771 合 計 1,020,867,771

第３期決算公告 令和８年８月20日
福岡市博多区博多駅南二丁目８番35号
サジーベリーホールディングス株式会社

代表取締役 楊 建標
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 245,472,185
固 定 資 産 4,375,661,597
合 計 4,621,133,782

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,387,275
固 定 負 債 995,500,000
株 主 資 本 3,618,246,507
資 本 金 100,000,000
資 本 剰 余 金 3,524,008,399
資 本 準 備 金 79,998,924
その他資本剰余金 3,444,009,475
利 益 剰 余 金 5,761,892
その他利益剰余金 5,761,892
(うち当期純利益) (402,569,151)
合 計 4,621,133,782

第 14 期決算公告 令和８年８月20日
福岡県筑紫野市大字阿志岐2423番地35

株式会社グランドリバー
代表取締役 祖父江守恒

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 275,358,497
固 定 資 産 246,712,697
合 計 522,071,194

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,133,812
固 定 負 債 8,681,465
株 主 資 本 498,255,917
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 498,155,917
その他利益剰余金 498,155,917
(うち当期純利益) (100,298,588)
合 計 522,071,194

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。
ま
た
こ
の
合
併
に
伴
い
、
甲
は
商
号
を
株
式
会
社

ム
ト
ウ
甲
越
に
変
更
す
る
予
定
で
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

山
梨
県
甲
斐
市
篠
原
一
九
四
五
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
山
梨
ム
ト
ウ

代
表
取
締
役

根
本

隆
裕

新
潟
県
上
越
市
本
町
二
丁
目
三
番
二
三
号

（
乙
）
株
式
会
社
新
潟
ム
ト
ウ

代
表
取
締
役

藤
田

英
行

第 73 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

新潟県上越市本町二丁目３番23号
株式会社新潟ムトウ
代表取締役 藤田 英行

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 171,562
固 定 資 産 156,015
合 計 327,577

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 367,193
固 定 負 債 725,011
株 主 資 本 764,627
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 774,627
利 益 準 備 金 7,000
その他利益剰余金 781,627
(うち当期純損失) (49,952)
合 計 327,577

第 33 期 決 算 公 告

令和８年８月 20 日

山梨県甲斐市篠原1945番地

株式会社山梨ムトウ

代表取締役 根本 隆裕

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 1,631,745
固 定 資 産 762,437

合 計 2,394,182

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 967,753
固 定 負 債 356,135
株 主 資 本 807,867
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 767,867
利 益 準 備 金 7,900
その他利益剰余金 759,967
(うち当期純利益) (26,263)

評価・換算差額等 262,425
その他有価証券評価
差額金 262,425

合 計 2,394,182

第 31 期 決 算 公 告
令和８年６月 16 日

東京都多摩市関戸二丁目24番27号
株式会社トゥインクル
代表取締役 鈴木 伸且

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,673,752
固 定 資 産 298,026
合 計 1,971,779

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 455,348
固 定 負 債 105,388
株 主 資 本 1,411,043
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,361,043
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,348,543
(うち当期純利益) (103,485)
合 計 1,971,779

第 38 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日
神奈川県鎌倉市小町二丁目14番７号

システムワークスジャパン株式会社
代表取締役 米田 一樹

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 714,966
固 定 資 産 14,790
合 計 729,757

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 252,106
賞 与 引 当 金 78,821
株 主 資 本 477,651
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 465,651
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 463,151
(うち当期純利益) (113,200)
合 計 729,757

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
八
月
二
十
日

大
阪
市
西
区
南
堀
江
四
丁
目
三
〇
番
二
八
号

（
甲
）
株
式
会
社
シ
ン
コ
ー

代
表
取
締
役

吉
成

典
子

大
阪
市
西
区
南
堀
江
四
丁
目
三
〇
番
二
八
号

（
乙
）
株
式
会
社
ヨ
シ
イ

代
表
取
締
役

吉
成

典
子

決算公告 令和８年８月20日
大阪市西区南堀江四丁目30番28号

株式会社ヨシイ
代表取締役 吉成 典子

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 92,948,110
固 定 資 産 51,754,114
資 産 合 計 144,702,224

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 38,643,350
負 債 合 計 38,643,350
株 主 資 本 106,058,874
資 本 金 36,000,000
利 益 剰 余 金 70,058,874
利 益 準 備 金 12,516,000
その他利益剰余金 57,542,874
(うち当期純利益) (1,699,345)
純資産合計 106,058,874

負債・純資産合計 144,702,224

決 算 公 告
令和８年８月 20 日

大阪市西区南堀江四丁目30番28号

株式会社シンコー

代表取締役 吉成 典子

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 827,336,721
固 定 資 産 519,916,533

資 産 合 計 1,347,253,254

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 670,302,776
固 定 負 債 154,555,000

負 債 合 計 824,857,776

株 主 資 本 522,395,478
資 本 金 40,000,000
資 本 剰 余 金 750,000
資 本 準 備 金 750,000
利 益 剰 余 金 483,653,978
利 益 準 備 金 10,000,000
その他利益剰余金 473,653,978
(うち当期純利益) (23,586,128)
自 己 株 式  2,008,500

純資産合計 522,395,478

負債・純資産合計 1,347,253,254

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都港区高輪二丁目21番１号
United Cyber Force株式会社

代表取締役 中谷 昇
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 52,777
合 計 52,777

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,034
株 主 資 本 47,743
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 2,256
その他利益剰余金 2,256
(うち当期純損失) (2,256)
合 計 52,777

第 14 期決算公告 令和８年８月20日
名古屋市中村区名駅四丁目11番27号

シンフォニー豊田ビル
豊田通商メタルズジャパン株式会社

代表取締役 中島 滋
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 533,958
固 定 資 産 23,071
資 産 合 計 557,029

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 141,028
固 定 負 債 18,369
株 主 資 本 397,632
資 本 金 105,000
利 益 剰 余 金 292,632
利 益 準 備 金 26,250
その他利益剰余金 266,382
(うち当期純利益) (266,380)

負債・純資産合計 557,029

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両
社

の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七
月
四
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
甲
は
本
合
併
に
際
し
て
、
社
名
を
Ｎ
Ｒ
バ
ク

ス
テ
ッ
ク
株
式
会
社
と
変
更
致
し
ま
す
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記
の
と
お
り

で
す
。

（
甲
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
二
十
日

沖
縄
県
那
覇
市
壺
屋
一
丁
目
二
九
番
一
五
号
ラ

イ
オ
ン
ズ
マ
ン
シ
ョ
ン
壺
屋
七
〇
五

（
甲
）
株
式
会
社
ジ
ェ
ク
タ
ス
・
イ
ノ
ベ
ー

タ
ー
ズ

代
表
取
締
役

新
川

武

沖
縄
県
那
覇
市
首
里
桃
原
町
一
丁
目
一
一
番
地

六
Ｌ
Ｍ
首
里
桃
原
四
〇
六

（
乙
）
株
式
会
社
Ｎ
Ｒ
バ
ク
ス
テ
ッ
ク

代
表
取
締
役

新
川

光

第 14 期決算公告 令和８年８月20日
沖縄県那覇市壺屋一丁目29番15号
ライオンズマンション壺屋705

株式会社ジェクタス・イノベーター
ズ

代表取締役 新川 武
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(円)
資

産

の

部

流 動 資 産 6,178,400
固 定 資 産 2,160,595
繰 越 資 産 0
合 計 8,338,995

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 19,345,507
固 定 負 債 0
株 主 資 本 11,006,512
資 本 金 8,500,000
利 益 剰 余 金 19,506,512
(その他利益剰余金) (19,506,512)
(うち当期純損失) (10,952,024)
合 計 8,338,995

第２期決算公告 令和８年８月20日
沖縄県那覇市首里桃原町一丁目11番地６
ＬＭ首里桃原406

株式会社ＮＲバクステック
代表取締役 新川 光

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 6,941,153
固 定 資 産 0
繰 越 資 産 0
合 計 6,941,153

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,615,023
固 定 負 債 0
株 主 資 本 3,673,870
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 4,673,870
(その他利益剰余金) (4,673,870)
(うち当期純損失) (2,810,842)
合 計 6,941,153

決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都港区南青山４丁目２番６号
南青山426ビル４階

公益財団法人日本教育科学研究所
代表理事 大朏 直人

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 7,664
固 定 資 産 147,566
合 計 155,230

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 4,545
固 定 負 債 1,700
負 債 合 計 6,245
指定正味財産 119,880
一般正味財産 29,105
正味財産合計 148,985
合 計 155,230

第 18 期決算公告 令和８年８月20日
山形県新庄市常葉町２36

新山形ホームテック株式会社
代表取締役 矢口 雅彦

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,646,362
固 定 資 産 197,414
繰 延 資 産 1,680
資 産 合 計 1,845,456

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,421,485
固 定 負 債 311,469
株 主 資 本 115,490
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 105,490
利 益 準 備 金 530
その他利益剰余金 104,960
(うち当期純利益) (59,215)

株式評価差額 2,988
負債・純資産合計 1,845,456

第 86 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日
東京都千代田区神田錦町二丁目２番地１

商船三井テクノトレード株式会社
代表取締役社長執行役員 福島 正男

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 30,639
固 定 資 産 3,507

資 産 合 計 34,147

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,004
(賞与引当金) (171)
固 定 負 債 55
役員退任慰労引当
金  (47)

負 債 合 計 13,060

株 主 資 本 20,840
資 本 金 490
資 本 剰 余 金 675
その他資本剰余金 675
利 益 剰 余 金 19,675
利 益 準 備 金 110
その他利益剰余金 19,565
(うち当期純利益) (2,133)

評価・換算差額等 245
その他有価証券評価
差額金 245

純資産合計 21,086

負債・純資産合計 34,147

株
式
交
換
公
告

当
社
（
甲
）
は
株
式
交
換
に
よ
り
、
株
式
会
社
エ
キ

ス
プ
レ
ス
社
（
乙
、
住
所
東
京
都
中
央
区
銀
座
三
丁
目

九
番
四
号
）
の
発
行
済
株
式
の
全
部
を
取
得
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
株
式
交
換
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
八
月
二
十
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
三
丁
目
九
番
四
号

株
式
会
社
エ
キ
ス
プ
レ
ス
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

代
表
取
締
役

草
賀

則
彦

第 24 期決算公告 令和８年８月20日
東京都中央区銀座三丁目９番４号
株式会社
エキスプレスホールディングス

代表取締役 草賀 則彦
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 7,078
固 定 資 産 54,000
資 産 合 計 61,078

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,820
固 定 負 債 57,300
負 債 合 計 60,120
株 主 資 本 957
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 2,042
その他利益剰余金 2,042
(うち当期純損失) (1,463)
純資産合計 957
負債・純資産合計 61,078

第 77 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都中央区銀座三丁目９番４号

株式会社エキスプレス社
代表取締役 草賀 則彦

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 3,001,179
固 定 資 産 568,784

資 産 合 計 3,569,963

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,397,741
役員賞与引当金 50,000
固 定 負 債 606,696
退職給付引当金 237,056
役員退職慰労引当金 306,440
その他引当金 63,200

負 債 合 計 2,004,437

株 主 資 本 1,513,839
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 1,493,839
利 益 準 備 金 4,800
その他利益剰余金 1,489,039
(うち当期純利益) (82,998)

評価・換算差額等 51,686
その他有価証券評価
差額金 51,686

純資産合計 1,565,525

負債・純資産合計 3,569,963

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 
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